
ISSN 2759–0968 

 
 
 

広 島 大 学 

心 理 学 研 究 

第 24 号 

 
Hiroshima Psychological Research 

No.24 

 
 
 
 
 
 
 
 

広島大学大学院人間社会科学研究科

心理学講座 

Department of Psychology, Graduate School of Humanities and Social Sciences, 
Hiroshima University 

2024 年度 



 



 i 

目    次 

 

【論  文】 

 

1. 廣瀬周作・前村奈央佳・中島健一郎  ·····································································  1 

集団間代理報復における外集団視覚情報の影響 

―オンライン会議ツールを用いた集団間対立ゲームによる検討― 

 

2. 上田寛・中島健一郎  ·······················································································  17 

国内アスリートにおける心理的安全性測定の妥当化に向けた予備的研究 

――丸山・藤 (2019) の心理的安全性尺度の適用可能性に着目して―― 

 

3. 池田蓮人・新垣紀子・中島 健一郎  ·······································································  32 

シャイネスと孤独感の関連に対する自己開示の媒介効果 

―自己開示の内容的側面に着目した探索的検討― 

 

4. 清末 有紀・森永 康子 中島 健一郎  ·····························································  43 

なぜ女性の昇進意欲は低いのか 

―管理職を目指す男女有職者の否定的な反応の経験について― 

 

5. 西村 由貴子・清水 陽香・中島 健一郎  ··························································  62 

両親の養育行動が中学生の子どもの心理的特性に与える影響 

―3 つの横断データを用いた検討― 

 

6. 竹内 悦子・石田 弓  ·······················································································  99 

デイリーハッスルと曖昧さへの態度がストレス反応を引き起こす過程 

 

7. 謝 新宇・中島 健一郎  ················································································  118 

愛着傾向と親密な関係における脅威場面での感情および対処行動との関連 

―恋人関係と夫婦関係の違いに着目して― 

 

8. 木村優貴子・上手由香  ···················································································  133 

大規模災害の「中間被災者」の心理的反応に関する探索的検討 

―西日本豪雨災害と令和 2年 7月豪雨に着目して― 

 



 ii 

9. 小桝真呼・清水陽香・山崎茜・中島健一郎  ·························································  154 

批判的思考能力が高いほど他者の感情推測が正確な理由を探る 

―インタビュー調査を通した検討― 



 



 

 - 1 - 

集団間代理報復における外集団視覚情報の影響 

―オンライン会議ツールを用いた集団間対立ゲームによる検討― 

 

廣瀬周作1・前村奈央佳2・中島健一郎 1 

 

The influence of the visual information of the outgroup on the intergroup vicarious retribution 
Shusaku Hirose, Naoka Maemura, and Ken’ichiro Nakashima 

 

This study examines the impact of visual information of the outgroup on intergroup vicarious 

retribution, using an online meeting tool, Zoom, for an experimental intergroup conflict game. 

Intergroup vicarious retribution, defined by Lickel et al. (2006), is a phenomenon in which an 

uninvolved member of the victim’s group takes retribution against uninvolved members of the 

perpetrator’s group. While prior studies have highlighted ingroup identification and outgroup 

entitativity as predictors, the role of visual cues in shaping outgroup perceptions remains 

underexplored. In this study, participants were divided into teams and engaged in games 

designed to simulate intergroup conflicts, with visual information of the outgroup manipulated 

through Zoom’s camera settings. Three hypotheses were tested: (1) Higher ingroup 

identification and outgroup entitativity would predict vicarious retribution, (2) Absence of 

visual information would increase the revenge, and (3) Lack of visual cues would enhance 

outgroup entitativity, fostering retribution. The findings showed no significant support for the 

hypotheses. Neither ingroup identification nor outgroup entitativity influenced retaliatory 

intentions. Similarly, visual information did not affect perceptions of entitativity or aggressive 

intentions. These results might arise from insufficient experimental manipulation, low ingroup 

cohesion, and the generalized positive evaluations of the outgroup. Regarding the lack of effects 

of the visual information, different types of social cues and interactions among outgroup 

members could have influenced impressions and perceived entitativity of the outgroup. 

However, this research underscores the need for refined methodologies in studying intergroup 

conflicts and highlights the potential influence of modern communication tools on group 

dynamics and conflict behaviors. 

 

キーワード： vicarious retribution, entitativity, visual information 

 
1 広島大学大学院人間社会科学研究科 
2 神戸市外国語大学外国語学部国際関係学科 
*本論文は, 第一著者が 2021 年に神戸市外国語大学に提出した卒業論文の内容をもとに, 論文全体の構成や表

現を修正したものである。 



 

 - 2 - 

問 題 

 

50 年戦争や世界大戦, パレスチナ紛争, インド＝パキスタン紛争やルワンダ内戦など, 歴史を振

り返れば国家, 地域, 民族間での対立や紛争が幾度となく生じてきた。ウプサラ紛争データプログ

ラム (UCDP) によると, 2019 年では 54 件の国家間武装対立が存在しており, 67 件の非国家間対立

が継続している (Petterson, & Öberg, 2020) 。このように多くの紛争が世代を超え今も解消されるこ

となく続いている。最初に生じた軋轢を発端に, 報復は繰り返され, 遂には大きな対立構造を引き

起こす。そして解決困難な状態にまで悪化する。例えば, パレスチナ紛争は第一次世界大戦以降起

きた領土問題を発端に, 度重なる中東戦争が時代を超え報復の連鎖が続いてきた。さらに報復は国

家間だけで生じるわけではない。民間レベルでも, 過去に同胞が受けた被害を理由に現代のパレス

チナ人がイスラエル人に報復することもある。パレスチナ問題に限らず, 9.11 同時多発テロ以降の

過激派組織によるテロ活動と西洋諸国による制裁の繰り返しもまた当初の被害者加害者間の対立を

超えた報復の連鎖と考えられる。こうした報復の連鎖と報復の当時者の拡大を止めるには, その要

因や影響過程を理解することが必要不可欠である。本研究ではこれらの解明のため, 集団間代理報

復という社会心理学的側面から, 紛争という社会現象を考察したい。 

 

集団間代理報復 

集団間代理報復とは , 内集団のある成員  (A1) 

が外集団のある成員 (B1) に攻撃された時, それを

知った内集団の他の成員 (B2) が, 攻撃を行った者

と同じ外集団に所属する他の成員 (A2) に報復を

行う現象をさす (Lickel et al., 2006; Stenstrom et al. 

2008; 縄田・山口, 2011a; 縄田・山口, 2011b)  (Figure 

1) 。代理報復の特徴は, 当初の危害攻撃場面で「加

害者でも被害者でもない人同士が, 同じ集団に属

しているがゆえに, 新たに報復の加害者・被害者に

なる (縄田・山口, 2011a：53) 」ことである。ゆえ

に, 報復を受けた集団の別の成員が, 報復を行った集団のまた別の成員に対し報復を行うというよ

うに報復の連鎖が生じる (Lickel et al., 2006)。つまり, 最初は単なる危害を与えた/受けたという個

人間の問題が, 代理報復を繰り返すことで, 数多くの人間が被害者・加害者となり, 最終的には, 大

きな集団と集団の紛争へと発展するのである (縄田・山口, 2011a) 。したがって集団間代理報復の解

明が集団間紛争の解決のために重要であると考えられる。 

集団間代理報復を提唱した Lickel et al. (2006) によれば, その代理報復の生起において, 内集団同

一視と外集団実体性知覚が重要であるという。内集団同一視とは, 内集団を自己概念にとって重要

な要素として同一化していることをさす (Smith & Henry, 1996)。Yzerbyt et al. (2003) によると, 内集

団同一視が高いと, 内集団成員が危害を受けた時, まるで自分が危害を受けたように感じ, 怒りや

Figure 1  
集団間代理報復 

縄田・山口 (2011b) を参考に筆者作成。 
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敵意を感じる。またこれは集団間感情理論 (Mackie et al., 2000) からも説明可能である (熊谷・大渕, 

2009)。すなわち, 社会的アイデンティティが顕現化している際, 個人的にはかかわりのないことで

も内集団に危害が加えられると, 怒りなどの強い感情を喚起し, 集団志向性を強めるという (Devos 

et al., 2002)。一方, 集団実体性とは, 他の集団が実体として, 現実にあるものとして認識される程度

のことを意味する (Campbell, 1958)。実体性の高い集団では, 成員間の近接性 (Proximity) , 類似性 

(Similarity) が高く, 全成員が共通運命 (Common fate) を辿ると認知される (ibid.)。そして「外集団

の実体性が知覚されることで … (中略) … 実際の加害者である外集団成員と, その同一集団に所属

する外集団全員が, 交換可能なものとして一体視され, 報復の対象として知覚されるようになる。

その結果, 同じ集団に所属した成員であることを理由に本来無関係な者どうしで集団間代理報復が

生起する」(縄田・山口, 2011b：168)。 

Lickel et al. (2006) の提唱以来, 代理報復と内集団同一視・外集団実体性知覚の関連については, 

多くの研究が行われてきた。Stenstrom et al. (2008) は, 想起法と場面想定法を用いた検討を行い, 

Vasquez et al. (2011) もギャングにおける代理報復の研究で場面想定法を採用している。国内では, 

縄田・山口 (2011a, 2011b), 熊谷・大渕 (2009), 熊谷 (2013) らが, 非当事者間攻撃の観点から実験的

手法による検討を行っている。これらの研究では, 内集団同一視や内集団の観衆効果, 罰の公正性

などが扱われているものの, 外集団実体性知覚といった外集団に対する認知的要因については十分

に検討されていない。Vasquez et al. (2015) の階層的重回帰分析では, 集団間代理報復の予測におい

て, 内集団同一視よりも外集団実体性知覚の影響が大きいことが示されており, 代理報復の理解に

おいて外集団実体性知覚の重要性が示唆される。 

また, 既存研究の多くは, 代理報復の意思決定における視覚情報の影響を十分に考慮していない。

国内の実験的研究では, 報復対象者の視覚情報を提示しない手法が採用されているが, これは代理

報復が実際にどのような状況で発生するかを考慮する上で課題となる。Lickel et al. (2006) は, 代理

報復が国家間・政府間の対立よりも, むしろ民間レベルでの報復行動を説明する上で重要であると

指摘している。例えば, パレスチナなどの宗教的対立がある社会では, 加害者が目の前にいる場合

に直接報復が行われることが想定される。一方で, 近年の SNS やオンライン会議ツールの普及に

より, 非対面での誹謗中傷や外集団への攻撃行動が生じる可能性も高まっている。このように, 代

理報復において加害者の視覚情報がある場合とない場合で, 報復行動にどのような違いが生じるの

かを明らかにすることは, 重要な研究課題である。そこで本研究では, 外集団実体性知覚に着目し, 

外集団の視覚情報が代理報復に及ぼす影響を検討する。 

 

外集団実体性知覚と視覚情報 

外集団実体性知覚は外集団の視覚情報とどのように関連するのだろうか。これを考えるにあたり, 

集団実体性知覚と深く関連する「類似性」(Lickel et al., 2000) に着目する。Dasgupta et al. (1999) は, 

外集団成員同士の身体的類似性が高い場合, 外集団実体性知覚が高まることを示している。たとえ

ば, 外集団が同じ人種の人々で構成されている場合, 異なる人種の混成集団に比べて, 外集団実体

性知覚が高まるとされる。しかし, Dasgupta et al. (ibid.) の研究は相手の顔が見えていることを前提
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にした議論であり, 相手の顔が見えていない場合については考慮していない。そこで, この問題を

考えるに当たり, ここで Postmes et al. (1998) の「脱個人化の影響による社会的アイデンティティモ

デル」(SIDE モデル) を参考にしたい。SIDE モデルでは, CMC (Computer-Mediated Communication) 

場面において, 個人と他者を弁別する社会的手がかりの喪失により, 脱個人化が行われ, 内集団へ

同一化していくことを説明する (ibid.)。この SIDE モデルは CMC 場面での内集団成員に関するも

のであり, 外集団成員の脱個人化に焦点を当てていない。しかし, 外集団成員の社会的手がかりが

減少すれば, 外集団成員一人ひとりを異なる存在として区別するための情報が少なくなるだろう。

したがって, 外集団成員の社会的手がかりの減少も内集団成員の社会的手がかりと同様に, 外集団

成員を個々人として認識するのを妨げると考えられる。その結果, 視覚情報が無い場合の方が, あ

る場合よりも脱個人化された類似性の高い集団として認識され, 集団実体性を高く認知すると考え

られる。 

以上より, 外集団の視覚情報がない場合の方がある場合よりも外集団の類似性が認知されやすい, 

その結果として外集団実体性知覚が高まると考えられる。さらに, 外集団実体性知覚が高いほど集

団間代理報復が生じうるだろう。上述した議論をもとに, 本研究では代理報復の生起の確認及び外

集団視覚情報の影響に関する以下の 3つの仮説を検証する。 

 

仮説 1：内集団同一視と外集団実体性知覚が高いほど, 集団間代理報復が生起しやすい。 

仮説 2：外集団の視覚情報がある場合に比べて, 外集団の視覚情報がない場合の方が代理報復は

生起しやすい。 

仮説 3：外集団の視覚情報がある場合よりも、外集団の視覚情報がない場合の方が、代理報復が

生起しやすい。この条件操作と代理報復の関連は、外集団実体性知覚によって媒介され

る。 

 

方 法 

  

本研究では, オンライン会議ツール「Zoom (Ver.5.2.3)」を用いたオンライン対戦ゲームを通じて, 

参加者集団とサクラ集団間での対立場面を作り出し, 外集団に対する報復意図を測定した。その際, 

外集団視覚情報の有無が報復意図に与える影響を調べるため, Zoomのカメラ機能を利用した。 

 

実験参加者とサクラ 

本実験は, 関西の公立大学で授業内において, 講義の一環として 2020年 9 月中旬に実施した。実

験参加者は当授業を履修する学生 32 名であった。そのうち事後質問紙に回答した参加者は 31 名 

(男性 9 名, 女性 22 名) で, 平均年齢は 20.00 歳 (SD=1.16) であった。分析対象者は, 後述する代表

者対決で戦った代表者 (被害者) を除いた 27 名 (男性 7 名, 女性 20 名) で, 平均年齢は 19.89 歳 

(SD=1.09) であった。 

ゲームの対戦相手チームであるサクラは実験参加者の所属する大学の学生 8 名 (男性 3 名, 女性
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5 名) であった。サクラの平均年齢は 21.88 歳 (SD=.64) であった。サクラには事前にトレーニング

を行い, 「参加者に対して発言しない」など言動に制限を加えた。また, 後述するチーム対決で回答

するサクラと代表者対決で代表者に選ばれるサクラは, 予め決められており, それぞれ男性 (21 歳) 

と女性 (21 歳) が担当した。 

 

要因計画 

「外集団視覚情報の有無 (=外集団カメラあり/なし条件)」の 1要因参加者間計画のもとで実験を

行った。参加者 32 名は Aチームから Dチームの 4チームに分けられた。また, Aチーム (8 名) と

Bチーム (9 名) は「外集団カメラあり条件」, Cチーム (8 名) と Dチーム (7 名) は「外集団カメ

ラなし条件」に割り振られた。セッションはチームごとに 1 回ずつ (計 4 回) 実施した。 

 

手続き 

本研究の仮説を検証するため, 縄田・山口 (2011a,b) の実験を参考にシミュレーション実験ツー

ル「集団間対立オンラインセッション」3を作成した。なお実験ツール作成時, 新型コロナウイルス

感染拡大防止の観点から, 縄田・山口 (ibid.) のような対面での実験は困難であった。そこで, ビデ

オ会議ツール「Zoom」を利用した対戦ゲームを作成した。 

集団間対立オンラインセッションでは「1. 集団間対立の顕現化」, 「2. 最初の危害攻撃状況の形

成」, そして「3. 報復意図の測定」の 3パートを通じて代理報復場面を実験的に作り出した。「1. 集

団間対立の顕現化」では, 参加者自身に対戦ゲームの集団に所属していること, 他の集団と対立し

ていることを認知させる。「2. 最初の危害攻撃状況の形成」では, 「ある外集団成員がある内集団成

員を攻撃した」という代理報復の前提状況を参加者に認知させる(Figure 1 の①・②)。そして, 「3. 

報復意図の測定」では, 参加者が外集団に報復意図を抱いたかどうかを確認する。また, 外集団視覚

情報の有無を比較するため, Zoomのカメラ機能を用いた操作を行う。以下それぞれの操作手順を詳

細にみていく。 

1. 集団間対立の顕現化 集まった参加者は 7 名~9 名ずつチーム (内集団: A~Dチーム) に分けら

れ, Zoom ミーティングに招待された。その後, 参加者チームは, サクラチーム (外集団)  と合流し

対戦ゲームを行った。ここでは, チーム対チームの対戦ゲーム (なぞなぞ) を行った。このチーム対

決によって, 集団間対立の構図を参加者により強く認識させた。なおセッション中は参加者の内集

団への所属意識を高めるため, Zoomに表示される名前を変更するよう求めた。具体的には, 「チー

ム名＋通し番号」 (例えば,「A1」) に変えるよう求めた。 

2. 最初の危害攻撃状況の形成 危害場面の形成のため, 代表者対決と罰ゲームを実施した。代表

者対決では, 各チームから 1人代表者を選出し, 代表者同士の一対一の対戦ゲーム (なぞなぞ) を行

う。代表者対決では敗者に罰ゲームが下される。罰ゲーム (早口言葉) はレベル 1 (最低難易度) か

 
3 本実験実施に先立ち, 実験手続きの確認のため, 予備実験を 2020年 8 月中旬に関西の公立大学の

大学院生の講義内にて 2020年 8 月中旬に実施した。実験参加者は, 当講義を受講している大学院

生 8 名であった。 
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らレベル 9 (最高難易度) まであり, 勝者は好きな罰ゲームを選択することとなっていた 。ただし, 

この代表者対決ではサクラチームの代表者がわざと勝利し, 最高難易度の罰ゲームを選択した。こ

れにより「不当な罰を与えるサクラ代表者＝加害者」, 「不当な罰を受けた参加者＝被害者」という

代理報復における最初の危害状況を実験的に作り出した。 

3. 報復意図の測定 その後質問紙を参加者に配布し, 参加者の外集団に対する報復意図を測定

した。そして, 参加者にディブリーフィングを行い, 集団間代理報復について参加者とディスカッ

ションを行う。 

外集団視覚情報の操作 外集団視覚情報の有無が代理報復にどのような影響を及ぼすかを検討す

るため, Zoomの「カメラオン/オフ機能」を利用した。「カメラオン/オフ機能」とは, Zoom 上で各個

人が自身を映すビデオカメラを任意にオン/オフに切り替える機能である。ある参加者のカメラがオ

ンの場合, 他の Zoom ミーティング参加者にその人の映像が表示されるが, カメラがオフの場合は

表示されなかった。「集団間対立オンラインセッション」ではサクラチーム成員のカメラをオンまた

はオフにすることで外集団視覚情報を操作する。サクラチームのカメラが付いている場合は外集団

視覚情報がある一方, カメラが付いていない場合は外集団視覚情報がない。サクラチーム成員のカ

メラがオンになっている場合 (外集団視覚情報がある場合) を「外集団カメラあり条件」とした。そ

してカメラがオフになっている場合 (外集団視覚情報がない場合) を「外集団カメラなし条件」と

し, 条件間での比較を行った。 

例えば, Figure 2 は A チーム (参加者) 対 P チーム (サクラ) の対戦ゲーム中に, とある参加者 

(A6) が見ている Zoom 画面である。Figure 2の「①外集団カメラあり条件」では Pチーム (対戦相

手) の顔が表示されている (=外集団の視覚情報がある)。一方で, Figure 2 の「②外集団カメラなし

条件」では Pチームの顔が表示されていない (=外集団の視覚情報がない)。 

 

Figure 2  
外集団カメラ条件ごとの対戦ゲーム中の参加者 (A6) の Zoom画面例 

・ここでは「A」が参加者チーム、「P」がサクラチーム。 
・共有画面になぞなぞの問題が表示される。 
・カメラなし条件ではサクラチーム (P) の顔が表示されない。 
・分かった人は「グッドマーク」を押して答える (e.g. A1)  

①外集団カメラあり条件 ②外集団カメラなし条件 

なぞなぞ
A1 A2 A3

A4 A5 P1

P2 P3 P4

P5 P6

なぞなぞ
P2 P3

P1

P5 P6

P4

A1 A2 A3

A4 A5



 

 - 7 - 

測定項目 

上述した「3. 報復意図の測定」パートにて参加者に質問紙への回答を求めた。測定項目は, 報復

意図の測定を目的に行った行動意図だけでなく, 集団同一視, 集団実体性知覚, 態度, 行動意図, 公

正知覚について尋ねた。また, フェース項目として年齢, 性別, 利用デバイス (Zoom の参加はパソ

コンからか, スマートフォンか, それ以外か) についても質問した。回答方法は, Google Form を用

いたWeb 形式とした。最後に, Microsoft Word 形式で自由記述質問紙に回答してもらった。 

集団同一視尺度 (group identification) 参加者の集団同一視を測定するにあたり, 岡本 (2007) の

質問項目を本実験用に修正して用いた。岡本 (2007) では集団魅力度という名称で用いられていた。

しかし, 岡本 (ibid.) が参考に用いた Karasawa (1991), Abrams et al. (1998) の尺度は集団同一視尺度

である。そこで本研究では, 項目数の少なく参加者への負担の小さい岡本 (2007) の尺度を集団同一

視として採用した。内集団同一視の質問項目は, 「自分のチームには良い人が多い」などの 3 項目

を 5件法 (「1. 全くそう思わない」から「5. 非常にそう思う」) でたずねた。外集団同一視は, 内

集団同一視の「自分の」を「相手」に直し, 同様にたずねた。 

集団実体性知覚尺度 (group entitativity) 集団実体性知覚の測定には, 田端・池上 (2015) の質問

項目を修正して用いた。内集団実体性知覚の質問項目は, 「自分のチームの人同士がまとまってい

る」などの 4項目で, の 5件法 (「1. 全くそう思わない」から「5. 非常にそう思う」) でたずねた。

外集団実体性知覚は, 内集団実体性知覚の「自分の」を「相手」に直し, 同様にたずねた。 

行動意図尺度 (behavioral intention) 外集団への報復意図を測定するにあたり, 藤原 (1987) の行

動意図尺度を利用した。藤原 (ibid.) を改変した前村 (2009) をもとに, 「話しかけたい」「協力した

い」「理解したい」「仲間に加えたい」「思いやりのある態度で接したい」「うちとけたい」「かかわり

たくない」「避けたい」「距離を置いて接したい」「仕返ししたい」の 10項目を 5件法 (「1. 全くそ

う思わない」から「5. 非常にそう思う」) でたずねた。 

本研究では, 代理報復の意図を測定する目的から, 前村 (ibid.) が用いた項目のうち, 「かかわり

たくない」「避けたい」「距離を置いて接したい」に「仕返ししたい」を加えて「攻撃的行動意図」

として用いた。その理由は, 関係性攻撃 (Crick & Grotpeter, 1995) を考慮したためである。関係性攻

撃とは「仲間関係を操作することによって相手を傷つける攻撃 (ibid.; 磯部・菱沼訳, 2007：290) 」

を指す。現実の報復場面では殴る, 蹴るなどの肉体的暴行である外顕性攻撃 (Crick & Grotpeter, 

1995) ばかりが起きるわけではなく, 無視するなど関係性攻撃も十分に考えられる。そこで「かかわ

りたくない」や「避けたい」, 「距離を置いて接したい」といった他者との交流を積極的に避ける行

為も報復手段として想定される。一方, 残りの 6 項目 (「話しかけたい」「協力したい」「理解した

い」「仲間に加えたい」「思いやりのある態度で接したい」「うちとけたい」) を「友好的行動意図」

とした。 

SD 法による態度評価 内集団・外集団に対する印象評定のため, Osgood et al. (1957) の SD 法を利

用した。質問項目は, 井上・小林 (1985) や柏木 (1964) を参考に代表的な形容詞対を選択した。具

体的には, 「好きな－嫌いな」「積極的－消極的」「不活発な－活発な」などの 9項目を用い, 5段階 

(「1. とても」「2. 少し」「3. ふつう」「4.少し」「5.とても」) で内集団と外集団について尋ねた。 



 

 - 8 - 

罰の公正性 (fairness of punishment) 本研究で用いる罰 (早口言葉) が罰として機能しているか

どうかを確認するため, 熊谷 (2013), 熊谷・大渕 (2009) を参考に罰の公正性を測定した。熊谷 

(2013) によると罰が公正だと考えるほど外集団への攻撃行動につながるという。質問内容は「あ

なたのチームの代表者 (あなたが代表者の場合は, あなた自身) が受けた罰のレベルはどれくらい

公正だと思いましたか。」であり, 5件法 (「1. 全く公正ではない」から「5. 非常に公正だと思

う」) で評定させた。 

自由記述質問紙項目4 上記の質問項目に回答後, 参加者は以下の 5つの質問に回答した。 

①あなたのチームの印象について, ひとことで教えてください。 

②相手のチームの印象について, ひとことで教えてください。 

③チーム対決が終わったとき, どう感じましたか？ 

④代表対決で, あなたのチームの代表者 (あなたが代表者の場合は, あなた自身) が罰を受け

たとき, どう感じましたか。 

⑤その他, 思ったことや気になったことがあれば教えてください。 

 

分析 

本研究の統計分析は, R (Version 4.3.1; R Core Team, 2023) を用いて実施した。はじめに SD 法によ

る印象評定の 9 項目について探索的因子分析を行った。次に, 各尺度 (下位因子がある場合は下位

尺度) に対して信頼性分析としてα係数を算出した。その後, t 検定, 相関分析, 重回帰分析によっ

て, 実験ツールの妥当性, 代理報復の生起と, 各仮説について検証した。 

 

結 果 

 

因子分析 

内集団および外集団に対する SD 法による印象評定の 9 項目についてそれぞれ因子分析を行った 

(最尤法・オブリミン回転) 。まず内集団について, 「小さい－大きい」「消極的な－積極的な」「鋭

い－鈍い (逆転項目)」は因子負荷量が低い (< .35) のため削除した。結果, 合計 6 項目から 2 因子

が抽出された (Table 1)。同様に外集団について, 「小さい－大きい」「強い－弱い (逆転項目)」「鋭

い－鈍い (逆転項目)」を因子寄与率の低さ (< .35) などから削除した。結果, 合計 6 項目から 2 因

子が抽出された (Table 2)。これらの結果から外集団と内集団で因子構造が異なることがわかった。

今回, 内集団と外集団の間で印象評定の比較を行うため, 内集団と外集団のどちらかの因子構造を

採用し, もう一方にも適用することとした。その際, 解釈のしやすさから内集団の印象評定の結果

を採用することとした。因子名について, 第１因子は「つめたい－あたたかい」「快い－不快な (逆

転項目)」などから「親しみやすさ」とした。第２因子は「活発な－不活発な (逆転項目)」「強い－

弱い (逆転項目)」から「力本性」とした。 

 
4 本研究では, 自由記述の回答は分析には使用していない。 
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信頼性分析 

内集団および外集団のそれぞれに対する集団同一視, 集団実体性知覚, 友好的行動意図, 攻撃的

行動意図,「親しみやすさ」に対し, クロンバックの α 係数を算出した (Table 3)。結果, 外集団と内

集団の両方に対する「力本性」および外集団実体性知覚以外の変数は α >.70と高い信頼性があるこ

とが確認された。一方で, 外集団実体性知覚は「α =.60」と高い信頼性は確認されなかった。 

また「力本性」については, 項目数が２項目のため, クロンバックの α 係数ではなく相関係数を算

出した。結果, 内集団の「力本性」の項目間相関は「r = .43」, 外集団の「力本性」は「r = .30」と

非常に弱い相関が確認された。したがって「力本性」因子の信頼性は十分に担保されていないと判

断したものの, 参考のため以降の相関分析および追加分析の結果のみ報告することにした。 

 

Table 3 
信頼係数 

Table 4  
各変数の平均値 (SD)  

Table 1  
内集団への印象評価得点の因子分析結果 

Table 2  
外集団への印象評価得点の因子分析結果 
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記述統計量 

各尺度の全体および条件毎の平均値と標準偏差は Table 4の通りであった。 

 

相関分析 

相関分析の結果は Table 5の通りである。攻撃的行動意図と外集団実体性知覚 ( (r = -.15) 及び内集

団同一視 (r = -.30) の間に有意な正の相関が認められなかったことから, 仮説１「内集団同一視と

外集団実体性知覚が高い程, 集団間代理報復が生起する」が支持されなかった。加えて, カメラの

オンオフと外集団実体性知覚 (r = .00) , 攻撃的行動意図 (r = -.19) の間にも有意な相関が確認され

なかった。また, 外集団実体性と, 「外集団力本性」及び「外集団親しみやすさ」の間に有意な正の

相関があり, また外集団同一視と「外集団親しみやすさ」の間に有意な正の相関が確認された。ま

た罰の公正性は他のどの変数とも有意な相関が見られなかった。 

 

対応なしの t 検定 

 外集団の視覚情報の影響を検討するため, 内集団同一視, 外集団実体性知覚, 「外集団親しみや

すさ」と攻撃的行動意図に対しそれぞれ条件 (外集団カメラの有無) による t 検定を行った。その

結果, いずれに対しても有意な主効果が認められなかった (内集団同一視：t (25) = 1.10, p =.280。

外集団実体性知覚：t (25) = - .02, p =.99。「外集団親しみやすさ」：t (25) = .02, p =.99。攻撃的行動意

図：t (25) =.97, p =.34。) (Figure 3)。この結果から仮説 2と仮説 3は支持されなかった。

 

Table 5 
外集団カメラ条件ごとの各変数間の相関分析 

! " # $ % & ' ( ) !* !! !" !# !$ !%
! + !"#
" + $%&' +!&
# + () ,+*) ,+*$
$ + *+ ,+#" +"! +!$
% + ,-./* ,+*) ,+"" ,+"% ,+*(
& + 012345 ,+*' ,+"* +*! +!' ,+*!
' + 01267*89 +** +*# +"& ,+!' +!% +"$
( + 012:;<=>? +** +*! +!* ,+!' +!( +$(- +%"--
) + 012@A* ,+#* ,+!) +"% ,+*" +"* +"# +&*-- +&&--
!* + B12345 ,+"" ,+!! +"* +"" +!' +'#-- +%*-- +#$ +$!-
!! + B1267*89 ,+!# ,+$'- ,+*$ ,+!" +!% +$#- +$"- +!* +") +&&--
!" + B12:;<=>? ,+"# ,+"% +#' +") +!# +%!-- +"# +#" +%&-- +&(-- +%#--
!# + B12@A* ,+"* ,+#)- ,+"" ,+"" +#% ,+*" ,+*) ,+*' +*$ +*' +$%- +"#
!$ + CDEFGHI ,+"' +*' ,+!( +!# ,+!( +%)-- +#' +$"- +#& +%*-- +$%- +"% ,+*)
!% + JKEFGHI ,+!) +!) ,+$*- +*( +!& ,+"( ,+!% ,+$#- ,+#* ,+!( ,+*" ,+$'- ,+*# +*%

-+.LMNOP.%/.QRSTH.0UV1W
--+.LMNOP.!/.QRSTH.0UV1W

XY-Z[\]O-^_P`a-bcdSefW
g!"#hijklmnjolpW$%&'hi'q\rosklpntuvklmW*+hiw*lpnx*lmW

**. 相関係数は 1%水準で有意 (両側)。   
*.  相関係数は 5%水準で有意 (両側)。 
表中のダミー変数の設定は以下のとおりである。 
カメラ: オン=1、オフ=0。デバイス: スマートフォン=0、パソコン=1。性別: 女性=0、男性=1。 
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重回帰分析 

攻撃的行動意図に対する, 内集団

同一視, 外集団実体性知覚, カメラ 

(オフ＝０, オン＝１) , 「外集団親し

みやすさ」の影響を検討するため, 重

回帰分析 (強制投入法) を行った。結

果, Table 6の通り, 内集団同一視お

よび外集団実体性知覚・カメラの有意

な影響が確認されなかった。したがっ

て, 重回帰分析の結果からも仮説１および仮説２は支持されなかった。 

 

追加分析 

外集団と内集団での各項目の差異の検討 ここで, 仮説 1-3 が支持されなかった背景について探

索的に検討するため, 集団同一視, 集団実体性知覚,「親しみやすさ」,「力本性」について, 外集団

と内集団間での比較を行った。Table 3の記述統計量から, 内集団よりも外集団に対してより肯定的

な評価をしていることが考えられたからである。t 検定を行った結果, 外集団同一視よりも内集団同

一視の方が, 有意に高かった (t (26) = -2.08, p <.05)。一方で, 実体性知覚 (図 7) ,「親しみやすさ」, 

「力本性」においては, 内集団よりも外集団の方が有意に高かった (実体性知覚：t (26) =5.20, 

p<.001；「親しみやすさ」：t (26) =2.24, p <.05；「力本性」：t (26) =5.83, p <.001)。この結果から, 参加

者は自身の所属するチームをより同一視している一方で, 対戦相手チームの方がまとまりのある, 

親しみやすい集団として捉えていたと考えられる。 

 

 

Table 6  
攻撃的行動意図の重回帰分析結果 
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外集団実体性知覚 

Figure 3 
カメラ条件間での外集団実体性知覚及び攻撃的行動意図 
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考 察 

本研究の目的は, 外集団視覚情報の集団間代理報復への影響について検証することであった。検

討にあたり, オンライン会議ツールを用いた実験を行った。まず相関分析と重回帰分析において, 

外集団実体性と内集団同一視のそれぞれが, 攻撃的行動意図と有意な関連を持つことが確認できな

かった。したがって, 仮説１「内集団同一視と外集団実体性知覚が高いほど, 集団間代理報復が生起

しやすい。」は支持されず, 本研究では Lickel et al. (2006) での代理報復で重要な内集団同一視と外

集団実体性知覚の影響が認められなかった。加えて, 対応なしの t 検定の結果より, 外集団カメラ要

因による攻撃的行動意図や外集団実体性知覚への影響も認められなかった。このことから, 仮説 2

「外集団視覚情報がある場合に比べて, 外集団視覚情報がない場合の方が代理報復は生起しやす

い。」および, 仮説 3「外集団の視覚情報がある場合よりも、外集団の視覚情報がない場合の方が、

代理報復が生起しやすい。この条件操作と代理報復の関連は、外集団実体性知覚によって媒介され

る。」はどちらも支持されなかった。以下では, 本研究で内集団同一視および外集団実体性知覚の代

理報復に対する有意な影響が見られなかった理由と外集団視覚情報の影響が確認できなかった理由

をそれぞれ考察する。 

 

集団間代理報復 

まず内集団同一視および外集団実体性知覚と攻撃的行動意図に相関が認められなかった理由につ

いて考察する。実験結果からの解釈として, 罰ゲームの危害攻撃としての不十分さ, 集団凝集性の

低さ, 外集団への肯定的評価の一般化の影響の 3つが考えられる。 

 まず, 罰ゲームが最初の危害攻撃として十分に機能しなかった点に言及する。統計分析の結果は

熊谷 (2013) と異なり, 罰ゲームの不当性と他の要因との間に関連が認められなかった。今後同様の

研究を実施する際, 罰ゲームをより重いもの (レポート提出や, 縄田・山口 (2011b) と同様の金銭

的な罰など) に設定し, 参加者チームの代表者をサクラにするなど改善が必要である。 

2つ目の解釈可能性として内集団の凝集性の低さがある。集団凝集性とは, その集団の「一員であ

ることに成員が感じる魅力の総体 (藤永, 2013：330)」である。本研究の結果, サクラチームの方が, 

参加者チームよりもまとまりがあり, 親しみやすい集団として参加者は認識していた。このような

点で, 参加者は自身の所属するチームに対してサクラチームよりも魅力を感じなかったと考えられ

る。それゆえに, サクラチームを自身の所属したい集団 (cf. 熱望集団: 仁平 (2008) ) として捉え, 

外集団への報復意図を持てなかったのかもしれない。今後は, 集団凝集性を高めるためにも直前に

集団内協力ゲームを実施し, 集団凝集性を一定以上高めた状況で実験を実施することも検討するこ

とが必要だろう。 

加えて, 一部の外集団成員に対する肯定的評価が外集団全体の評価に反映されたことが代理報復

の生起を阻害したのかもしれない。序論で述べた通り, 外集団実体性知覚の代理報復生起における

役割とは, 外集団成員の特徴の一般化 (縄田, 2013) である。言い換えれば, 内集団成員が外集団成

員から攻撃を受けた際, その外集団成員に対して抱いた敵意や怒りが外集団全体に適用される 

(Crawford et al., 2002)。これに対し, 本研究の結果は, このような代理報復のメカニズムとは対照的
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に, 外集団実体性知覚の高さと外集団への「親しみやすさ」の間に有意な相関があった。そのため, 

外集団成員への肯定的な評価が外集団実体性知覚によって外集団全体に一般化していたことが考え

られる。そしてこの結果外集団への攻撃的行動意図につながらなかった可能性がある。 

 

外集団視覚情報の影響力 

続いて, 外集団視覚情報の影響が見られなかったことについて考察する。ここでは視覚情報の優

位性の問題と相互作用の外集団実体性知覚への影響に言及する。 

 本研究で視覚情報の影響が見られなかったことの解釈可能性として, 印象評定における手がかり

の優位性の問題が考えられる。廣兼・吉田 (1984) や大坪・吉田 (1990) は, 他者評定において視覚

情報と聴覚情報のどちらが重要であるかは, パーソナリティや性別など様々な要因があるとしてい

る。また, 小川 (2006) の研究では, ビデオ条件と音声のみ条件間で会話への印象評定を行ったとこ

ろ, 有意差は認められていない。これらの研究から必ずしも視覚情報の有無の数が他者の印象に変

化を及ぼすとは限らないと言える。本研究は, 評価の対象が内外集団であったものの, これらの研

究知見が集団状況にも当てはまったのかもしれない。 

さらに外集団実体性知覚が高まる要因は, 外見的類似性の知覚だけではない。相互作用も含まれ

る (Lickel et al., 2000)。自由記述質問紙において, 成員同士の相互作用から外集団を評価している人

が見られた。このことから, 視覚的類似性よりもむしろ外集団成員間相互作用の方が集団実体性知

覚において重要な役割を果たしていた可能性がある。そのため, 視覚情報の有意な影響が見られな

かったとも考えられる。 

 

本研究の限界と今後の展望 

本研究の限界として, まず SD 法による印象評定の分析結果が挙げられる。本論文で参考情報と

して報告するために，内集団での因子構造を外集団にあてはめたが，もともとは内集団と外集団の

間で印象評定の因子構造が異なっていた。加えて, 「力本性」の因子内相関も小さく， 外集団実体

性知覚の項目群の α 係数も十分に高いとは言えない。本研究では外集団実体性知覚の影響について

焦点を当てていることを鑑みると, 外集団実体性知覚の信頼性向上のために, 尺度の再検討や項目

数の増加を行うことが望ましい。 

次に，本研究のサンプルの問題である。サンプルサイズが 27と小規模である点や、ある講義の一

部として調査を行った点からサンプルのパーソナリティの偏りが本研究の結果に影響を及ぼしてい

るかもしれない。それゆえ, 今後異なる大学や学部, 年齢の人を対象に同様の実験を行うことが必

要である。 

 さらに「集団間対立オンラインセッション」において最初の危害攻撃が参加者の目の前で起きて

いる点も考慮する必要があるだろう。本実験ツールでは, 危害攻撃である罰ゲームが参加者の目の

前で行われていた。しかし現実では外集団成員が内集団成員へ行った危害攻撃を自身 (代理報復を

行う人) が実際にその目で見ていたとは限らない。例えば, 冒頭で触れたパレスチナーイスラエル

紛争においても, 同胞が受けた被害を直接見ていた場合もあれば, むしろ何十年も前に祖先が受け
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たものであった場合もあるだろう。そのため, 「集団間対立セッション」で取り扱った代理報復は

代理報復の中でも被害者が攻撃を受けるのを間近で見た場合に限定されたものであり, かつ本研究

では代理報告と解釈できる分析結果は得られなかった点について留意する必要がある。 

一方で, 今後も IT 技術の発展と普及に伴い, 対面で空間を共有せずとも, ビデオ通話を通じて他

者や外集団と交流する機会は増えていくと考えられる。本研究の限界点は少なくないものの，集団

間対立の理解と解決策の発見のために, オンラインツールの利点を生かした実験デザインを構築し

たことにより, 本研究は集団間対立のための新しい研究展開の一助になったと考えられる。この展

開を進めるためにも，今後は上で述べた研究課題の解決を進める必要があるだろう。 
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国内アスリートにおける心理的安全性測定の妥当化に向けた 

予備的研究 

――丸山・藤 (2019) の心理的安全性尺度の適用可能性に着目して―― 

 

上田寛1・中島健一郎 1 
 

A preliminary study on the validity of psychological safety measurement among Japanese athletes: 
The applicability of the psychological safety scale developed by Maruyama and Fuji (2019) 

 

Hiroshi Ueda and Ken’ichiro Nakashima 

 

This preliminary study aimed to validate the measurement of psychological safety among 

athletes in Japan. Psychological safety is the shared belief among team members that taking 

risks in interpersonal relationships is safe, which may improve athletes’ mental health by 

encouraging behaviors such as speaking up and asking for help. Psychological safety is a 

relatively new concept in sports, so a quantitative evaluation of its antecedents and outcomes is 

needed. Edmondson’s (1999) scale, proposed by the leading proponent of the concept, is the 

primary instrument used to quantify psychological safety. However, there are concerns about 

the reliability and validity of this scale in sports. Therefore, this study investigated the 

applicability of the Japanese translation of Edmondson’s (1999) Psychological Safety Scale 

(Maruyama & Fuji, 2019) for Japanese athletes. Data were collected from a survey of university 

athletes (n = 161), and factor analysis identified a two-factor structure of psychological safety, 

which did not support the interpretation of a single-factor structure found in previous studies. 

In addition, item analysis of each item group did not confirm high criterion reliability. These 

findings highlight a need to consider the context specific to athletes and the widely used concept 

of psychological safety. The results also emphasize the need for flexible scale application and 

the requirement for more supporting evidence in the future. 

 

キーワード：Psychological Safety, Athlete, Scale Validity, Factor Analysis, Reliability 
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問 題 

 

アスリートにとって, メンタルヘルス問題は非アスリートと同様に一般的である。国際オリンピ

ック委員会 (IOC) による国際的なシステマティック・レビューでは, メンタルヘルス問題が, 競技

パフォーマンスの低下, 受傷リスク, 回復の妨げになり得ることが指摘されている (Reardon et al., 

2019)。加えて, 高いトレーニング負荷, 競技のプレッシャー, 制限の多い生活など, アスリート特有

のリスクも存在する (Schinke et al., 2018)。このリスクは, 競技性を追求するほど高まる傾向にあり, 

心身両面に共通するものであるにもかかわらず, メンタルヘルス問題は身体的なコンディションに

比べて注意が払われていないのが現状である (山本, 2019)。このような背景を踏まえ, アスリート

のメンタルヘルスについて, 症状およびその対応に関する心理教育, 認知行動療法, マインドフル

ネスなど, 個人に焦点化したアプローチを中心に介入研究が展開されている (Prior et al., 2022)。 

一方で, アスリートのメンタルヘルス維持増進においては, 個人の要因のみならず, 所属チーム

の組織風土や対人関係といった環境要因も重要である (小室他, 2008; Kristiansen & Roberts, 2010)。

特に, アスリートは, 精神的な問題を自分で解決できなければ十分な技量がないとみなされる風潮

があるために, 精神科や心療内科の受診を弱い心を認めることと同義であると捉える傾向がある 

(湯地・鈴木, 2021)。また, 病院の受診に限らず, 自覚しているメンタルヘルス問題を他者に開示し, 

助けを求めることを躊躇する傾向もある。そのため, アスリートの所属組織がメンタルヘルス問題

の受容に積極的であることが重要視されている (Rice et al., 2022)。このようなメンタルヘルス問題

の発生および維持要因を無視することで, 問題を過度にアスリート個人に帰属することに繋がり得

る点から, 所属組織やチームなどの環境要因を考慮した支援が求められている (Purcell et al., 2019)。

具体的には, 指導者のメンタルヘルスリテラシー向上を含めた組織全体へのアプローチの必要性が

強調されるなどしている (Warden et al., 2023)。このような背景から, 組織的な観点からアスリート

のメンタルヘルスを支える概念として, 近年, 心理的安全性が注目を集めている。 

 

アスリートにおける心理的安全性とメンタルヘルス 

 心理的安全性 (Psychological Safety) とは, 「チームの中で対人関係のリスクをとっても大丈夫だ」, 

というチームメンバーに共有される信念として定義される (Edmondson, 1999)。産業組織分野を中心

に発展してきた概念であり, 素直に発言する, フィードバックを求める, 思い切って実験的な試み

をするなどのリスクが伴う行動を, チームメンバーが安心して実行可能な環境を指す (Newman et 

al., 2017)。例えば, 心理的安全性が高い医療現場では, メンバー間での援助要請行動や, ミスを報告

することへの安心感が高まり, 組織や集団, グループレベルでの学習が促進される (Edmondson & 

Lei, 2014; Newman et al., 2017)。加えて, 産業組織分野の報告では, 対人リスクとなるような従業員

の個人的背景とメンタルヘルスとの関連, および組織に対するコミットメントの間接効果について, 

従業員における心理的安全性の知覚がその効果を調整する可能性が示唆されている (Ulusoy et al., 

2016)。このように, 心理的安全性は組織から個人まで幅広く作用する概念であり, メンタルヘルス

の維持増進とも関連すると考えられる。 
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 また, 心理的安全性の適用分野は多岐にわたり, 近年はアスリートにおいてもその重要性が強調

されている (Fransen et al., 2020)。スポーツ分野における心理的安全性の先行研究では, 近年のメン

タルヘルスに対する研究関心の高まりに伴い, 主にメンタルヘルスとの関連に焦点を当てた検討が

進められている (Walton et al., 2023)。例えば, 「感情的・身体的疲労, 達成感の低下, スポーツに対

する価値づけの低下からなる認知・情動症候群」であるバーンアウトは (Gstafsson et al., 2017, p 109), 

横断研究において心理的安全性との負の関連が認められている (e.g., Fransen et al., 2020)。さらに, 

中高生のアスリートを対象とした縦断研究においても, 心理的安全性の変化がバーンアウトに影響

する可能性が示されている (Kinoshita & Sato, 2023)。このように, アスリートにおける心理的安全性

の重要性が認識されつつある一方で, その先行要因や結果の評価など, 理論的発展に寄与する定量

的な研究が不十分であることが指摘されている (Vella et al., 2022)。したがって, スポーツの現場に

おける科学的知見に基づく心理的安全性の提供, そしてアスリートのメンタルヘルスの維持増進に

向けて, 介入プログラム開発の前提となる基礎研究が必要だと考えられる。 

 

アスリートにおける心理的安全性の測定 

 先に述べたように, 心理的安全性の観点からアスリートのメンタルヘルスを高めるアプローチを

検討する上では, 未だ基礎的知見の不足が指摘されている。具体的な課題の 1 つに, アスリートに

おける心理的安全性を測定するための尺度が確立されていないことが挙げられる。 

 現在, 心理的安全性の測定に最も幅広く用いられているのは, Edmondson (1999) の 7 項目の尺度

である。この尺度は, チームの心理的安全性を測定する一般的な尺度であり, 複数の国で翻訳版が

作成・使用され, 尺度の信頼性および妥当性が確認されている (e.g., Bülbül et al., 2022)。また, 産業

組織分野に限らない多様なサンプルへの適用可能性も示されている (Newman et al., 2017)。例えば, 

ドイツで行われた医療・ヘルスケア領域の研究では, チーム医療におけるスタッフの心理的安全性

を測定する目的で, Edmondson (1999) の翻訳版尺度が用いられている (Schmidt et al., 2021)。さらに, 

国内の先行研究も, その多くが心理的安全性の測定に Edmondson (1999) の和訳を使用している 

(e.g., 丸山・藤, 2022; 田原・小川, 2022)。幅広い分野の研究に適用され得る点も海外と同様であり, 

中学生が授業内の集団に対して感じる心理的安全性を測定する目的で, Edmondson (1999) に基づく

測定が行われるなどしている (亀山他, 2021)。そして, スポーツ分野の心理的安全性測定において

も, 国内外の多くの先行研究で Edmondson (1999) の尺度が使用されている (e.g., Fransen et al., 2020; 

Gosai et al., 2023, Kinoshita & Sato, 2023)。 

 一方で, Edmondson (1999) をアスリートの心理的安全性測定へと適用することについて, 信頼性

と妥当性に問題があるとの指摘もある。例えば, Fransen et al. (2020) は, この 7 項目について項目分

析および探索的因子分析を用いた詳細な検討を行っている。項目分析においては, クロンバックの

α 係数が, 信頼性の一般的な基準である 0.70 をかろうじて満たしているに過ぎない点を指摘した。

スポーツ分野における調査研究は, 質問紙に肯定的表現と否定的表現が混在している場合, 肯定的

表現のみを用いた質問紙と比較して信頼性が損なわれる可能性が指摘されている (Eys et al., 2007)。

Edmondson (1999) の 7 項目は, 4 項目の肯定的項目と 3 項目の否定的表現が混在しており, その点が
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信頼性の低下に繋がっている可能性が考えられる。また, 探索的因子分析においては単一因子構造

が採用され, 一定の適合度基準が示された (CFI = .91; RMSEA = .08; SRMR = .04)。しかし, 特定の

項目について因子負荷量および項目間相関が低かったため, 当該項目を削除し, 残った 6 項目を用

いて再度探索的因子分析を行った結果, 単一因子構造の適合度や因子負荷量が基準を満たした 

(CFI = .93; RMSEA = .08; SRMR = .04)。したがって, Fransen et al. (2020) は, 6 項目を用いて尺度得点

を算出し, 以降の分析に使用した。このように, Edmondson (1999) の尺度については, アスリートへ

の適用に関する統計的妥当性が担保されておらず, 尺度のさらなる検討の必要性が指摘されている 

(Rice et al., 2022)。また, 国内アスリートに対するこの尺度の適用可能性について, 構造的側面の妥

当性から丁寧に精査した先行研究は, 筆者の知る限り見当たらない。したがって, 国内アスリート

における心理的安全性測定の妥当化に向けては, その第一歩として Edmondson (1999) 翻訳版尺度

の適用可能性を検討することが必要であると考えられる。 

 

本研究の目的 

 ここまで述べてきたように, スポーツ分野における心理的安全性は, アスリートのメンタルヘル

スに対して組織的な観点からアプローチするための概念として重要性が認識されつつある。しかし, 

尺度の信頼性および妥当性の不足が指摘されており, 先行要因や結果を検討するための前提として, 

定量的研究における心理的安全性の評価方法に検討の余地が残されている (Rice et al., 2022; Vella et 

al., 2022)。そこで, 本研究では, Edmondson (1999) を使用した国内アスリートの心理的安全性測定に

ついて, その信頼性と妥当性を検討することを目的とする。具体的には, Edmondson (1999) の翻訳

版尺度を用いたアスリートへの調査を実施し, 信頼性および構造的側面の妥当性を検討する。 

 翻訳版尺度の検討にあたっては, Psychological Safety Scale 日本語版 (丸山・藤, 2019) を一部修正

し, 使用する。この尺度は, 従業員の職場に対する心理的安全性を測定する尺度として開発されて

おり, 筆者の知る限り, Edmondson (1999) を基に開発された日本語版尺度の中で, 妥当性と信頼性

を最も丁寧に検討している尺度である。本尺度の翻訳作業は稲田 (2015) に倣って実施され, 2 名の

専門家による独立した順翻訳とその統合, 専門業者による逆翻訳, そして原著者による文言の同一

性の確認がなされている (丸山・藤, 2022)。また, 確認的因子分析による構造的側面の妥当性検証, 

および項目分析による信頼性検証が行われ, 結果について原著者の承諾が得られている (丸山・藤, 

2022)。国内のほとんどの先行研究では, 独自の解釈で Edmondson (1999) が翻訳され, 必要に応じて

項目が抽出されるなどしている。加えて, 心理的安全性の測定において複数尺度が使用され続ける

ことが, 分野全体の発展を妨げる可能性が指摘されている (Newman et al., 2017)。したがって, 国内

における今後の心理的安全性の測定は, Psychological Safety Scale 日本語版 (丸山・藤, 2019) の適用

を基準に行うことが望ましいと考えられる。しかし, この尺度の信頼性や妥当性は, あくまで産業

組織分野の研究において確認されたものであり, アスリートへの適用可能性は未検討である。 

 したがって, 本研究により, 国内アスリートにおける心理的安全性を適切に評価するための基礎

的な知見を提供することで, スポーツ分野の心理的安全性研究における堅実な展開が可能になると

考える。加えて, Psychological Safety Scale 日本語版 (丸山・藤, 2019) が Edmondson (1999) と同様に
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他分野の研究にも応用可能である点を示すことができれば, 心理的安全性研究の分野横断的な発展

の一助にもなると考える。 

 

方 法 

 

本研究では, 上田他 (2023) で用いたデータを二次利用して分析を行う2。 

また, 本調査は, 関西学院大学の「人を対象とする行動学系研究倫理審査部会」による審査を受け, 

内容について承認を得たものである (承認番号: 2021-51)。 

 

対象者 

 本調査は, 縁故法を用いて協力を得た 200 名の大学運動部に所属するアスリートを対象に実施さ

れた。そのうち, 途中で回答を中断した者や, 記入漏れがあった者などを除く 161 名が分析対象と

なった。対象者の詳細は, 上田他 (2023) を参照されたい。 

 

調査手続き 

 アンケート作成・分析ツールである Qualtricsを用いて回答フォームを作成した。対象チームの代

表者から同意を得た運動部に対して, 質問紙にアクセスするための URL をメールなどで送信し, 

回答を求めた。回答フォームの冒頭ページに, 本研究の趣旨, 個人情報の守秘, 研究協力が自由意志

に基づくものであることについて記載した。また, 本調査では, 質問項目への回答を以て研究への

同意が得られたものとした。 

 

使用尺度 

Psychological Safety Scale 日本語版 (丸山・藤, 2019)  「このチームでは, あなたがミスを犯して

しまうと, 多くの場合責められることになる。」など, 所属組織に感じている対人関係のリスクに関

する 7 項目から構成されている。 

参加者は, この 7 項目に 7件法で回答した。教示文は, 「あなたがご自身の所属する部活動・チー

ムについてどのように感じているか, お伺いします。以下の項目について, 「非常にあてはまる」か

ら「全くあてはまらない」まで, 近い数字をそれぞれ１つずつ選んでください。 (ここでの部活動や

チームとは, あなたがメンバーの一員として所属し, 普段から接している部活動内での集団 (●チー

ムなど) を指します。)」であった。 

 
2 丸山・藤 (2019) を基にした尺度を使用した関連論文を投稿した際, 匿名の査読者から, スポーツ

の文脈に沿うように項目表現を一部修正していること, 確認的因子分析において構造的側面の妥当

性が支持されていない点を踏まえ, 探索的因子分析などの予備的分析を実施するべきという助言を

受けた。この助言を踏まえ, 新たにデータを収集せずとも, 既存のデータを再分析することでその

内容に即した研究展開が実現できると考え, 本論文を執筆した。 
また, 上記の助言を受けたのは, 上田他 (2023) の論文発表および上田・中島 (2024b) による報告

の後であったため, これらに本研究の内容を組み込むことが不可能であった。 
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また本調査では, 尺度の教示文を一部変更して使用した。これは, 産業組織の文脈で開発された

本尺度について, 大学生アスリートを対象とする本調査に適用可能な文言への変更が必要であった

ためである。具体的には, 「職場」を「部活動・チーム」に変更し, 括弧書きで補足を追加している。

本研究では, この変更による尺度の信頼性と妥当性への影響も含めて検討することとする。 

 

分析計画 

 分析では, Psychological Safety Scale 日本語版 (丸山・藤, 2019) について, 要約統計量の算出, 確

認的因子分析, 探索的因子分析, 項目分析を実施し, 尺度の妥当性および信頼性について検討する。

全ての分析において, Rの version4.3.1を使用する。 

要約統計量の算出  Psychological Safety Scale 日本語版の各項目について, 平均, 標準偏差, 項目

同士の相関を算出する。 

確認的因子分析 丸山・藤 (2022) によって同定された双因子モデルに基づく確認的因子分析を

実施する。双因子モデルでは, 7 項目全てにパスを想定する心理的安全性概念に相当する潜在変数に

加えて, 肯定的表現項目 (例：このチームの中では, 思い切ったことをしても大丈夫だ) のみにパス

を想定する潜在変数と, 否定的表現項目 (例：このチームの他のメンバーに助けを求めることは難

しい) のみにパスを想定する潜在変数が配置される。丸山・藤 (2022) は, この双因子モデルが採用

されたことを根拠に, 項目表現の違いはあるものの, 本尺度が単一因子構造の概念として解釈可能

であると判断した。そこで, 本研究では, アスリートのサンプルにおける双因子モデルの構造的側

面の妥当性を確認するため, 確認的因子分析を行う。確認的因子分析において適合度基準が満たさ

れた場合, 項目全体, および因子ごとの項目群について項目分析を行い, 信頼性を確認する。なお, 

双因子モデルの適合度基準が満たされなかった場合には, 以下の流れで探索的因子分析を実施する。 

探索的因子分析  まず, MAP (Minimum Average Partial) テスト, 平行分析, 対角 SMC平行分析を

実施し, 因子数の候補を決定する。次いで, その因子数を仮定した探索的因子分析を実施する。探索

的因子分析では, 因子負荷量の大きさ, 多重負荷の有無といった観点から項目の選定を行いつつ, 

項目群から解釈可能な因子構造が決定できるかどうかを判断する。本研究では, 因子負荷量が .40

以下である項目, および多重負荷が認められる項目は削除することとした。項目削除後, 再度探索

的因子分析を行い, 上記の方法で因子構造を判断する。 

解釈可能な因子構造が同定され, かつそれが単一因子構造でない場合, 双因子モデルおよび高次

因子モデルによる解釈可能性についても改めて検討する。本尺度における単一因子構造での解釈に

ついて原著者の確認が得られている点を踏まえると (丸山・藤, 2022), 本研究の結果として得られた

因子構造についても, 可能な限り単一因子構造としての解釈を検討する必要がある。したがって, 

探索的因子分析から得られた結果について, 前述の双因子モデル, および高次 (二次) 因子モデル

を仮定した確認的因子分析を実施する。高次因子モデルは, 探索的因子分析で各因子にパスを想定

する心理的安全性概念に相当する潜在変数を配置することで, 単一因子構造の概念として解釈する

モデルである。各モデルの確認的因子分析における適合度基準を確認した上で, 項目全体, および

因子ごとの項目群について項目分析を実施し, 信頼性を確認することとする。 
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結 果 

 

要約統計量の算出 

 各項目について, 平均, 標準偏差の算出を行った。その結果を Table 1に示す。 

また, 各項目間の関連について検討するため, 各項目の得点について相関係数を算出した。その

結果を Table 2に示す。 

 

Table 1. Psychological Safety Scale 日本語版の項目内容, 各項目の平均および標準偏差 

項目 Mean SD 

1 
このチームでは, あなたがミスを犯してしまうと, 多くの場合責められること

になる。 
4.96 1.78 

2 
このチームのメンバーは, 問題が起きていたり, 困難な事案が生じていたりし

ても, それを提起することができる。 
5.02 1.39 

3 
このチームの人々は時々, 他の人々に対して, 「自分たちとは違う」として受

け入れないことがある。 
4.77 1.77 

4 このチームの中では, 思いきったことをしても大丈夫だ。 4.70 1.74 

5 このチームの他のメンバーに助けを求めることは難しい。 5.72 1.44 

6 このチームの誰も, わざと私の努力を踏みにじるようなことはしないだろう。 5.76 1.69 

7 
このチームのメンバーと働いているとき，ほかの人には真似できない私のスキ

ルや能力は評価され, 役立てられている。 
4.62 1.61 

 

 

   Table 2. 各項目間の相関係数 

項目番号 1 2 3 4 5 6 

2 .05      

3 .37** .19*     

4 .26** .30** .26**    

5 .36** .20* .48** .36**   

6 .09 .13 .10 .29** .20*  

7 .19* .34** .12 .49** .28** .24** 

* p < .05, ** p < .01     
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丸山・藤 (2022) に基づく確認的因子分析 

 丸山・藤 (2022) で採択された双因子モデルに基づく確認的因子分析を行った結果, 本研究のサン

プルでは不適解となった。したがって, 探索的因子分析を行い, 解釈可能な因子構造を検討した。 

 

探索的因子分析 

 MAPテストでは因子数「1」が, 平行分析 (主因子法) では因子数「2」が, 対角 SMC平行分析 (主

因子法) では因子数「2」が提案された。本研究では, 丸山・藤 (2022) に倣い, 因子数「2」を想定

した探索的因子分析 (最尤法) を実施した。次いで, 事前に設定した因子負荷量の基準に基づき, 「6. 

このチームの誰も, わざと私の努力を踏みにじるようなことはしないだろう。(.35)」を削除した。他

の項目は, 因子負荷量の基準を満たし, 多重負荷も認められなかった。したがって, 残りの 6 項目で, 

再度因子数「2」を想定した探索的因子分析を実施したところ, 全ての項目の因子負荷量が設定した

基準を満たし, 多重負荷項目も認められなかった。その因子負荷量, および因子間相関を Table 3に

示す。本研究では, 丸山・藤 (2022) に倣い, 項目 1, 項目 3, 項目 5を「否定的表現」因子, 項目 2, 

項目 4, 項目 7を「肯定的表現」因子とした。 

 

 

Table 3. 探索的因子分析および項目分析の結果 

    F1 F2 

〈否定的表現〉 α = .66   

3 
このチームの人々は時々, 他の人々に対して, 「自分たちとは違う」と

して受け入れないことがある。 
.81  

5 このチームの他のメンバーに助けを求めることは難しい。 .61  

1 
このチームでは, あなたがミスを犯してしまうと, 多くの場合責められ

ることになる。 
.50  

〈肯定的表現〉 α = .65   

7 
このチームのメンバーと働いているとき，ほかの人には真似できない私

のスキルや能力は評価され, 役立てられている。 
 .86 

4 このチームの中では, 思いきったことをしても大丈夫だ。  .59 

2 
このチームのメンバーは, 問題が起きていたり, 困難な事案が生じてい

たりしても, それを提起することができる。 
  .42 

  因子間相関 F1 - F2 .53   
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単一因子構造での解釈可能性に関する確認的因子分析 

 探索的因子分析で得られた 2 因子について, 単一因子構造としての解釈可能性を検討するため, 

双因子モデルおよび高次因子モデルを想定した確認的因子分析を実施した。結果, 双因子モデル, 

高次因子モデルともに不適解であった。したがって, 本研究では, 先の探索的因子分析で得られた 2

因子構造を最終的な因子構造として採用した。 

 

項目分析 

上記の 2因子の各項目群について, クロンバックの α係数を算出した。その結果, 「否定的表現」

因子は α = .66, 「肯定的表現」因子は α = .65であり, いずれも信頼性が担保される一般的な基準で

ある .70を満たさなかった (Table 3参照)。 

 

考 察 

 

本研究の目的は, 日本国内のアスリートにおける心理的安全性の測定について, Psychological 

Safety Scale 日本語版 (丸山・藤, 2019) の適用可能性を検討することであった。丸山・藤 (2022) に

基づく確認的因子分析の結果, 双因子モデルを想定した単一因子構造としての解釈は支持されなか

った。そのため, 探索的因子分析を実施した結果, 因子負荷量が基準以下であった 1 項目の削除を

経て, 「否定的表現」因子と「肯定的表現」因子からなる 2因子構造が採用された。また, 各因子に

おける項目分析では, いずれの項目群も信頼性が担保される一般的な基準を満たさなかった。 

 

尺度の構造的側面の妥当性および信頼性について 

 本研究のサンプルにおいては, 丸山・藤 (2022) の双因子モデルが採用されず, Edmondson (1999) 

で推奨されている単一因子構造での解釈は困難であった。この結果は, Edmondson (1999) の 7 項目

をスポーツチームに適用する上での課題を示した先行研究を支持している (e.g., Fransen et al., 2020)。

しかしながら, Edmondson (1999) の尺度および Psychological Safety Scale 日本語版は現状の心理的

安全性測定における有力な選択肢であり, アスリートに対する適用可能性を否定することには慎重

になる必要がある。Newman et al. (2017) によるシステマティック・レビューでは, 心理的安全性の

測定において複数の尺度が使われ続けることが, 分野の発展を妨げる可能性があることに加えて, 

Edmondson (1999) の尺度が多様なレベル (個人・グループ・組織) や分野のサンプルに適用可能で

ある証拠が得られている点を踏まえ, 特定の文脈に依存した尺度よりも同尺度を優先して使用する

ことが推奨されている。また, アスリートにおける心理的安全性測定について, Edmondson (1999) の

尺度の信頼性および妥当性を検討した Fransen et al. (2020) では, 特定の項目を削除した 6 項目で尺

度得点の算出が行われた。本研究における探索的因子分析の過程で削除した項目 (6. このチームの

誰も, わざと私の努力を踏みにじるようなことはしないだろう。) と, Fransen et al. (2020) において

削除された項目の内容は同様であり, 採用された因子構造は異なるものの, 当該項目の使用に懸念

があることについては一貫した示唆が得られている。さらに, 本研究で得られた「肯定的表現」と
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「否定的表現」の 2 因子構造, および単一因子としての解釈の困難さは, スポーツ分野の調査研究

における項目表現の問題が反映されたものと考えられ (Eys et al., 2007), 改良の余地がある。具体的

には, 肯定的表現と否定的表現を混在させた質問紙は, 考えなく全ての項目に同様の回答をする, 

いわゆるストレート回答を検出しやすい点で優れている一方で, 回答者の混乱や誤った項目解釈を

導くリスクが指摘されている (Eys et al., 2009)。Eys et al. (2009) は, この問題の解決策として, 項目

表現を肯定的表現のみに統一した上で, ストレート回答などを検出するためのダミー項目として, 

否定的表現項目を追加することを提案している。これらの知見を踏まえると, 本研究で採用された

Psychological Safety Scale 日本語版の 6 項目に関する別サンプルのアスリートを対象とした追試や, 

尺度の改良に向けた項目内容の検討は実施に値すると考えられる。 

その一方で, Psychological Safety Scale 日本語版はあくまで産業組織分野の研究で開発された尺度

であり, アスリートにおける心理的安全性概念を適切に捉えきれていない可能性がある。スポーツ

の文脈においては, スポーツチームやアスリートにおける心理的安全性の認識や在り方が他分野と

は異なる可能性が指摘されている。例えば, アスリートにおける心理的安全性を概観するシステマ

ティック・レビューでは, Edmondson (1999) による心理的安全性の定義が, スポーツチームに適用

される過程で研究者間に解釈の違いが生じ, そのことが測定の不安定さに繋がっていることが指摘

されている (Vella et al., 2022)。また, スポーツチームにおける心理的安全性は, メンタルヘルスの

環境的保護因子として作用している側面が強いにもかかわらず, Edmondson (1999) の尺度にはその

文脈に対する直接的な言及がない点も課題として挙げられている (Rice et al., 2022)。 

この点を踏まえ, Rice et al. (2022) はアスリートに特化した心理的安全性尺度の必要性を主張し, 

Sport Psychological Safety Inventory (SPSI) を開発した。SPSI は, 「精神的に健康な環境 (Mentally 

Healthy Environment)」, 「メンタルヘルスリテラシー (Mental Health Literacy)」, 「低い自己スティ

グマ (Low Self-Stigma)」の 3 因子 11 項目からなる尺度である。構造的側面の妥当性が確認されて

いることに加え, 双因子モデルおよび高次因子モデルを想定した単一因子構造としての解釈可能性

が示されている (Rice et al., 2022)。また, SPSI の翻訳版である日本語版 Sport Psychological Safety 

Inventory (SPSI-J; 小塩, 翻訳中) の適用に向けた検討も行われている。具体的には, 国内アスリート

の心理的安全性とリーダーシップ, およびメンタルヘルスとの関連の検討において, SPSI-J の尺度

項目が用いられている (上田・中島, 2024a3)。しかし, 上田・中島 (2024b) は, Rice et al. (2022) で支

持された双因子モデルおよび高次因子モデルを想定した因子構造について, 国内アスリートを対象

とした調査では一部の因子負荷量の解釈が困難であったことを報告している。このことから, SPSI

および SPSI-J はアスリートに特有の心理的安全性を測定する尺度として使用に値するものの, 

Psychological Safety Scale 日本語版と同様に, 追試を含むより詳細な検討が必要であると考えられる。 

ここまでの内容を踏まえると, 国内アスリートの心理的安全性測定の妥当化に向けては, 一般的

な心理的安全性の文脈と, スポーツ分野に特有の心理的安全性概念の捉え方との共通点および相違

 
3 SPSI-Jの著者である小塩靖崇先生 (国立研究開発法人国立精神・神経医療センター) との個人的
なやり取りにより, 翻訳中の尺度項目を入手し, 使用した。 
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点を丁寧に検証し, 測定に反映していく必要があると考えられる。そのために, 国内アスリートの

心理的安全性測定について, 当面は Psychological Safety Scale 日本語版と SPSI-J を併用し, 信頼性

および妥当性に関する知見を重ねつつ, 最新の知見を踏まえたデータ収集や解析を行っていくこと

が望ましいと考える。 

 

本研究の実践的示唆 

 本研究は予備的な研究であり, 得られた結果および考察はあくまで暫定的なものである。しかし

ながら, アスリートにおける心理的安全性測定について国内での基礎的な知見を提供することで, 

科学的根拠に基づく心理的安全性の介入研究への展開の一助となる点に, 実践的示唆があると考え

られる。チームレベルの心理的安全性を提唱した Edmondsonによる最新のレビュー論文では, 心理

的安全性の研究の展望として, 介入研究の重要性が指摘されている (Edmondson & Bransby, 2023)。

しかし現状, 心理的安全性の向上を目的とした介入研究の数は限られており (e.g., Dusenberry & 

Robinson, 2020), 産業組織分野と同様に研究動向の中心に位置づけられてきた医療・ヘルスケア分野

においても, 知見の不足が指摘されている (O’Donovan & McAuliffe, 2020)。問題部分でも述べたよ

うに, アスリートのメンタルヘルス維持増進にとっては, 組織などの環境要因を含む包括的な支援

が重要である (Purcell et al., 2019)。しかし, 筆者の知る限り, 科学的根拠に基づくメンタルヘルスの

ための介入プログラムの中に, スポーツ集団に特化したデザインは現状見当たらない (Breslin et al., 

2017)。これを踏まえると, 心理的安全性のための介入研究に対する需要はスポーツ分野においても

例外ではないと考えられる。さらに, スポーツ分野における心理的安全性は, 比較的新しい概念と

されている (Fransen et al., 2020)。そのため, 先行要因および結果の定量的な評価, そしてその前提

となる測定尺度の妥当化といった基礎的知見の提供が求められている (Vella et al., 2022)。本研究の

結果は, このような科学的知見に基づく研究展開に際して, 先行研究を踏まえた測定尺度の信頼性

および妥当性の検討を行うことで, 国内アスリートにおける心理的安全性測定の妥当化に関して一

つの方向性を示唆したといえる。加えて, 先行研究との比較から, 分野や環境, 所属する組織の文脈

によって心理的安全性の在り方や解釈が異なる可能性を示したことで, 柔軟な概念適用の必要性を

改めて強調した。これらの示唆により, 心理的安全性概念および他の変数との関連性の評価がより

頑健かつ示唆に富んだものになり, 包括的な介入研究の将来的な実施に繋がることが期待される。 

 

本研究の限界点と今後の展望 

 本研究の大きな課題として, 対象アスリートの競技種目や所属組織に偏りがあるために, データ

の階層性を考慮した検討ができなかったことが挙げられる。Edmondson (1999) は, 心理的安全性を

チームレベルの概念として定義しており, メンバーそれぞれが心理的な安心感を知覚しているだけ

でなく, むしろそれがチーム内で共有される信念である点に重きを置いている (山口, 2024)。実際

に, 心理的安全性のレビュー論文は, その多くが心理的安全性の効果を個人レベルと集団レベルに

分けて論じている (e.g., Newman et al., 2017)。一方で, 現在行われている実証研究の多くはデータの

階層性が考慮されておらず, チーム内の観察困難なダイナミックスを捉え切れていないのが現状で
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ある (山口, 2024)。スポーツ分野の先行研究も同様の課題を抱えており, アスリートにおける心理

的安全性の知覚がチーム全体でどの程度共有されているかについては, マルチレベル分析を用いた

検討を行うことが推奨されている (Vella et al., 2022)。それに準ずる手法は一部の研究で既に実施さ

れており, Fransen et al. (2020) は, 単一因子構造を想定した確認的因子分析を行う上での前提として, 

観測変数の級内相関係数を算出し, マルチレベルでの検討が必要か否かについて判断を行っている。

これらの知見を踏まえ, 今後の研究においては, 複数のスポーツチームにおける集団単位のデータ

を収集し, 集団内および集団間の傾向の差について予備的分析を行った上で, マルチレベル分析を

用いた検討を行う。これにより, 先に述べた心理的安全性の文脈依存的な性質を精緻化するととも

に, 概念の一般化可能性についても検証することが必要だと考える。 
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シャイネスと孤独感の関連に対する自己開示の媒介効果 

―自己開示の内容的側面に着目した探索的検討― 
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In recent years, it has been pointed out that people's loneliness has been increasing as 

interpersonal relationships have become less personal due to the increasing digitization of society 

(Turkle, 2016). High loneliness is a serious problem, as it has been shown to have a mortality 

risk equivalent to smoking 15 cigarettes a day (Holt-Lunstad et al., 2010) and may lead to anti-

social behaviors such as crime (Martens et al., 2005). Although it has been repeatedly shown 

that shyness is one of the factors that influence loneliness and that shyness and loneliness are 

related (e.g., Zhao et al., 2013), the mechanism is unclear. In the present study, we hypothesized 

that (1) people with high shyness have higher loneliness than those without shyness, and (2) 

shyness, mediated by less self-disclosure to others, influences higher loneliness. The 

questionnaire survey was conducted based on these two hypotheses. The results of the correlation 

analysis showed that the correlation between shyness and loneliness was significant, thus 

hypotheses (1) was supported. Mediation analysis revealed that self-disclosure partially mediated 

the association between shyness and loneliness, thus hypothesis (2) was partially supported. In 

addition, the results of the structural equation modeling suggested that among the subaspects of 

self-disclosure, disclosure of “goals and purpose in life” was associated with lower loneliness. 
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問 題 

近年，デジタル化が進む社会において対人関係が希薄化し，孤独感の問題が深刻化しているとい

うことが指摘されている(Turkle, 2016)。孤独感とは，「対人関係についての達成水準と願望水準の不

一致から生じるネガティヴな感情」と定義され(Peplau & Perlman, 1979)，孤独感の高さは，1 日に煙

草を 15 本吸うのと同程度，健康に悪影響があること(Holt-Lunstad et al., 2010)，抑うつや不安障害の

発症リスクを高めること (Cacioppo et al., 2006)，犯罪などの反社会的行動に繋がる可能性が高いこ

と(Martens et al., 2005)が示されている。さらに，本邦では 2024 年に孤独・孤立対策推進法が施行さ

れ，孤独・孤立対策への取り組みが行われている(内閣府, 2024)。以上のことから，孤独感の深刻

化は現代社会において取り組むべき課題の一つであり，孤独感に関する研究の蓄積が求められてい

るといえる。 

孤独感の高さに影響する要因の一つとして，シャイネスがある(Li et al., 2021)。シャイネスとは，

「他者から評価されたり，あるいは評価されることを予測することによって生じる対人不安と対人

行動の抑制によって特徴づけられる感情―行動症候群」と定義される(Leary, 1986)。シャイネスが高

い人は，対人場面での自己主張に乏しいため，「学校」「恋愛」「就職」「結婚」など様々な場面にお

いて不利な立場に立たされやすいこと(Zimbardo, 1977; Caspi et al., 1988)や，相互協調的自己観が優

勢な文化圏において，人々のシャイネスの程度が高い傾向があること(稲垣ほか, 2020)などが報告

されている。さらに，シャイネスの高さと孤独感の高さの間に負の関連があることが繰り返し指摘

されている(Li et al., 2021; Zhao et al, 2013; Ashe & McCutcheon, 2001;石田, 1998)。しかしながら，シ

ャイネスが高い人はなぜ孤独感が高い傾向があるのかというメカニズムに関しては十分に検討され

ていない。科学的根拠に基づく実践(EBP)の観点から，シャイネスが高い人の孤独感を低減するよう

な介入を行うためには，シャイネスが孤独感に影響するメカニズムや，その過程に関わる要因につ

いて明らかにする必要がある。 

本研究では，シャイネスと孤独感の関係を媒介する要因として自己開示を取り上げる。自己開示

とは，「他者が知覚しうるように自分自身をあらわにする行為」と定義され(Jourard, 1971)，自分にと

って重要な他者に対して適切に自己開示できることは，健康なパーソナリティに必須の条件である

とされる(Jourard & Lasakow, 1958)。自己開示とシャイネスの関係について,松島・塩見(2000)は，シ

ャイネスの高さと，親しい相手に対する自己開示の量に負の相関があること，つまり，シャイネス

が高い人ほど親しい相手に自己開示をすることが少ないことを見出している。また，Brunet & 

Schmidt (2007)は，事前に質問紙で測定したシャイネスが高い人ほど，実験条件における会話の中で

の自己開示が少ないことを報告している。一方で，自己開示がシャイネスに影響を及ぼすことを示

した研究は見当たらない。このことから，シャイネスが自己開示に影響しているという関連が想定

される。自己開示と孤独感の関係について，榎本(1997)は，質問紙調査によって，自己開示の量と孤

独感の間に負の相関があること，つまり，自己開示を多くする人ほど，孤独感が低い傾向があるこ

とを見出している。さらに，Davis & Franzoi(1986)は，縦断調査によって自己開示が孤独感に影響す

る可能性を示唆している。これらの研究より，自己開示がシャイネスと孤独感の関連を媒介してお

り，さらにシャイネスが自己開示を介して，孤独感に影響しているという媒介過程が予測される。 



 - 34 - 

自己開示に関する研究においては，その内容的側面に着目した検討が行われている。松原・齊藤

(2007)は，自己開示質問紙(ESDQ-45)(榎本，1997)を用いて，「友人・恋愛」，「趣味・関心ごと」，「身

体」，「家族」の 4 つの因子を算出し，いずれの側面についても，友人に対する開示量が親に対する

開示量よりも多いことを示している。また，井上・相模(2005)は同様に，自己開示質問紙(ESDQ-45)(榎

本，1997)を用いて，「実存的自己」，「私的人間関係」，「目標・生きがい」，「性的関心」，「芸能・ニュ

ース」，「自分の能力」の 6 つの因子を算出して，「ストレスに対する抵抗資源としての性格特性」

(Kobasa, 1979)を示すハーディネス特性との関連を検討し，その結果，「私的人間関係」と「目標・生

きがい」について多く開示する者ほど，ハーディネス特性が高いという関連を示している。シャイ

ネスと自己開示，孤独感の関連を考えるうえでも，どのような内容の開示がシャイネスと孤独感の

関連に影響しているのかということ，つまり，シャイネスが高い人にとってどのような内容を開示

することが，孤独感の低減に有効なのかという点ついて検討することは，今後の介入研究に資する

知見を得るうえで重要であると考えられる。しかしながら，そのような検討をした研究は見当たら

ない。そこで本研究では，自己開示の内容的側面ごとに尺度得点を算出し，シャイネスと孤独感の

関連を自己開示が媒介していた場合に，どの側面が媒介しているのか探索的に検討することとする。

下位因子を算出し，構造方程式モデリングを用いて，自己開示の内容的側面がシャイネスと孤独感

の関連に与える影響についても検討を行う。自己開示の内容的側面についての下位因子は，榎本

(1997)の 15 因子が多く用いられているが，本研究においては，因子数が多く構造方程式モデリング

が収束しない可能性があり，また，「自己開示の内容的側面の開示度の違いによる影響を検討する」

という目的のうえでは，井上・相模(2005)の 6 因子がより適切であると考えられるため，後者の因

子構造を採用する。 

以上のことから，本研究の目的は次の 2 点である。第一に，シャイネスと孤独感の関連を自己開

示が媒介するモデル(Figuer1)について検討することである。本研究の仮説を以下に示す。 

1.シャイネスが高い人は，そうでない人に比べて孤独感が高い 

2.シャイネスは，他者への自己開示の少なさを媒介として，孤独感の高さに影響している 

 これらの仮説が支持された場合，第二の目的として，自己開示の内容的側面がシャイネスと孤独

感の関連に与える影響に関して探索的に検討を行う。その際には，構造方程式モデリングを用いた

検討を実施する。詳細については結果部分で述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure1 シャイネスと孤独感の関連を自己開示が媒介する予測モデル 
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方 法 

調査対象者および調査時期 

本調査は，2023 年の 6月に都内の大学生を対象に授業内で調査を実施した。回答の不備があった

者を除いて 143名(男性 55名，女性 88名)のデータを分析対象とした。平均年齢は，20.3歳(SD=.58)

であった。 

手続き 

 本調査では，Googleフォームを用いて回答フォームを作成した。実験結果への影響を考慮し，ア

ンケートには「対人特性に関する調査」と題して，卒業研究作成のためのアンケートへの協力を求

める記述をした。研究実施における倫理的対応として、アンケートは匿名で回答してもらうこと，

アンケートの結果は今回の研究目的のみで使用すること，個人が特定される形で公表されることは

一切ないことを説明した。これらを踏まえて実験参加者に同意を得た後にアンケートに移った。ま

た回答をした者には講義の課題点が与えられた。 

調査内容3 

 フェイス項目 年齢，性別，学年について回答を求めた。 

特性シャイネス尺度(相川,1991) 

シャイネス特性を測定する尺度。日常生活においてどの程度内気さを示すかについて「私は人が

いる所では気おくれしてしまう」「私は自分から進んで友達を作ることが少ない」などの 16 項目で

構成され，5件法(「1.全くあてはまらない」～「5.とてもよくあてはまる」)で回答を求めた。α係

数は.90であった。 

自己開示質問紙(ESDQ-45)(榎本,1997) 

他者に自己開示をする程度を測定する尺度。本研究では，井上・相模(2005)の 6 因子構造を採用

した。各因子は「実存的自己」:情緒的に未熟な点などを含む 8項目，「私的人間関係」:友人関係に

おける悩み事などを含む 8項目，「生きがい・目標」:現在持っている目標などを含む 5項目，「性的

関心」：性に関する関心や悩み事を含む 2項目，「芸能・ニュース」：芸能人のうわさ話などを含む 3

項目，「自分の能力」:知的能力に対する自信あるいは不安などを含む 4 項目であった。松島・塩見

(2000)にならい，調査対象者に学校の中で最も親しい同性の友人を思い浮かべさせ，各項目につい

て，その友人にどの程度内容を話しているか，5件法(「1.全く話したことがない」から「5.十分に

話してきた」)で回答を求めた。 

UCLA孤独感尺度(諸井,1991) 

孤独感を測定する尺度。「私は周囲の人たちと調子よくいっている」「私には親密感のもてる人た

ちがいる」「私は他の人たちから孤立している」などの 20項目で構成される。本研究では日常生活

における孤独感を測定するため，「普段の生活の中で以下の文章についてどの程度感じているか選

択してください」と教示し，4件法(「1.まったく感じない」から「4.よく感じる」)で回答を求めた。

α係数は，.89 であった。 
 

3 本調査では，主観的幸福感尺度(伊藤ら，2003)の 12項目についても回答を求めたが，本研究の目的とは異な
るため分析からは除外した。 
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結 果 

分析 

分析はすべて HADver18(清水，2016)を用いて実施した。 

記述統計量と相関分析 

各尺度の記述統計量と，各尺度の合計点についてピアソンの積率相関係数を算出した，結果を

Table1 に示す。相関分析の結果，シャイネスと自己開示の間に負の相関(r = -.330, p < .001)，シャイ

ネスと孤独感の間に正の相関(r = .350, p < .001)自己開示と孤独感の間に負の相関(r = -.351, p < .001)

がみられた。 

Table1 測定変数の記述統計量と相関関係 注)**p < .001 

 Mean SD 1 2 3 

1 シャイネス 2.87 0.84 1.00   
2 自己開示 3.25 0.78 -.330** 1.00  
3 孤独感 1.79 0.44 .350** -.351** 1.00 

 

 媒介分析 

シャイネスが自己開示を媒介として，孤独感に及ぼす影響を検討するために，シャイネスを独立

変数とし，孤独感を従属変数，自己開示を媒介変数とした媒介分析を行った。その結果を Figuer2 に

示す。媒介分析の結果，シャイネスから自己開示への負のパス(β = - .33, p < .001)，自己開示から孤

独感への負のパス(β = - .26, p < .001)，シャイネスから孤独感への正のパス(β = .35, p < .001)が有意

であった。続いて，自己開示の間接効果を検討するため，ブートストラップ法による検定を行った

結果，1％水準で有意な間接効果が認められた(b = -.087, 99％Cl[-0.11, -0.01]。一方で，媒介変数を投

入した後もシャイネスから孤独感への直接効果は有意なままであったことから(β = .26, p < .001)，

自己開示の媒介効果は部分媒介にとどまった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure2 予測モデルに基づく媒介分析 注)**p < .001 

 



 - 37 - 

確認的因子分析 

 自己開示質問紙(榎本, 1997)について，井上・相模(2005)の 6 因子構造を仮定した最尤法による確

認的因子分析を行った。結果を Table2 に示す。適合度は，CFI = .79, RMSEA = .09, SRMR = .10 であ

り，心理学領域で経験的に採用されている基準を満たさなかった。井上・相模(2005)が提案した因子

構造に関する構造的側面の証拠は得られなかったものの，各下位因子の信頼性 (クロンバックのα

係数)を確認し，それが経験的な基準を満たしている場合は各下位因子の尺度得点を用いて，以降の

分析を行うことにした。下位因子ごとにα係数を算出したところ，実存的自己(α= .81), 私的人間

関係(α= .89), 目標・生きがい(α= .78), 性的関心(α=.82), 芸能・ニュース(α= .66), 自分の能力

(α= .71),であった。それぞれの因子の α 係数が.50 を超えていたため，石井(2000)に基づいて，尺

度の信頼性が担保されていると判断し，以降の分析を行った。 
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Table 2 自己開示の内容的側面についての因子分析 
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構造方程式モデリングによる探索的検討 

シャイネスと孤独感の関連に，自己開示の下位因子が及ぼす影響について検討するため，自己開

示の 6 つの下位因子を投入し，探索的に共分散構造分析を実施した。その結果を Figuer3 に示す。

有意水準は p < .05 に設定したが，分析の中で 12 回の検定を行っているため，Bonferroni 法によっ

て補正を行い，p < .0042だった場合に有意判断することにした。 

構造方程式モデリングの結果，シャイネスから「私的人間関係(β=-.31, p<.001)」，「目標・生きが

い(β=-.28,p<.001)」，「性的関心(β=-.29,p<.001)」，「自分の能力(β=-.38,p<.001)」への負のパスが有意

であった。また，自己開示の下位因子から孤独感へのパスは，有意水準を補正した場合には，いず

れも有意にならなかった。しかしながら，「実存的自己から孤独感(β=,27,p=.027)」と「目標・生き

がい(β=-.25,p=.021)」へのパスは，p値が５%未満の値を示していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考 察 

 

本研究の目的は，第一に，シャイネスと孤独感の関連を自己開示が媒介するかどうか検討するこ

とであった。そのために，まずこれらの変数の相関を，単相関分析と構造方程式モデリングで確認

したうえで，三変数ともに有意な関連を持った場合には間接効果の検定を行った。相関分析の結

果，シャイネスと孤独感の間に負の相関が示されたことから，シャイネスが高い人ほど孤独感が高

い傾向があるという仮説１は支持された。これは，先行研究と一致する結果であり(Zhao et al, 

2012),シャイネスと孤独感の関連が頑健であることが示唆された。 

構造方程式モデリングにより，予測モデルの検討を行った結果，シャイネスと自己開示および，

自己開示と孤独感の間に負の関連が，シャイネスと孤独感の間に正の関連が示された。さらに，シ

ャイネスと孤独感の間の正の関連について，自己開示の間接効果が認められた。一方，媒介変数を

Figure3 シャイネスと自己開示の下位因子，孤独感の共分散構造分析 注)** p < .001,*p<.01.+p<05 
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投入した後もシャイネスから孤独感への直接効果が有意であったことから，自己開示の効果は部分

媒介にとどまった。このことから，シャイネスが自己開示を媒介して孤独感に影響しているという

仮説２は部分的に支持された。 

第二の目的としては，自己開示の内容的側面がシャイネスと孤独感の関連に与える影響に関して

探索的に検討を行うことであった。そこで，井上・相模(2005)を参考に「実存的自己」「私的人間

関係」「目標・生きがい」「性的関心」「芸能・ニュース」「自分の能力」の 6因子を算出し，構造方

程式モデリングによる検討を行った。その結果，シャイネスから「私的人間関係」，「目標・生きが

い」，「性的関心」，「実存的自己」4つの側面への負のパスが有意であった。このことから，シャイ

ネスが高い人は，そうではない人に比べて，これらの４つの側面について親しい相手に対しても開

示することが少ないということが示唆された。一方で，自己開示の下位因子から孤独感へ有意なパ

スは認められなかった。しかしながら，「目標・生きがい」から孤独感へのパスの効果量が，他の

パスよりも大きかった(β=-.25,p=.021)。これに関して竹内(2010)は，自己開示の「志向的側面

(目標・生きがいの項目を含む側面)」と孤独感に関連があることを示している。このことを踏まえ

ると，目標・生きがいについて開示することは孤独感の低さと関連があるということが推察され

る。言い換えれば，シャイネスが高い人は，目標・生きがいについて開示することが少なく，その

ことが孤独感を高める可能性が想定される。 

本研究の意義は主に次の 3つである。第一に，シャイネスと孤独感の関連が頑健であることを示

した点が挙げられる。シャイネスと孤独感の関連については繰り返し報告されているが(e.g., 

Ling et al., 2021; Zhao et al., 2013)，国内では石田(1998)と杉山(2004)の 2 件の報告にとどまってお

り，それ以降は検討されていない。本研究でシャイネスと孤独感の関連が示されたことで，2023

年時点の本邦においてもなお，これらの知見が頑健であるということが示唆された。シャイネスが

文化差の影響を受けるもことを踏まえると (稲垣ほか, 2020; Aizawa & Whatley, 2007)，このことは

重要な示唆であるといえる。 

第二に，自己開示がシャイネスと孤独感の関連を媒介することを示した点である。間接効果の検

討の結果，完全媒介ではなく部分媒介にとどまったものの，有意な間接効果が見られたことから，

シャイネスが高い人にとって十分に自己開示を行っていないことが孤独感の高さに影響していると

いう可能性が示唆された。このことは，先行研究において，シャイネスと自己開示の関連が示され

ていること(松島・塩見,2000)や，自己開示と孤独感の関連が示されていることとも合致しており 

(榎本.1997) ，本研究ではそれらの関連を直接的に示すことができたといえる。  

第三に，自己開示の内容的側面がシャイネスと孤独感の関連に及ぼす影響について示した点が挙

げられる。シャイネスが高い人の孤独感を低減するために，自己開示を促進する形での介入を行う

場合，シャイネスが高い人にとって，どのような内容の開示が孤独感の低減に有効かということに

関する知見が必要となる。本研究では，シャイネスが高い人は，そうでない人に比べて，私的人間

関係，目標・生きがい，性的関心，実存的自己について開示することが少ないことが示唆された。

また，目標・生きがいから孤独感への負のパスは有意水準を補正した結果，有意にはならなかった

ものの，自己開示の下位因子のなかで孤独感に対して最も強い負の関連を示した。竹内(2010)など



 - 40 - 

の知見を参照し，目標・生きがいを話すことが，シャイネスが高い人の孤独感の低減に有効である

可能性を示唆した点において意義があると考えられる。 

本研究の限界について，第一に一時点の横断調査に基づくものであるという点が挙げられる。そ

のため，今回想定した媒介効果等については逆因果の可能性を排除することができていない。今後

は縦断調査や経験サンプリング法などを用いて，時間的な変動と時系列的な影響を検討する必要が

ある。 

第二に，他の変数による代替説明の棄却ができていないという点が挙げられる。今回用いた自己

開示質問紙(榎本,1997)は 45項目という非常に多い項目数で構成されており，その他の変数を調査

することによって回答者の負担が増加してしまうことが考えられる。そのため，統制変数について

調査することができなかった。今後は，短縮版(榎本,2005)などを用いて自己開示の質問項目を減

らすとともに，孤独感に影響する他の要因(ソーシャルサポート(Zhan & Dong,2020)や社会的相互作

用(Silva et al,2023)など)を含めて検討していく必要があるといえる。 
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なぜ女性の昇進意欲は低いのか1 

―管理職を目指す男女有職者の否定的な反応の経験について― 

 

清末 有紀2・森永 康子3・中島 健一郎 2 

 

Motivation for promotion among female workers in Japan: Effects of negative workplace 
experiences on highly motivated workers 

 
 

Yuki Kiyosue, Yasuko Morinaga, Ken’ichiro Nakashima 

 

The percentage of female managers in Japan is low, and motivation for promotion among 

female workers is also low. We conducted two studies to examine the types of negative reactions 

from supervisors and coworkers that men and women in Japan experience when expressing 

motivation for promotion in the workplace, and the impact of these negative reactions on 

motivation for promotion and the moderating effect of self-efficacy in the relationship between 

such experiences and motivation for promotion. In Study 1 (N = 172), participants reported 

their experiences of negative reactions received after expressing motivation for promotion in 

the workplace. In Study 2, a negative reaction experience scale was developed and participants 

(N = 720) were asked about their motivation for promotion, experiences of negative reactions, 

and self-efficacy. The findings revealed that male participants were more motivated to be 

promoted than female participants; however, both men and women experienced negative 

reactions in their workplaces. While some negative experiences increased participants’ 

motivation for promotion, others decreased it, suggesting that these effects differed between 

men and women. Negative experiences do not necessarily reduce motivation for promotion; 

therefore, interpretations of these experiences and other workplace factors should be considered. 

 

キーワード：stereotype, gender, motivation for promotion 
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問 題 

日本の内閣府男女共同参画局が掲げた女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023では，企業におけ

る女性登用を加速化するためにプライム市場上場企業を対象とした以下の 3点の数値目標を設定し

ている。それらは，「2025年を目途に，女性役員を 1名以上選任するよう努める」「2030年までに，

女性役員の比率を 30%以上とすることを目指す」「上記の目標を達成するための行動計画の策定を

推奨する」(内閣府男女共同参画局，2023) であり，この目標を元に女性役員比率の引き上げを図っ

ている。しかし，2024年に公表された雇用均等基本調査の結果，日本の企業における課長相当職以

上の管理職に占める女性の割合は 12.7%，役員では 20.9%であり (厚生労働省，2024)，目標の数値

には依然として遠い現状となっている。 

 

女性の昇進意欲について 

日本において女性管理職が増加しない原因の一つとして，女性の昇進意欲の低さが指摘される。 

2011年度の雇用均等基本調査では，日本の企業に対して女性管理職が少ないあるいは全くいない理

由を尋ねており，「現時点では，必要な知識や経験，判断力等を有する女性がいない」が 54.2%，「将

来管理職に就く可能性のある女性はいるが，現在，管理職に就くための在職年数等を満たしている

者はいない」が 22.2%，「勤続年数が短く，管理職になるまでに退職する」が 19.6%，「女性が希望し

ない」が 17.3%と，女性の昇進意欲の低さが理由の一つとして挙げられている (厚生労働省，2012)。 

男性と比較して女性の昇進意欲が低いことはさまざまな研究で指摘されており (川口，2012; 武

石，2014; 安田，2012)，川口 (2012) では，さまざまな個人属性や企業属性を調整した上でも，女性

の昇進意欲は男性と比べて非常に低いことが示されている。しかし，田中他 (2017) の研究では学

生時代と入社後の 2時点でアンケート調査を行なった結果，入社後に女性のみ社会的に評価される

肩書を持つことなどがモチベーションとなるステータスへの動機が下がったことから，女性の昇進

意欲の低さは組織に入ることによって顕在化することがうかがえる。 

では何が女性の昇進意欲に影響を与えているのであろうか。日本において，女性の昇進意欲に影

響を与える要因についての研究がいくつか行われている。武石 (2014) では，女性の昇進意欲を高

める職場の要因について，企業が実施する施策と一般従業員の施策に対する認識等をマッチングし

たデータを用いて分析を行っている。その結果，従業員が女性活躍推進や両立支援の取り組みが行

われていると認識すること，とりわけ上司の部下育成にかかるマネジメントが重要であることがわ

かった。川口 (2012) ではポジティブ・アクションを熱心に実施している企業では男女とも昇進意

欲が高いこと，女性管理職が多い企業では女性の昇進意欲が高いこと，仕事と育児の両立支援は女

性の昇進意欲と有意な関係がなく，男性の昇進意欲とは負の相関関係があることがわかっている。

また，非管理職女性の昇進意欲の決定要因を調べた西村・呼 (2017) の研究では，リーダー経験の有

無，仕事内容の満足度が女性の昇進意欲と大きく関わる要因であること，従業員のニーズと合致し

た企業による両立支援と女性活躍支援の併用が女性の意欲創出につながるとしている。西村 (2023) 

でもリーダー役割を多く経験することが女性一般社員の昇進意欲を高めることが示されている。太

田他 (2020) では，大卒若年総合職男女を対象に目指す役職とそれに関係すると思われる要因の関
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係について調査し，自信に繋がる職務経験が男性よりも女性で少なく，女性において目指す役職と

能力への自信との間に明確な正の関係が見られたことから，昇進に必要な職務経験の少なさによっ

て生じる自信のなさが女性の昇進意欲の低さを作りだす可能性を示唆した。 

また，国立女性教育会館が 2015 年に民間企業の正規職についた男女を入社 5 年目まで追跡する

調査を実施し初期キャリア形成期の男女の意識や職場環境についての検証を行なっている。この調

査は同一の新入社員を入社 5年目まで追跡したパネル調査であり，男女の昇進意欲の変化や，昇進

意欲に影響を与える要因について検討をすることができる。調査の結果，女性では「主に女性が担

当する仕事についている」と管理職をめざさない傾向があり，「専門能力を高めたい」と思っている

場合や「仕事満足度」が高い場合に管理職をめざす傾向が見られた (大槻，2021)。 

加えて，心理学な視点からも女性の昇進意欲に関する研究が行われている。例えば，坂田・唐 

(2018) では好意的性差別が女性の昇進意欲に及ぼす影響に着目した。職場において「私が物事には

っきりと意見を述べたり，反論したりすると，良い顔をされなかった」などの好意的性差別の 1つ

である伝統的女性役割期待の経験が女性の状態自尊心を低下させることによって昇進意欲を低下さ

せる機能があることを示した。加えて，田中他 (2017) では，就職前にはステータスへの動機は男女

で差がなかったにも関わらず，就職後に女性のみステータスへの動機が低下することが示されてお

り，就職後に職場や上司から受けるマネジメントの男女差を目の当たりにしたり，身近な同性のロ

ールモデルがおらず自身のキャリアが描けなかったりすることによって，女性の昇進意欲は減退し

ていくと考察している。 

これらのことから，女性個人の要因だけではなく，女性が働く職場の状況や周囲の人物が女性の

昇進意欲に与える影響が少なくないことが考えられる。大槻 (2021) は，職場の中に女性が仕事を

続けていけなくなる，続けていきたくなくなる，管理職を志向しなくなる構造があるのではないか

という職場重視モデルの重要性を指摘している。 

本研究では，昇進意欲のある働く女性の周囲にいる人物が与える影響について着目し，バックラ

ッシュ効果の観点から検討したい。 

 

ジェンダーステレオタイプとバックラッシュ効果 

ステレオタイプとはある社会集団のメンバーに関して一般化された知識や信念を指し，男性・女

性という性別に関する社会的カテゴリーのメンバーに関するステレオタイプをジェンダーステレオ

タイプという。ジェンダーステレオタイプは作動性と共同性という言葉で表現される。共同性の特

徴は「愛情深い」「親切」といった他者の福祉に対する関心で説明され，より強く女性に属するもの

とされる一方で，作動性の特徴は「野心的」「自信に満ちた」といった自己主張的，支配的，自信の

ある傾向で説明され，より強く男性に属するものとされる (Eagly & Karau，2002)。また，ジェンダ

ーステレオタイプは，記述的な性質と規範的な性質を持つ (Eagly & Karau，2002; Heilman & Parks-

Stamm，2007)。記述的ステレオタイプとは女性と男性がどのようであるかを示し，規範的ステレオ

タイプとは女性と男性がどうあるべきかを示す (Heilman & Parks-Stamm，2007)。規範的ステレオタ

イプは，「should be/behave」という prescriptiveな規範と，「should not be/behave」という proscriptive
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な規範の側面があり，倉矢 (2016) は prescriptive な規範を促進指向的ジェンダー規範，proscriptive

な規範を抑制指向的ジェンダー規範と称した。促進指向的ジェンダー規範と抑制指向的ジェンダー

規範は男性と女性がどう振る舞うべきかについての規範的な期待として作用するため，それらのル

ールを違反した行為者はしばしばネガティブな反応を引き起こす (Phelan & Rudman，2010)。 

先述したように，作動性は男性に属するものとされ，共同性は女性に属するものとされる。しか

し，作動性はリーダーにも必要とされるものである。つまり，昇進意欲があり管理職を目指す女性

には作動性が求められるが，女性が作動性を示すことは，女性のステレオタイプに反する。そのた

め，作動的な女性は反ステレオタイプ的な行動をすることによって受ける社会的及び経済的な罰で

あるバックラッシュ(Rudman, 1998; Rudman & Glick, 1999) を受けると考えられる。バックラッシュ

効果について研究を行っている Phelan & Rudman (2010) は，女性がリーダーシップの役割を果たす

資格があるとみなされるためには，彼女らに自信があって，主張的で，競争力があると示さなけれ

ばならないが，そうすると女性は，男女両方の評価者からの偏見や雇用差別に苦しむと述べている。 

Rudman et al. (2012) では，男女のジェンダーステレオタイプに関する調査と作動的な女性に対す

るバックラッシュ効果についての調査を行った。まず，男性と女性の促進指向的，抑制指向的ジェ

ンダーステレオタイプ特性について調査を行い，男性の促進指向的ジェダンダーステレオタイプ特

性が作動性，女性の促進指向的ジェンダーステレオタイプ特性が共同性，男性の抑制的ジェダンダ

ーステレオタイプ特性が脆弱性，女性の抑制的ジェダンダーステレオタイプ特性が支配性を反映し

ていることを示した。加えて，作動的な女性に対するバックラッシュ効果について地位不一致仮説 

(The status incongruity hypothesis) に基づいて検証した。地位不一致仮説とは，権力を持っていたり

追求したりする女性は，本来の女性の地位の低さと矛盾しており，この地位の不一致のためにバッ

クラッシュを引き起こすという仮説である。検証の結果，作動的な女性はバックラッシュ及び支配

性を高く認知されることが示され，地位不一致仮説はジェンダーの階層を守ることがバックラッシ

ュの主な動機であり，女性リーダーに対する偏見が地位違反の認識から生じていることを明示した。 

また，清末・森永 (2019) では，刺激人物を若く作動的な女性部下に設定し，男性上司からバック

ラッシュを受ける過程について，男らしさ脅威と地位脅威を媒介要因として，シナリオの内容や参

加者の年齢，従属変数を変えながら，3つの研究を行った。しかし，部下の性別や上司 (参加者) の

性別の効果については一貫した結果が見られず，作動的な女性部下へのバックラッシュは確認され

なかった。 

 本研究では，作動的な女性に対するバックラッシュとして，働く女性が職場で昇進意欲を示した

際に上司や同僚からどのような否定的な評価や態度を経験したかについて検討する。 

 

否定的な反応の経験と昇進意欲に対する自己効力感の調整効果 

昇進意欲に対する調整変数として自己効力感が考えられる。例えば，高田・横田 (2012) は，中間

管理職にある女性に対しインタビュー調査を行い，昇進を受容する際の心境の変化について述べる

際に，「できるのではないかと思った，やってみようと思った」という表現が多く見られたことから，

自己効力感の重要性を述べている。また，効力感が高いと昇進を含めた自分のキャリア構築に対し
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て積極的になる傾向が強いと述べている。加えて，池田他 (2011) は看護師を対象に研究を行い，自

己効力感が離職願望に影響を及ぼす要因となっていたことから，自己効力感が向上すれば全体的な

生活の満足度や仕事満足感は高く離職願望は低下する可能性があると述べている。太田他 (2020) 

では，大卒若年総合職の女性では，能力への自信と目指す役職の間に正の相関が見られ，能力に自

信を持っている女性ほど昇進意欲が高いことが示された。職務上求められる能力について自信を持

っているということは，自分はこの仕事をすることができるという自己効力感があり，これが昇進

意欲と関連していると考えられる。以上から，自己効力感の高い参加者は職場で否定的な反応を経

験しても昇進意欲があまり低下しないのではないかと考えられるため，本研究では，成田他 (1995) 

の特性的自己効力感を用いて，自己効力感の調整効果について検討する。 

 

本研究の概観 

清末・森永 (2019) では地位脅威を感じた上司が部下の暖かさを低く評価したが，この結果は部

下の性別にかかわらず見られた。もし，実際に男女ともに同様のネガティブな評価を上司から受け

るならば，なぜ女性のみ昇進意欲が低下するのか。この問いに答えるためには，作動的な女性が昇

進意欲を示した際に，上司や同僚からどのような評価や態度を経験し，その評価は作動的な男性に

対するものとは異なるのかという点について検討する必要がある。よって研究 1では，正規雇用で

働いている男女が職場で昇進意欲を示した際に，職場の上司や同僚などの周囲の人から受けた否定

的な評価やネガティブな態度の事例を収集し，その内容や男女差について検討する。 

研究 2では，研究 1で収集・カテゴリー化した否定的な反応の経験について尋ね，どの否定的な

反応の経験が昇進意欲に影響を与えるかについて検討することを目的とする。また，自己効力感の

高い参加者は職場で否定的な反応を経験しても昇進意欲があまり低下しないと予測する。 

 

倫理的配慮 

本研究は広島大学大学院人間社会科学研究科倫理審査委員会の承認を受け，参加者全員からイン

フォームドコンセントを得た。 

 

研究 1 

方法 

参加者 クラウドソーシングサービス (クラウドワークス) で募集した日本の男女有職者 (非正

規雇用，自営業，フリーランス除く) 172名 (女性 82名) が調査に参加した。平均年齢は 35.9 歳で，

SD = 7.38であった。 

手続きと質問項目 質問紙は Qualtrics で作成し，調査はインターネット上で行われた。最初に，

参加者にこれまでの昇進意欲の有無について尋ねた。その後，まず (1) 回答者が職場で昇進意欲

を示した際と (2) 回答者が他の人よりもがんばって仕事をした際に，職場の上司や同僚などの周

囲の人から否定的な評価やネガティブな態度を受けた経験の有無を尋ね，経験があった場合には

その内容について自由記述で回答を求めた。(1) と (2) の経験がなかった参加者には，これまで働
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いてきた中で同性の先輩が職場で昇進意欲を示しているのを見たことがあるかどうかを尋ねた後

に，(3) 同性の先輩や同僚が職場で昇進意欲を示した際と (4) 同性の先輩や同僚が他の人よりもが

んばって仕事をした際に職場の上司や同僚などの周囲の人から否定的な評価やネガティブな態度

を取られているのを見た経験の有無を尋ね，経験があった場合にはその内容について自由記述で

回答を求めた。なお，質問 (1) から (4) のうち，参加者が一つの質問を回答した時点で調査への

回答を終了した。 

 

結果と考察 

まず，参加者から得られた全 75個の回答のうち，内容の解釈が困難なもの，本研究の趣旨と異な

るものを削除し，一つの回答の中に複数の項目が含まれているものはそれぞれ個別化し，個別化で

きないものは下線部を引き，最終的に 71 個の回答を分類の対象とした。第一著者が 8 つのカテゴ

リーを作成した後，2 名の大学院生に各質問と各カテゴリーについて説明を行った後にそれぞれ分

類を行ってもらい，Cohen の κ 係数を用いて一致度を算出した。第一著者と評価者 1 の一致率は κ 

= .90，第一著者と評価者 2の一致率は κ = .92，評価者 1と評価者 2の一致率は κ = .88であった。

カテゴリーの分類が一致しなかった回答については，第一著者と評価者 1または評価者 2のどちら

かの分類が一致していた場合は第一著者が分類したカテゴリーに分類し，第一著者と 2人の評価の

どちらとも分類が一致していなかった回答は削除した。最終的に 69個の回答を Table 1に示した 8

カテゴリーに分類した。 
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Table 1 より，女性参加者の回答からは，女性の伝統的性役割に言及する「性別役割への言及」，

仕事の頑張りや成果に対して無駄と言われたり評価されないという「頑張りの否定・無視」，周囲の

人に対して噂や陰口を言われたという「噂・陰口」の回答が多く見られた。一方で，男性参加者の

回答からは，嫌がらせなどをされる「敵対心の直接的表出」，無理だと言われたり経験不足を指摘さ

れる「能力・経験不足の指摘」，「頑張りの否定・無視」の回答が多く見られた。このことから，男

性は能力や経験不足の指摘，頑張りの否定・無視など仕事に関わることで否定的な評価やネガティ

ブな態度を受けると考えられる。一方で，女性は伝統的な性役割に言及されたり，噂や陰口を言わ

れたりするなど仕事とあまり関係のないことで否定的な評価やネガティブな態度を受けると考えら

れる。また，本研究では 172 名の参加者のうち 112 名 (約 65%) が「昇進意欲がある」と回答した

が，職場で昇進意欲を示したことで職場の上司や同僚などの周囲の人から否定的な評価やネガティ

ブな態度を受けたのは 25名 (約 22%)，昇進意欲を持っていて (それを職場で示してはいないが) 頑

張って仕事をした際に否定的な評価やネガティブな態度を受けたのは 19名 (約 17%) であった。こ

のことから，職場で昇進意欲を示したり頑張って仕事をしたりした際に否定的な評価やネガティブ

な態度を受けるのは約 4割程度であり，多くの場合は否定的な評価やネガティブな態度は受けない

のではないかと考えられる。 

以上より，昇進意欲を持っていてそれを職場で示した，または昇進意欲を職場で示してはいない

カテゴリー名 項目数 女性における割合(%) 男性における割合(%)
能力・経験不足の指摘 10 5.9 22.9

頑張りの否定・無視 15 20.6 22.9

対人スキルの否定 3 2.9 5.7

性別役割への言及 9 26.5 0.0

敵対心の直接的表出 15 14.7 28.6

無視(嫌がらせ) 3 5.9 2.9

噂・陰口 10 20.6 8.6

平均以上の頑張りの否定 4 2.9 8.6

合計 69 100% (全34項⽬) 100% (全35項⽬)

(e.g., 根拠のないデマを吹聴された)

(e.g., あまり頑張って標準値を上げ過ぎると私達もそこに達しなければいけないの
で迷惑だと言われた)

カテゴリー名，項目数と男女別の割合

Table 1

(e.g., お前には無理だと言われた)

(e.g., できて当たり前のように評価されない)

(e.g., 「上司や同僚とのコミュニケーションに難あり」という評価を取られた)

(e.g., 女性だから結婚や出産で休むと見下された)

(e.g., 同僚から嫌な目で見られた)

(e.g., 上司から無視されるようなことがあった)
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が頑張って仕事をした女性は，「性別役割への言及」，「頑張りの否定・無視」，「噂・陰口」といった

否定的な反応を受けていることがわかった。また，この結果は男性と比較して仕事とあまり関係の

ないところで否定的な評価やネガティブな態度を経験していると考えられる。 

研究 2では，研究 1で収集した事例および 8つのカテゴリーを使用し，日本の正規雇用で働いて

いる 22 歳から 50 歳の男女を対象に今現在働いている職場において否定的な評価やネガティブな態

度を受けた経験が現在の昇進意欲に与える影響について質問紙を用いて調査を行う。 

 

研究 2 

予備調査 

研究 1 で作成した職場で受けた否定的な評価やネガティブな態度のカテゴリーをもとに，8 因子 

(男性の場合は 7因子) からなる職場における否定的な反応に関する尺度を作成し，確認的因子分析

を行う。 

 

方法 

参加者 クラウドソーシングサービス (クラウドワークス) で募集した日本の有職者 (非正規雇

用，自営業，フリーランス除く) 320名 (女性 169名) が調査に参加した。女性参加者の平均年齢

は 35.0 歳で，SD = 6.46，男性参加者の平均年齢は 38.0 歳で，SD = 6.84であった。 

手続き 質問紙は Qualtricsで作成し，調査はインターネット上で行われた。最初に，参加者にこ

れまでの昇進意欲の有無について尋ねた。昇進意欲があった場合は，昇進意欲を持って仕事をして

いるときに職場の上司や同僚などの周囲の人から受けた否定的な反応の経験について尋ね調査を終

了した。昇進意欲を持っていないと回答した参加者には，これまで頑張って仕事に取り組んだこと

があるかを尋ね，あった場合には，頑張って仕事をしているときに職場の上司や同僚などの周囲の

人から受けた否定的な反応の経験について尋ね調査を終了した。昇進意欲がなく頑張って仕事に取

り組んだこともない参加者には，仕事をしているときに職場の上司や同僚などの周囲の人から受け

た否定的な反応の経験について尋ね調査を終了した。 

質問紙の内容 (1) 昇進意欲の有無: 参加者に「これまで働いてきた中で，昇進したい，管理職を

めざしたいというようなこと」を思ったことがあるかどうかについて尋ねた。 

(2) 仕事への態度: 昇進意欲の有無に関して「ない」と答えた参加者に対して，「これまで働いて

きた中で，頑張って仕事に取り組んだこと」があるかどうかについて尋ねた。 

(3) 職場の経験: 参加者が職場で上司や同僚などの周囲の人から否定的な反応を受けた経験につ

いて研究 1で作成した 8カテゴリー (男性参加者は「性別役割への言及」を除いた 7カテゴリー) に

ついて尋ねた。昇進意欲を持っている参加者に対しては「あなたが昇進意欲を持って仕事をしてい

る時に，以下のような経験をしたことはどれくらいありますか。」，仕事に頑張って取り組んだこと

がある参加者に対しては「あなたが頑張って仕事をしている時に，以下のような経験をしたことは

どれくらいありますか。」，どちらも当てはまらない参加者に対しては「あなたが仕事をしている時

に，以下のような経験をしたことはどれくらいありますか。」という教示を行った。職場の経験につ
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いては各カテゴリーの定義に沿うように 3 から 5 項目を作成し尋ね，回答は「全くなかった (1)」

から「よくあった (5)」の 5 件法で求めた。 

 

結果と考察 

分析は女性参加者，男性参加者ごとに HAD (清水, 2016) を用いて行った。 

まず，女性参加者のデータを用いて確認的因子分析を行った。分析の結果，適合度は χ2 (406) = 

960.47 (p < .001)，CFI = .854，RMSEA = .090であった。また因子ごとに α係数を算出したところ，

能力・経験不足の否定は α = .90，頑張りの否定・無視は α = .84，対人スキルの否定は α = .86，性

別役割への言及は α = .78，敵対心の直接的表出は α = .89，無視 (嫌がらせ) は α = .85，噂・陰口

は α = .86，平均以上の頑張りの否定は α = .78であり，性別役割への言及と平均以上の頑張りの否

定以外は十分な値が得られた。 

次に，男性参加者のデータを用いて確認的因子分析を行った。分析の結果，適合度は χ2 (278) = 

631.99 (p < .001)，CFI = .839，RMSEA = .092であった。また因子ごとに α係数を算出したところ，

能力・経験不足の否定は α = .80，頑張りの否定・無視は α = .82，対人スキルの否定は α = .81，敵

対心の直接的表出は α = .80，無視 (嫌がらせ) は α = .83，噂・陰口は α = .86，平均以上の頑張りの

否定は α = .70であり，平均以上の頑張りの否定以外は十分な値が得られた。 

以上より，研究 2では 8因子 31 項目 (男性参加者は 7因子 26 項目) の尺度を用いて調査を行う。 

 

本調査 

予備調査で作成した否定的な反応の経験尺度を用いて，日本の正規雇用で働いている 22 歳から

50 歳の男女を対象に現在働いている職場で否定的な評価やネガティブな態度を受けた経験が昇進

意欲に与える影響について質問紙調査を行う。 

 

方法 

参加者 クラウドソーシングサービス (クラウドワークス) で募集した日本の有職者 (非正規雇

用，自営業，フリーランス除く) 720名 (女性 356名，不明 2名) が調査に参加した。女性参加者の

平均年齢は 34.2 歳で，SD = 6.90，男性参加者の平均年齢は 37.6 歳で，SD = 7.05であった。 

手続き 質問紙は Qualtricsで作成し，調査はインターネット上で行われた。最初に，参加者の現

在の昇進意欲について尋ねた。次に，今の職場で働き始めた頃と比較した現在の昇進意欲の変化，

特性的自己効力感，職場で否定的な反応を受けた経験，性別，勤続年数の順番で回答を求めた。各

尺度の項目は全てランダムに提示した。 

質問紙の内容 (1) 現在の昇進意欲: 参加者の現在の昇進意欲について，「今の職場で仕事を頑張

りたいと思う」「今の職場で昇進したいと思う」「今の職場でキャリアを積みたいと思う」「今の職場

で管理職を目指したいと思う (既に管理職の人はさらに上位の管理職になりたいと思う)」の 4 項目

をランダムに提示した。回答は「全くそう思わない (1)」から「とてもそう思う (6)」の 6 件法で求

めた。 
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(2) 昇進意欲の変化: 今の職場で働き始めた頃と比較して，現在の参加者の仕事に対する意欲が

変化したかどうかを，「今の職場で働き始めた頃と比べると，現在の仕事に対する意欲は」，「今の職

場で働き始めた頃と比べると，現在の昇進したいという意欲は」，「今の職場で働き始めた頃と比べ

ると，現在のキャリアを積みたいという意欲は」，「今の職場で働き始めた頃と比べると，現在の管

理職を目指したいという意欲は」の 4 項目をランダムに提示した。回答は「非常に減少した (1)」

から「非常に増加した(5)」の 5 件法で求めた。 

(3) 特性的自己効力感: 成田他 (1995) の特性的自己効力感尺度 (以下: SE，e.g.，「自分が立てた計

画はうまくできる自信がある」「しなければならないことがあっても，なかなか取りかからない」) 

の 23 項目を使用した。回答は「全くそう思わない (1)」から「とてもそう思う (6)」の 6 件法で求

めた。 

(4) 否定的な反応の経験: 予備調査で作成した 8因子 31 項目 (男性参加者は 7因子 26 項目) の尺

度を用いた。回答は「全くなかった (1)」から「よくあった (5)」の 5 件法で求めた。 

 

結果と考察 

本研究の分析は HAD (清水, 2016) を用いて行った。昇進意欲，昇進意欲の変化，SE，否定的な反

応の経験の 8カテゴリーについて，それぞれ平均値を算出した。その後，それぞれの平均値を昇進

意欲得点 (α = .88)， 昇進意欲の変化得点 (α = .91)，SE 得点 (α = .91)，能力経験不足の指摘得点 (α 

= .82)，頑張りの否定・無視得点 (α = .83)，対人スキルの否定得点 (α = .81)，性別役割への言及得点 

(α = .80)，敵対心の直接的表出得点 (α = .87)，無視 (嫌がらせ) 得点 (α = .84)，噂・陰口得点 (α = .86)，

平均以上の頑張りの否定得点 (α = .73) とした。それぞれの平均値と標準偏差を Table 2に示す。 

 

男女の比較 (t 検定) 尺度得点を算出する際の項目数が男女で異なるため，あくまで参考情報と

なるものの，各変数に関して男女で t検定を行った (Table 2)。その結果，その他の変数のうち，昇

進意欲 (t (716) = 4.34，p < .001，d = 0.32)，勤続年数 (t (716) = 7.04，p < .001，d = 0.53) に男女で有

意差が見られた。すなわち，女性参加者 (M = 3.29) と比較して男性参加者 (M = 3.66) の方が昇進

意欲を持っており，従来の研究と同様の結果となった (川口，2012; 武石，2014)。加えて，勤続年

数は男性参加者 (M = 9.99) の方が女性参加者 (M = 6.74) よりも長かった。否定的な反応の経験に

関しては，能力・経験不足の指摘 (t (716) = 4.43，p < .001，d = 0.33)，頑張りの否定・無視 (t (716) 

= 3.82，p < .001，d = 0.28)，対人スキルの否定 (t (716) = 5.40，p < .001，d = 0.40)，平均以上の頑張

りの否定 (t (716) = 3.46，p < .001，d = 0.26) で男女間の有意差が見られた。能力・経験不足の指摘

は女性参加者 (M = 1.63) と比較して男性参加者 (M = 1.89) の方が多く経験していた。頑張りの否

定・無視は女性参加者 (M = 2.10) と比較して男性参加者 (M = 2.36) の方が多く経験していた。対

人スキルの否定は女性参加者 (M = 1.50) と比較して男性参加者 (M = 1.84) の方が多く経験してい

た。敵対心の直接的表出は女性参加者 (M = 1.98) と比較して男性参加者 (M = 2.12) の方が多く経

験していた。以上より，仕事に関する能力・経験や頑張りに対して否定的な反応を受けた経験は女

性参加者よりも男性参加者の方が多いことがわかった。 
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否定的反応の影響及び SE の調整効果の検討 次に，女性参加者で昇進意欲を目的変数，第 1 ス

テップで勤続年数，第 2ステップで各否定的な反応の経験と SE，第 3ステップで各否定的な反応の

経験×SEの交互作用項を説明変数とした階層的重回帰分析を行った (Table 3)。第 1ステップから第

2ステップへの R2変化量が有意であり (ΔR2 = .128，p < .001)，第 2ステップから第 3ステップへの

R2変化量も有意であった (ΔR2 = .044，p = .019)。Table 4より，勤続年数と SEの主効果が有意であ

った。すなわち女性参加者は勤続年数が長いほど，または SE が高いほど昇進意欲が高くなった。

加えて，能力・経験不足の指摘，頑張りの否定・無視，敵対心の直接的表出の主効果が見られた。

女性参加者は頑張りの否定・無視，または敵対心の直接的表出を経験するほど昇進意欲が低くなっ

た。一方で，能力・経験不足の指摘を経験するほど昇進意欲が高くなった。そして，噂・陰口×SE

の有意な交互作用も見られ，下位検定を行った結果，SE高群において噂・陰口の経験をすると昇進

意欲が高くなった (β = .453, p = .002，Figure 1)。 

 

否定的な反応の経験 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

能力・経験不足の指摘 1.63 0.74 1.89 0.84 4.43 **
頑張りの否定・無視 2.10 0.90 2.36 0.90 3.82 **
対人スキルの否定 1.50 0.74 1.84 0.91 5.40 **
性別役割への言及 1.55 0.74 − −

敵対心の直接的表出 1.98 1.01 2.12 0.98 1.91 †
無視 (嫌がらせ) 1.68 0.93 1.74 0.85 0.86

噂・陰口 1.78 0.94 1.88 0.96 1.52
平均以上の頑張りの否定 1.44 0.70 1.63 0.76 3.46 **

その他の変数

昇進意欲 3.29 1.10 3.66 1.16 4.34 **
昇進意欲の変化 2.68 0.83 2.73 0.89 0.80
自己効力感 3.57 0.66 3.60 0.64 0.55
勤続年数 6.74 5.32 9.99 6.92 7.04 **

** p  < .01, † p  < .10

注2) その他の変数のうち，昇進意欲の変化は得点が高いほど以前と比較して昇進意欲が

増加したことを示す。それ以外の変数は，得点が高いほど意欲等が強いことを示す。

Table 2

各変数の平均値と標準偏差及びt検定の結果

女性 男性

注1) 否定的な反応の経験は得点が高いほど経験していることを示す。

t

−
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Step1 Step2 Step3
勤続年数 .152 ** .109 * .124 *
能力・経験不足の指摘 .209 * .244 **
頑張りの否定・無視 − .239 ** − .223 *
対人スキルの否定 .031 .048
性別役割への言及 − .069 − .091
敵対心の直接的表出 − .205 * − .263 **
無視 (嫌がらせ) .019 .012
噂・陰口 .095 .160 †
平均以上の頑張りの否定 .148 † .120
SE .245 ** .249 **
能力・経験不足の指摘×SE − .008
頑張りの否定・無視×SE − .132
対人スキルの否定×SE .023
性別役割への言及×SE − .059
敵対心の直接的表出×SE − .160
無視 (嫌がらせ)×SE .113
噂・陰口×SE .316 **
平均以上の頑張りの否定×SE − .061

R 2 .023 ** .151 ** .196 **
ΔR 2 .128 ** .044 *

** p  < .01, * p  < .05, † p  < .10

Table 3
女性参加者の階層的重回帰分析の結果

Figure 1
女性の噂・陰口×SEの交互作用の下位検定の結果

β = .453**
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次に，男性参加者で昇進意欲を目的変数，第 1ステップで勤続年数，第 2ステップで各否定的な

反応の経験と SE，第 3 ステップで各否定的な反応の経験×SE の交互作用項を説明変数とした階層

的重回帰分析を行った (Table 4)。第 1ステップから第 2ステップへの R2変化量が有意であり (ΔR2 

= .210，p < .001)，第 2 ステップから第 3 ステップへの R2 変化量も有意であった (ΔR2 = .036，p 

= .023)。Table 7より，SEの主効果が有意であった。すなわち男性参加者は SEが高いほど昇進意欲

が高かった。加えて，能力・経験不足の指摘，敵対心の直接的表出，無視 (嫌がらせ)，平均以上の

頑張りの否定の主効果が見られた。男性参加者は敵対心の直接的表出，または無視 (嫌がらせ) を

経験するほど昇進意欲が低くなった。一方で，能力・経験不足の指摘，または平均以上の頑張りの

否定を経験するほど昇進意欲が高くなった。そして，能力・経験不足の指摘×SEと敵対心の直接的

表出×SEの有意な交互作用が見られ，下位検定を行った結果，SE高群において，能力・経験不足の

指摘の経験をすると昇進意欲が高くなり(β = .188, p = .039)，敵対心の直接的表出の経験をすると昇

進意欲が低くなった(β = -.280, p = .020)。 

 

 
 

Step1 Step2 Step3
勤続年数 .051 .037 .036
能力・経験不足の指摘 .180 * .206 **
頑張りの否定・無視 − .024 .014
対人スキルの否定 − .047 − .063
敵対心の直接的表出 − .204 * − .195 *
無視 (嫌がらせ) − .106 − .156 *
噂・陰口 − .084 − .101
平均以上の頑張りの否定 .164 * .171 **
SE .334 ** .318 **
能力・経験不足の指摘×SE .140 *
頑張りの否定・無視×SE − .153 +
対人スキルの否定×SE − .064
敵対心の直接的表出×SE − .208 *
無視 (嫌がらせ)×SE .049
噂・陰口×SE .169 +
平均以上の頑張りの否定×SE − .089

R 2 .003 .212 ** .248 **
ΔR 2 .210 ** .036 *

** p  < .01, * p  < .05, † p  < .10

Table 4
男性参加者の階層的重回帰分析の結果



 - 56 - 

以上より，先行研究と同様に女性参加者と比較して男性参加者の方が昇進意欲が高かった。また，

女性参加者と比較して男性参加者の方が，能力・経験不足の指摘，頑張りの否定・無視，対人スキ

ルの否定，敵対心の直接的表出，平均以上の頑張りの否定を多く経験していた。階層的重回帰分析

の結果より，男女共通の結果として，能力・経験不足の指摘を多く経験した人は経験していない人

に比べて昇進意欲が高かった。一方で，敵対心の直接的表出を多く経験した人は経験していない人

に比べて昇進意欲が低くなった。否定的な経験の中でも今後の努力や経験次第で補うことのできる

能力・経験不足の指摘の経験は男女の昇進意欲を高めるが，嫌がらせといった個人での対処が難し

い経験は昇進意欲を低下させる可能性が考えられる。また，頑張りの否定・無視，無視 (嫌がらせ)，

平均以上の頑張りの否定では男女で異なる結果が得られた。女性参加者において，頑張りの否定・

無視を多く経験した人は経験していない人に比べて昇進意欲が低かったが，男性参加者では昇進意

欲に対する頑張りの否定・無視の影響は見られなかった。男性参加者において，無視 (嫌がらせ) を

多く経験した人は経験していない人に比べて昇進意欲が低く，平均以上の頑張りの否定を多く経験

した人は経験していない人に比べて昇進意欲が高くなったが，女性参加者ではこれらの昇進意欲に

対する影響は見られなかった。頑張りの否定・無視は「できて当たり前のように評価されない」な

ど，頑張りそのものを否定されたり無視されたりする経験であり，この会社で頑張っても評価をさ

れないので将来性が低いと思い昇進意欲が低下した可能性が考えられる。無視 (嫌がらせ) は，男

性参加者の中で敵対心の直接的表出と同様に感じた可能性が考えられる。そして，平均以上の頑張

りの否定は，周りの平均以上の頑張りを否定される経験であり，昇進することで平均を求められる

環境から抜け出そうと考えた可能性が考えられる。しかし，なぜこれらの経験で男女の昇進意欲へ

の影響に違いが見られるのかについては普段与えられる仕事の違いや上司のマネジメントの違いの

可能性など他の要因も考えられるため，さらなる検討が必要である。 

また，SEの調整効果が見られ，高 SEの女性参加者において噂・陰口の経験をすると昇進意欲が

高くなった。また，高 SEの男性参加者において，能力・経験不足の指摘の経験をすると昇進意欲が

高くなり，敵対心の直接的表出の経験をすると昇進意欲が低くなった。否定的な反応の経験をして

も自己効力感が高いことで，自分はこの職場でも仕事をやり切ることができると思い昇進意欲が高

まった可能性が考えられるが，一方で敵対心の直接的表出では昇進意欲が低下していることから，

自己効力感が昇進意欲と全ての否定的な反応の経験の間を調整するとは限らないことが示唆された。

性別による違いや経験の内容による違いを検討する必要が考えられる。 

 

総合考察 

本研究の目的は，昇進意欲を持っていた女性に職場で上司や同僚などから受けた否定的な反応の

経験について尋ね，どの否定的な反応の経験が昇進意欲に影響を与えるかについて検討すること，

及び自己効力感の調整効果を検討することであった。 

研究 1では，男性は能力や経験不足の指摘，頑張りの否定・無視など仕事に関わること，女性は

伝統的な性役割に言及されたり，噂や陰口を言われたりするなど仕事とあまり関係のないことで否

定的な評価やネガティブな態度を受けることが示唆された。男女ともに職場で昇進意欲や頑張りを
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示すと否定的な反応を受けるが，その内容は異なっていることが示された。 

研究 2では，どの否定的な経験が昇進意欲に影響を与えるかについて検討を行い，女性参加者に

おいて頑張りの否定・無視や敵対心の直接的表出を経験すると昇進意欲が低くなることが明らかに

なった。一方で，男女ともに能力・経験不足の指摘を経験すると昇進意欲が高くなった。能力・経

験不足の指摘を経験することで昇進意欲が高まった原因として，これは「経験が足りない」や「実

力が伴っていない」等と言われたという経験であり，その時点での能力や経験不足についての指摘

として受け止め，足りていない部分を補い今後成長することで昇進できる可能性もあると考え昇進

意欲が高くなったのでないかと考えられる。このことから，全ての否定的な反応の経験が昇進意欲

を低めるのではなく，否定的な反応の内容によって昇進意欲に与える影響が異なることが示唆され

た。また，昇進意欲と否定的な経験に対する SEの影響を検討した結果，女性参加者は SE高群にお

いて噂・陰口の経験をすると昇進意欲が高くなった。噂や陰口を言われる否定的な経験をしたとし

ても，自分はこの仕事をすることができるという自己効力感があることで奮起し昇進意欲が高まっ

たと考えられる。 

研究 1では女性特有の項目として「性別役割への言及」が得られたが，研究 2では女性において

「性別役割への言及」は昇進意欲とは関連は見られず，SEの調整効果も見られなかった。坂田・唐 

(2018) では，好意的性差別の一つである伝統的女性役割期待の経験を受けた女性が状態自尊心を低

下させることによって昇進意欲が低下することを示したが，本研究では異なる結果となった。この

点について，坂田・唐 (2018) の用いた好意的性差別言動経験尺度 (後藤他, 2012) は伝統的な女性

の役割そのものに対する項目内容であったが，本研究では「子育てや家庭のために昇進は難しい」

といった女性役割があるために昇進が困難であると言及されたという項目内容であった。こういっ

た項目内容の違いが影響を与えた可能性が考えられる。加えて，男女の初期キャリアについて調査

した大槻 (2021) では，「多くの場合，女性が担当する仕事」についていると回答した女性はそうで

ない女性より管理職志向が低い傾向も見られており，性役割や性別に基づいた周囲の言動や仕事の

割り当てをされることによって女性の昇進意欲は低下することは明らかであり，更なる検討が必要

である。 

一方で，女性参加者において勤続年数が長いほど昇進意欲が高くなる結果が得られた。この結果

について，その会社に長く勤めることができた女性の昇進意欲が高かった可能性が考えられる。本

研究では今の会社で働き始めた際の昇進意欲と現在の昇進意欲の変化についても尋ねているが，女

性の平均値は 2.68であり，女性の昇進意欲の変化は減少傾向を示していることがわかる。そのため，

元から昇進意欲の高かった人が転職することなく同じ会社で働き続けていた可能性が考えられる。

また，本研究では 1時点での調査であるため，参加者自身の昇進意欲の変化の推移は把握できてい

ない。そのため，長い勤続年数の中で調査を実施した時期の昇進意欲が高かったということも考え

られる。 

職場での否定的な反応の経験を尋ねた結果，男性の方が女性と比較して否定的な経験を多く経験

していたが，昇進意欲は女性の方が低かった。階層的重回帰分析の結果より，昇進意欲に対する否

定的な反応の経験の中でも，昇進意欲に対して正の影響を示しているのは女性参加者では能力経験



 - 58 - 

不足の指摘の一つだけである一方で，男性参加者では能力・経験不足の指摘と平均以上の頑張りの

否定の二つであった。そして，負の影響を示しているのは，女性参加者では頑張りの否定・無視と

敵対心の直接的表出の二つ，男性参加者では敵対心の直接的表出と無視 (嫌がらせ) の二つであっ

た。男女ともに否定的な反応の経験がある一方で，経験の種類によって昇進意欲に対する影響が異

なっており，否定的な反応の経験の多さに比例して昇進意欲が低下するのではなく，経験に対する

解釈やその他の職場環境についても検討する必要が考えられる。 

最後に今後の展望として，以下の 3点が挙げられる。第一に，本研究では否定的な経験をするこ

とで昇進意欲を失うことが明らかになったが，どのように昇進意欲を失っていくかのプロセスは未

検討であるため，昇進意欲を持っている女性が否定的な反応の経験をすることで昇進意欲を失うプ

ロセスについて検討する必要があると考えられる。第二に，本研究では日本の有職者の男女を対象

としたが，女性の昇進意欲に関する研究では入社後の初期が重要であることが示されているため 

(島, 2019)，入社前から入社後にかけて縦断調査を行うことで，女性が否定的な反応を経験し昇進意

欲がどのように変化していくかを検討することが必要であると考えられる。例えば，入社直後の新

入社員が経験する特有の否定的な反応の経験が存在する可能性があるため，勤続年数や職位の違い

による否定的な反応の経験の内容や昇進意欲への影響について検討したい。第三に，Rudman & 

Fairchild (2004) では，バックラッシュとステレオタイプ維持モデル (the backlash and stereotype 

maintenance model) でバックラッシュがステレオタイプを維持するプロセスを示した。このモデル

では，行為者がバックラッシュを受けることを恐れた結果，ステレオタイプから逸脱した行動をや

めたり，性別に一致した行動をとるようになることが示されている。このことから，日本の働く女

性も昇進意欲を示すことによって，職場で否定的な経験を受けることを恐れた結果，仕事を頑張ら

なくなったり，昇進意欲を示さなくなる可能性が考えられ，この点について検討する必要が考えら

れる。 
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付録 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
1. 年齢 – - .03 - .13 * - .01 .60 ** .01 .16 ** .01 .10 † .01 .10 † - .03 –
2. 昇進意欲 .08 – .73 ** .38 ** .05 - .06 - .10 * - .18 ** - .22 ** - .18 ** - .18 ** .04 –
3. 昇進意欲の変化 .06 .68 ** – .32 ** - .07 - .14 ** - .20 ** - .20 ** - .26 ** - .18 ** - .21 ** .00 –
4. 自己効力感 .13 * .26 ** .19 ** – .03 - .12 * .02 - .31 ** - .11 * - .09 - .06 .09 † –
5. 勤続年数 .52 ** .15 ** .07 .13 * – .02 .05 .00 .00 - .03 - .01 - .01 –
6. 能力・経験不足の指摘 .01 .03 - .12 * - .14 * .09 † – .63 ** .61 ** .65 ** .62 ** .59 ** .54 ** –
7. 頑張りの否定・無視 .06 - .12 * - .27 ** - .08 .11 * .68 ** – .46 ** .71 ** .63 ** .69 ** .56 ** –
8. 対人スキルの否定 - .11 * - .01 - .09 † - .26 ** .04 .66 ** .50 ** – .51 ** .51 ** .55 ** .50 ** –
9. 敵対心の直接的表出 .02 - .12 * - .21 ** - .09 † .06 .62 ** .75 ** .54 ** – .73 ** .79 ** .54 ** –
10. 無視 (嫌がらせ) - .02 - .05 - .14 ** - .10 † .03 .64 ** .66 ** .55 ** .76 ** – .69 ** .55 ** –
11. 噂・陰口 .03 - .01 - .11 * - .05 .15 ** .59 ** .65 ** .60 ** .77 ** .70 ** – .59 ** –
12. 平均以上の頑張りの否定 .09 † .08 - .05 .05 .18 ** .59 ** .62 ** .54 ** .59 ** .58 ** .63 ** – –
13. 性別役割への言及 .03 - .01 - .12 * - .02 .17 ** .60 ** .60 ** .51 ** .55 ** .55 ** .60 ** .63 ** –

男女別の尺度間の相関係数

注1) 上側が男性参加者，下側が女性参加者の結果。
** p  < .01, * p  < .05, † p  < .10

Table  S1



 - 62 - 

両親の養育行動が中学生の子どもの心理的特性に与える影響 

―3 つの横断データを用いた検討― 
 

西村 由貴子1・清水 陽香2・中島 健一郎 1 
 

The Influence of Parenting Behavior on the Psychological Characteristics of Junior High School 
Children: An Examination Using Three Cross-Sectional Data Sets 

 

Yukiko Nishimura and Haruka Shimizu and Nakashima Ken'ichiro 

 

This study examined the effect of parenting behaviors on children’s development, particularly 

focusing on junior high school-aged children. In Japan, parent training (PT) programs have been 

widely implemented to support parents, especially mothers of young children and those with 

developmental disabilities. The PT programs have been effective in reducing children’s 

behavioral issues and parental stress. However, research about the efficacy of PT for parents of 

typically developing adolescents remains limited despite growing concerns about parental stress 

and mental health. While international research highlights the benefits of including fathers in 

PT programs, Japanese studies on paternal involvement remain scarce. This study utilized 

triadic data from junior high school-aged students and their parents to explore how parental 

behaviors influence children’s self-esteem, depression, autonomy, and career consciousness 

using three cross-sectional datasets. The analysis revealed that children’s perceptions of their 

parent’s behaviors significantly mediated their outcomes. Mothers’ “respect for their child’s 

thoughts,” “involvement and monitoring,” and “positive responsiveness” were strongly 

associated with children’s career consciousness and self-esteem. Fathers’ “respect for their 

child’s thoughts” and “positive responsiveness” contributed positively but to a lesser extent than 

mothers’. These findings highlight the importance of a father’s involvement in adolescent 

development and suggest that PT programs should include fathers. This research provides 

foundational knowledge for enhancing evidence-based parenting interventions in Japan. 

 

キーワード：parenting behavior, triadic data, Parent Training, secondary analysis 
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問 題 

 

 養育行動とは「親に子どもの発達への意図があるか否かにかかわらず，親の子どもに対する直接

的 (対面的) な関わり」である (末盛, 2000)。これと関連する概念として養育態度があるが，その定

義 (親が子どもを育てるにあたって，意図的あるいは無意図的にとる一般的態度・行動) を踏まえ

ると，これらの概念はほぼ同義と考えられる (岡田他, 1997)。そのため，本稿では分かりやすさの

ために，これらの定義（もしくは類似の定義）のもとで進められた先行研究を紹介する際には「養

育行動」と表記を統一し，紹介する。 

 養育行動は，子どもの発達に大きな影響を与えることが知られている。例えば，母親の服従的，

過保護，甘やかしといった養育行動が幼児の自己主張や向社会的行動に負の影響を与えること (戸

田，2006)，母親の応答性 (親が子どもの意図・欲求に気づき，愛情のある言語や身体的表現を用い

て，子どもの意図をできる限り充足させようとする行動) が幼児の社会的スキルの高さや問題行動

の少なさに正の影響を与えること (八橋他, 2016)，さらに母親の応答性得点が平均以上である幼児

の方が，平均以下である幼児よりも自己抑制が高いことなどが指摘されている (前田, 2018)。また，

養育行動について子どもの特性に着目すると，発達障害児の保護者は，定型発達児の保護者と比較

して，肯定的関わりや相談・つきそいの得点が低く，叱責，育てにくさ，対応の難しさが高い傾向

が認められている (中島他, 2012)。 

 このような背景から，国内では主に幼児期の子どもや発達障害の子どもを持つ母親を対象とした

ペアレント・トレーニング (以下，PT とする) が数多く開発・実施されている (cf. 原田他, 2013)。

PT とは，養育者を対象に適切な養育行動を習得してもらうことで，子どもや養育者の援助を試みる

介入プログラムのことを指し，養育者への介入を通して子どもの問題行動や抑うつの減少，養育者

自身の育児ストレスの減少などの効果が認められている (津田他, 2012)。また，PT によって養育者

が子どもに対する受容的な対応を学ぶことで，親子関係にかぎらず家族関係にも肯定的な影響を与

えることが指摘されている (大島他, 2022)。このように，養育者への介入によって家族全体に肯定

的な効果を与えることが期待できることから，特に家族支援の重要性が指摘される発達障害児の子

どもを育てる家族への支援施策として，PT の普及が推進されている (厚生労働省, 2020)。 

 一方，内閣府 (2020) の調査によると，子どもの年齢や障害の有無にかかわらず，子どもを持つ

20代から 40代の保護者の 43.1%が「子育てによる精神的疲れが大きい」と感じている。さらに，松

井・藤井 (2020) によると，子どもは思春期になると自我が芽生え，親などの大人に対して批判的に

反論し，無視するなどの態度を取るようになるが，母親はこのような子どもの発達に対応した養育

行動をとることは難しく，自身の養育行動に対する自信の低下や，育児ストレスが生じるとされて

いる。保護者の精神的健康の悪化や育児ストレスが，児童虐待等の不適切な養育の重要なリスク要

因となり得ることを併せて考慮すれば (中村・高橋, 2013)，定型発達の思春期の子どもを持つ保護

者に対しても，PT をはじめとした子育てに関するサポートの拡大や普及が望まれる。 

 加えて，PT 研究が進む欧米では，1980年代から PT の対象に父親を含めることの重要性が指摘さ

れており (cf. Webster, 1985)，両親を PT の対象とすることにより PT の効果が高まるかに着目した
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効果検証やメタ分析も盛んに行われている (Bargner, 2013; Bargner & Eyberg, 2003; Lundahl, B. W. et 

al., 2008)。これらの研究によると，母親のみを対象とした場合よりも，子どもの問題行動が有意に

減少し，追跡調査時の介入効果が維持されやすいことが示されている。一方，国内においては，調

査実施に必要な金銭的・作業的コストの大きさから，父・母・子を含むトライアド・データを用い

た検討が非常に少なく (田中, 2013)，父母を PT の対象とすることの有効性を検証する以前に，父母

の養育行動が定型発達の思春期の子どもにどのような影響を与えるかについての基礎的な知見が不

足しているという問題点がある (前原他, 2021)。 

 そこで本研究では，中学生の子どもとその両親を含むトライアド・データを用いて，両親の養育

行動が子どもの自尊感情，抑うつ，自律性，キャリア意識にどのような影響を与えるかについて検

討することを目的とした。基礎的な知見の提示方法について，Frank (2015) は再現性の高い頑健な

知見を提示する方法の一つとして，同一の研究プロジェクト内で追試を行いつつ探索的に研究を進

めていくことを推奨している。父親を含めた両親を PT の対象とすることへの，より強い証拠を得

るためにも，本研究では 3 つの横断データを用いて，同様の研究目的について追試的検討を重ねる。

これは，心理学における「エビデンスに基づく実践 (Evidence based practice)」を実現するためにも

重要な取り組みであるといえる (三田村・武藤, 2012)。 

 以下では，子どもの心理的特性として自尊感情に加え，自律性・キャリア意識・抑うつに着目し

た理由について順に述べる。 

 

自尊感情 

 自尊感情の高さがあらゆる状況で望ましいとは一概には言えないものの (Heatherton & Voh, 

2000) ，思春期・青年期の自尊感情の低下が，成人期のメンタルヘルスや逸脱行動といった問題に

結びつきやすいという指摘 (Trzesniewski et al., 2006) や，子どもの自尊感情の低さが，いじめや不

登校の背景要因となり得ること (鹿児島県教育委員会, 2020)，子どもの不登校などの諸問題により

親が自責，抑うつなどの感情を感じやすくなるといった指摘を踏まえると (村瀬, 1996)，子どもの

低い自尊感情は家族全体に不適応を生じさせる要因となり得ると言えるだろう。さらに，思春期前

期にあたる中学生は，身体的・心理的に大きな変化に直面し，他者からの評価に敏感になりやすく，

自尊感情が低下しやすいことが指摘されている (都筑, 2005)。加えて，Brummelman (2022) は，子ど

もの自尊感情を直接的に高めようとする取り組みは，自己愛を助長させたり，逆に自尊感情を低下

させたりする懸念があるため，自尊感情に直接的に介入するのではなく，その規定因に介入するこ

とが望ましいと主張している。本研究では，その規定因の 1 つとして，父母の養育行動を取り上げ

る。 

 

自律性 

 自律性は「家族や友人などの外からの支配を受けず，自分の意思に従って行動する能力」と定義

され，アイデンティティ確立の基礎となる重要な概念である (服部・島田, 2004)。中学生の自律性

の獲得に関して松平・三浦 (2007) は以下のように述べている。 
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自律性の獲得は青年期における心理社会的発達の中心的課題のひとつである。親のもとを離れ，

自分自身の生活をコントロールできるようになることはすべての若者の目標であり，家族関係

における独立や自律性の発達は，青年期の重要な課題と考えられる。(中略) さて，中学生段階

にあたる青年期前期は子どもが身体的・社会的な課題に直面する重大な時期にあたり，親の関

わりが難しい時期とされる。事実，この時期を境目に問題行動や不適応を起こす子どもも多い。 

(中略) 中学生段階は自律性獲得の初期段階にあたる。また，心理社会的発達において重要な時

期にあたるとも考えられる。しかし，その重要な時期にあたる中学生の自律性獲得についての

研究はまだまだ少ない (p.106-107 )。 

 

 上記の松平・三浦 (2007) の主張と，自律性が生活満足度や主観的幸福感，精神的健康などと正の

関連があることを踏まえれば (西田, 2000) ，中学生における自律性の獲得について親から子への影

響に着目して検討し，PT の開発・改良につなげることには意義があると考えられる。 

 

キャリア意識 

 キャリア意識は，「キャリア発達を促す基礎的な意欲・態度・能力に対する児童生徒の意識」と定

義され，自律性と同様に重要な発達課題の一つである (新見, 2008) 。たとえば，新見 (2008) は就

労前の若者のキャリア意識の低さがフリーターやニートの増加や若年者の早期離職などと関連する

と述べている。さらに，キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書 (文部科学

省, 2016) では，子どものキャリア意識について以下のように述べられている。 

 

近年，少子化や家庭の経済的ゆとりの増大，高学歴志向等を背景として，大学，短大，専門学

校等の高等教育機関に進学する者の割合は著しく上昇してきた。そうした動きに伴って，若者

が職業について考えたり選択・決定したりすることを先送りする傾向，いわゆるモラトリアム

傾向が強くなり，進学も就職もしようとしなかったり，進路意識や目的意識が希薄なまま「と

りあえず」進学したりする若者が増加していることが指摘されている (p.5-6)。 

 

 同報告書によると，中学卒業後にすぐに就職する者や，高等学校を中途退学する者が少なからず

存在する現状を踏まえ，中学生等の早い段階のキャリア発達を促進することが極めて重要であると

されている。加えて，キャリア発達の領域では，家族や親密な他者とのコミュニケーションが重要

視されることが多く，たとえば，Keller & Winston (2008) は，養育者との親密なコミュニケーション

と中学生のキャリア成熟度との間に正の関連があることを示している。また，家族や友人とのコミ

ュニケーションが職業選択の基盤となる能力・態度・知識等の自己評価を高め，それがキャリア意

識の発達に寄与することを示唆する研究もある (新見・前田, 2008)。若者のフリーターやニートの

増加，若年者の早期離職が国内で問題視されている今 (総務省, 2020)， PT の開発・改良のために中

学生のキャリア意識の発達を促す親から子への関わりについて検討することは意義があると言える。 
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抑うつ  

 青年期の抑うつは，学業成績の悪化，社会的不適応，自殺企図や希死念慮などのリスクを高める

ことが指摘されている (Bhatia & Bhatia, 2007; Kessler & Walters, 1998; 佐藤・下津・石川, 2008)。小

学 1年生から中学 3年生までの 3331名 (男子 1535名，女子 1796名) を対象にした調査では，日本

の小学生の 7.8%，中学生の 22.8%がカットオフスコアを超える高い抑うつ得点を示すことが明らか

になっている (傳田他, 2004)。さらに文部科学省の報告によると，中学生の年間自殺者数が 2016年

には 69 人であったのに対し，2021 年には 109 人にまで増加しており，自殺した児童生徒が置かれ

ていた状況としては，不明を除いたときに最も多いものに父母の叱責，次いで家庭不和であること

も報告されている (文部科学省, 2021)。青年期の抑うつが自殺企図や希死念慮などのリスクを高め

るという指摘や (佐藤他, 2008)，文部科学省の報告の内容を踏まえると，日本の中学生の抑うつの

問題は軽視できない問題であるとともに，中学生の抑うつと両親の養育行動との関連を検討するこ

とには意義があると考えられる。 

 

研究の目的 

 以上より，本研究では，3 つの横断データを用いて，両親の養育行動が中学生の子どもの自尊感

情，自律性，キャリア意識，抑うつに与える影響について検討することを目的とする。サンプルの

異なる 3 つのデータで繰り返し検討を行い，共通して認められた結果に着目することで，父親を含

めた両親を対象とした PT を開発するための，より強い証拠を得ることを目指す。 

 なお，養育行動について吉澤他 (2017) は，親の養育やしつけに対する認知と，それらの行動に対

する子どもの認知を区別する必要があるとし，特に年齢の高い子どもを対象とする際には，親の認

知よりも子どもの認知の方が子どもの特性に影響力を持つことを指摘している。また，西村他 

(2024) や Nishimura et al. (2024) では，養育行動の子どもの認知と子どもの各心理的特性に関連があ

ることが認められている。具体的には，母親の「肯定的応答性」と子どもの自尊感情との間に正の

関連が，両親の「意思の尊重」・「肯定的応答性」と子どものキャリア意識との間に正の関連がある

ことなどが示されている。以上を踏まえ，本研究では，養育行動について父・母・子の三者それぞ

れの認知を測定し，両親の養育行動の認知がそれに対する子どもの認知を媒介して，子どもの心理

的特性に影響を与えるプロセスを仮定する (Figure 1)。 

 

Figure 1 

本研究で想定している媒介モデルの例 
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使用するデータについて 

 本研究では，3 つの横断データ (研究 1; 133組，研究 2; 169組，研究 3; 539組) を用いて検討を

行う。なお，研究 1 で使用するデータは西村他 (2020) ，研究 2 で使用するデータは Nishimura et al., 

(2024)，研究 3 で使用するデータは西村他 (2024) の二次利用である。研究 1 から 3 で対象となった

参加者の要約統計量をまとめたものを，Table 1 に示す。 

 

Table 1 

本研究で使用する参加者の要約統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

使用した尺度3 

肯定的・否定的養育行動尺度 伊藤他 (2014) が作成した尺度を使用した(34項目; 4件法)。「子ど

もが出かけるときは，行き先や帰る時間を聞く」などの項目を含む「関与・見守り」因子，「子ども

が何かうまくできたときには，ほめてあげる」などの項目を含む「肯定的応答性」因子，そして「子

どもが問題に直面していても，できるだけ本人に解決させる」などの項目を含む「意思の尊重」因

子が肯定的養育行動に位置づけられる。「どの友達と遊ぶべき（遊ぶべきでない）かを，子どもに言

い聞かせている」などの項目を含む「過干渉」因子，「子どもを叱ったりほめたりする基準が，その

 

3 使用した尺度の詳細は，OSF 内 (研究 2: osf.io/7c5sr，研究 3: osf.io/w5hxc) に記載している。 

file:///C:/Users/Owner/Desktop/osf.io/7c5sr
file:///C:/Users/Owner/Desktop/osf.io/w5hxc
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時の気分で左右される」などの項目を含む「非一貫性」因子，そして「子どもが悪いことをしたと

きには，大声で怒鳴る」などの項目を含む「厳しい叱責・体罰」因子が否定的養育行動に位置づけ

られる。これらの質問項目について，父親・母親・子どもに対してそれぞれ回答を求めた。 

自尊感情尺度  Rosenberg (1965) を山本・松井・山成 (1982) が邦訳した尺度を使用した (10項目; 

4件法) 。「私は，他の大半の人と同じくらいに物事がこなせる。」「私は，自分自身にだいたい満足

している。」などの項目について，子どもに回答を求めた。 

中学生版自律性尺度 服部・島田 (2004) が作成した尺度を使用した(15項目; 4件法)。「何か問題

があったときには自分で解決するよりもまず親に助けを求める」などの項目を含む「親への過剰依

存」因子，「話し合いの時に自分の意見を言うことができる」などの項目を含む「自律的意思決定」

因子，「私にはいろいろと良いところがある」などの項目を含む「自尊感情・自己肯定感」因子の 3

因子 15項目から構成されている。これらの質問項目について，子どもに回答を求めた。 

 日本版小児用自律性尺度（JEAS） 研究2・3では，自律性尺度をEmotional Autonomy Scale (Steinberg 

& Steinberg, 1986) の邦訳版 (安藤他, 2004) に変更した(20項目; 4件法)。尺度の変更理由は後述す

る。安藤他 (2004) は，「私が親になったら，親にしてもらったように子どもにするつもりだ」など

の項目を含む「反理想化と独自性」因子，「自分で解決する前に，まず親に頼ってしまう」などの項

目を含む「依存と同化」因子，「私の親は，私がいる時といない時では，違うことを話すと思う」な

どの項目を含む「親子の大人認知」因子の 3因子 20項目から構成されている。これらの質問項目に

ついて，子どもに回答を求めた。 

中学生版キャリア意識尺度 新見 (2008) が作成した尺度を使用した(19 項目; 6 件法)。「高校で

は，どんな勉強をするか知りたいと思う」などの項目を含む「情報活用」因子，「子どもは，将来の

ためにしっかり勉強するべきだと思う」などの項目を含む「将来設計」因子，「すぐにできなくても，

できるまで頑張ろうと思う」などの項目を含む「意思決定」因子の 3 因子 19 項目で構成されてい

る。これらの質問項目について，子どもに回答を求めた。 

抑うつ尺度 (CES-D) Radloff (1997) が作成し，島・鹿野・北村 (1985) によって翻訳された日本

語版の尺度を使用した (20 項目; 4 件法)。「過去のことについてくよくよ考える」「憂鬱だ」などの

質問項目について，子どもに回答を求めた。 

 

研究１ (133 組) 

 

 問題部分で述べたように，本研究の目的は 3 つの横断データを用いて，両親の養育行動が中学生

の子どもの自尊感情，自律性，キャリア意識，抑うつに与える影響について検討することである。

そのために，研究 1 から 3 の 3 つのデータについて二次解析を行い，共通して認められた結果に着

目することで，父親を含めた両親を対象とした PT を開発するためのより強い証拠を得ることを目

指す (Frank, 2014)。研究 1 では，西村他 (2020) のデータを用いて，Figure 1 に示したような媒介プ

ロセスを想定した構造方程式モデリングによる検討と間接効果の検定を実施する。 
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調査対象者と手続き4 

西村他 (2020) のデータを使用した。分析対象者は，中学生とその両親 133組 (計 399名) であっ

た。両親と子どもに肯定的・否定的養育行動尺度，子どもに自尊感情尺度，中学生版自律性尺度，

中学生版キャリア意識尺度，抑うつ尺度 (CES-D) への回答を求めた。肯定的・否定的養育行動尺度，

自尊感情尺度，中学生版キャリア意識尺度，抑うつ尺度 (CES-D) についての尺度得点作成の手順

は，Nishimura et al., (2024) や西村他 (2024)，OSF 内 (osf.io/7c5sr，osf.io/w5hxc) に記載している。 

中学生版自律性尺度については，先行研究 (服部・島田, 2004) から因子数の候補が 3 と決まって

いるものの，その研究では構造的側面の証拠は得られていない。そのため，3 因子構造を第一案と

した上で探索的因子分析 (最小二乗法) を実施する。因子数は，前述した通り第一候補を 3 とし，

因子負荷量の大きさ（.40 以上）や多重負荷の観点から項目の選定を行いつつ，最終的には項目群か

ら解釈可能な因子構造が決定できるかどうか，言い換えれば因子が概念的に命名できるかを優先し

て判断する。もし 3因子構造で解釈可能な因子が決定できなかった場合は，平行分析や対角 SMC並

行分析，MAP (Minimum Average Partial) などの基準を基に，因子数の候補を決定する。そして，上

述した形で因子構造を判断する。その後，因子ごとの項目群について項目分析を行い，最低基準以

上であった場合に，尺度得点を算出する。なお，探索的因子分析によって解釈可能な因子が決定で

きなかった場合は，先行研究（服部・島田, 2004）で提案されている項目群ごとに α係数を算出し，

最低基準以上 (.70 以上) である場合に尺度得点を作成することにする。 

 

構造方程式モデリングによる検討  

 両親の養育行動が中学生の子どもの自尊感情，抑うつ，自律性，キャリア意識に与える影響を検

討するために，養育行動の 6 つの下位因子それぞれについて構造方程式モデリング (SEM) による

分析を実施する。モデルの適合度については，経験的な基準として CFI が.90 以上，RMSEA，SRMR

が.10 以下を目安とする。分析において十分な適合度が認められなかった場合は，父母の養育行動か

ら直接子どもの心理的特性へのパスを追加することは可能であるものの，理論的には導出不可能で

あるためにモデル修正は行わず，今後の研究の示唆を得るための参考情報として変数間の関連を考

察する。 

 

間接効果の検定  

 SEM において，両親の養育行動から子どもの心理的特性に至るまでのパスが全て有意であったプ

ロセスについて，間接効果の検定を実施する。これにより，両親の養育行動に対する子どもの認知

の媒介効果を検討することが可能になる。 

 

 

 
4 研究 1 から 3 の手続きは，広島大学に設置されている倫理審査委員会による審査を受けており，

その内容について承認を得ている (承認番号: 20211006)。 

file:///C:/Users/Owner/Desktop/osf.io/7c5sr
file:///C:/Users/Owner/Desktop/osf.io/w5hxc
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結果と考察 

 

研究 1 から 3 の全ての分析について，尺度得点の作成は HAD (清水, 2016) の version 18.002 を，

構造方程式モデリングによる検討や間接効果の検定は M plus の version 8.7 を用いた。またその際

には伊藤 (2018) の手続き及び留意点を参考に分析を実施した。 

使用した尺度の信頼性と妥当性の検討 

 肯定的・否定的養育行動尺度 肯定的・否定的養育行動尺度について，伊藤他 (2014) で提案され

ている項目群ごとに母親・父親・子どもそれぞれについて α係数を算出したところ，「過干渉」因子

以外の全ての項目群において α 係数の最低基準 (.70 以上; 石井, 2014) を満たしていたことが確認

された。そのため，「過干渉」以外の 5 つの下位因子について，個人ごとに平均得点を算出した。 

 自尊感情尺度 全項目群について α係数を算出したところ，基準を満たすことが確認されたため，

尺度得点として個人ごとに項目群の平均値を算出した。 

  中学生版自律性尺度 まず探索的因子分析を行い，因子構造を確認した。HAD のスクリープロッ

トにおいて，MAP では因子数「1」が，平行分析では因子数「3」が，そして対角 SMC 平行分析で

は因子数「4」が提案されていたため，先行研究で想定されていた 3因子を想定した探索的因子分析 

(最小二乗法) を行った。因子負荷量に着目し，事前に設定していた因子負荷量の基準 (.40 以下は削

除する) に基づき，「11. 勉強で分からないことがあっても先生に質問することができない (.296) 」

「13. 悩みがあるときは親だけに相談して友達には相談しない (.337) 」「7. どんなに困っても親に

は頼らない (.387)」を順に削除したところ，すべての質問項目で因子負荷量が基準を満たしていた 

(.459- .948)。しかし， 各因子の質問項目の内容を踏まえると，得られた因子構造の解釈が困難であ

ったため，スクリープロット上の「MAP」で適切であると示されていた因子数「1」を想定した探索

的因子分析を行った。同様に，事前に設定していた因子負荷量の基準 (.40 以下は削除する) に基づ

き，「10. できるなら親といつも一緒にいたい (.029)」「7. どんなに困っても親には頼らない (.028)」

「4. 何か問題があったときに自分で解決するよりもまず親に助けを求める (.097) 」「13. 悩みがあ

るときは親だけに相談して友達には相談しない (.107)」「1. 自分ではどうしようもなくなったとき

は親に助けを求める (.370)」「11. 勉強で分からないことがあっても先生に質問することができない 

(.375)」の 6項目を削除したところ，全ての質問項目で因子負荷量が基準を満たしていた (.593 - .784)。

また，α係数の値も基準を満たしていた (α = .888)。そのため，今回の研究では，質問項目の 2，3，

5，6，8，9，12，14，15 の 9項目を使用して自律性の尺度得点を作成することにする。この手続き

により，先行研究で想定されていた「親への過剰依存」に含まれる質問項目がすべて削除されると

いう結果になったが，最終的に残った項目群は全体として服部・島田（2004）の自律性の概念的定

義に対応しているため，大きな問題はないと判断した。 

 中学生版キャリア意識尺度 はじめに探索的因子分析 を行い，因子構造を確認した。HAD のス

クリープロットにおいて，MAP と平行分析の結果は因子数「1」を，対角 SMC 平行分析の結果は因

子数「3」を示していたため，先行研究で想定されていた 3因子を想定した探索的因子分析 を行っ

た。事前に設定していた因子負荷量の基準 (.40 以下は削除) に基づき，「2. 掃除や係の仕事は自分
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がしなくても他の人がしてくれると思う(.215)」「10. 計画や時間を決めて勉強したいと思う (.322)」

「9. 子どもは，将来のためにしっかり勉強するべきだと思う (.331)」「7. やる気になったら，家の

手伝いや掃除ができると思う(.358)「5. みんなと意見が違っても，自分の意見を言うことができる

と思う (.363)」「8. 調べたことを人にわかりやすく発表することができると思う (.374)」を削除した

ところ，すべての質問項目で因子負荷量が基準を満たしていた(.404-.944)。しかし，自律性尺度と同

様に，各因子の質問項目の内容を踏まえると，得られた因子構造の解釈が困難であったため，先行

研究で想定されていた因子構造とは異なるが，スクリープロット上の「MAP」「平行分析」で適切で

あると示されていた因子数「1」を想定した探索的因子分析を行った。さらに，因子負荷量の基準 

(.40 以下は削除) に基づき，「2. 掃除や係の仕事は自分がしなくても他の人がしてくれると思う 

(.241)」「7. やる気になったら，家の手伝いや掃除ができると思う (.327)」 を順に削除したところ，

全ての質問項目が因子負荷量の基準を満たしていた(.551 - .851)。また，α係数の基準も満たしてい

たため (α = .956)，本研究では質問項目 2，7 を除いた全 17項目で尺度得点を作成することにした。

また，質問項目 2，7 はいずれも先行研究で想定されていた下位尺度の「将来設計」に含まれる項目

であったが，今回の研究では「キャリア意識」1 因子を分析に使用する計画であるため，因子の解

釈可能性において特に問題はないと判断した。 

 抑うつ尺度 全項目群について α 係数を算出したところ，基準を満たすことが確認されたため，

尺度得点として個人ごとに項目群の平均値を算出した。 

 これらの因子構造の検討を終えた後，記述統計量を算出した。結果を Table 2 に示す。 

 

Table 2 

研究 1 で用いた尺度の記述統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造方程式モデリングによる検討 

 分析計画で述べたように，「過干渉」を除く養育行動尺度の各下位因子について SEM による分析

を行った。その結果，「非一貫性」以外の全てのモデルについて，適合度の目安を満たすモデルが

得られた (Figure 2 -5) 。「非一貫性」については適合度の目安を満たさなかったものの，今後の研



 - 72 - 

究の示唆を得るための参考情報として，モデルとその適合度を Figure .6 に示す。本研究では，図中

の ** は p < .01 であること，* は p < .05 であることを，実線のパスは有意であること，破線のパ

スは非有意であることを表しており，その判断はステップダウンボンフェローニ法を用いた有意性

検定に基づいている。 

 

Figure 2 

研究 1 における意思の尊重に関するモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 3 

研究 1 における関与・見守りに関するモデル 
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Figure 4 

研究 1 における肯定的応答性に関するモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 5 

研究 1 における厳しい叱責・体罰に関するモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 6 

研究 1 における非一貫性に関するモデル 
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 両親の養育行動の認知と子どもの認知との関連 分析の結果，全てのモデルにおいて，両親の養

育行動の認知と，それに対する子どもの認知との間に正の関連が認められ，その関連の大きさは母

親の方が大きいことが示唆された。 

 養育行動の子どもの認知と子どもの心理的特性との関連 分析の結果，両親の「意思の尊重」と

「関与・見守り」，「肯定的応答性」に対する子どもの認知と，子どもの自律性，キャリア意識には

正の関連が， 抑うつには負の関連があることが示唆された。さらに，「非一貫性」については適合

度の目安を満たしていなかったものの，両親の「非一貫性」と「厳しい叱責・体罰」と子どもの自

律性との間には負の関連が，抑うつとの間には正の関連があることも示唆された。一方で，養育行

動に対する子どもの認知と，子どもの自尊感情との関連は認められなかった。 

 

間接効果の検定 

分析計画に基づき，両親の養育行動から子どもの心理的特性に至るまでのパスがすべて有意であ

ったプロセスについて，間接効果の検定を行った。結果を Table 3 に示す。なお，表中の太字は有

意であることを表す。研究 1 より，両親の意思の尊重，関与・見守り，肯定的応答性がそれに対す

る子どもの認知を媒介し，子どものキャリア意識，自律性に正の影響を，抑うつに負の影響を与え

ることが示唆された。さらに，両親の非一貫性がそれに対する子どもの認知を媒介し，子どもの自

律性に負の影響を，抑うつに正の影響を与えることも示唆された。加えて，父親の厳しい叱責・体

罰がそれに対する子どもの認知を媒介し，子どもの自律性に負の影響を，抑うつに正の影響を与え

ることが示唆された。以上より，両親の肯定的養育行動は子どもの心理的特性に広く影響を与える

こと，両親の否定的な養育行動は子どもの自律性や抑うつには影響を与えるが，キャリア意識とは

関連しないことなどが示唆された。 

一方，両親の養育行動に対する子どもの認知と子どもの自尊感情との間には有意な関連が認めら

れなかった。これは，先行研究 (趙他, 2011; 渡邉・平石, 2007) とは一致しない結果である。ま

た，非一貫性については適合度の目安を満たすモデルが得られず，認められた変数間の関連は参考

情報として位置付けるにとどまった。加えて，中学生版自律性尺度について実施した探索程因子分

析では，15項目中 6項目が削除され，分析に使用した 9項目のうち 5項目が「自尊感情・自己肯

定感」因子に含まれていたことから，尺度の妥当性が担保されているとは言い難い。そのため研究

2 では，自律性尺度をより妥当な尺度に変更したうえで研究 1 と同様の媒介モデルを想定し，構造

方程式モデリングによる検討と間接効果の検定において，研究 1 と同様の結果が得られるかどうか

検証する必要がある。 
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Table 3 

研究 1 における間接効果の検定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究２ (169 組) 

 

 研究 2 の目的は，自律性尺度をより妥当な尺度に変更したうえで研究 1 と同様の媒介モデルを想

定し，研究 1 と同様の結果が得られるかどうか検証することである。研究 2・研究 3 では，より妥

当な自律性尺度として，Emotional Autonomy Scale (Steinberg & Steinberg, 1986) の邦訳版 JEAS (安藤

他, 2004) を使用した。JEAS は個人と親との密接な関係の変化に関する自律である「情緒的自律」

を測定する尺度であり，養育行動に着目している本研究で用いる自律性尺度としてより適切である
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と判断した。 

 

調査対象者と手続き 

研究 2 では Nishimura et al., (2024) のデータを使用した。分析対象者は，中学生とその両親 169組 

(計 399名) であった。研究 1 と同様に，両親と子どもに肯定的・否定的養育行動尺度，子どもに自

尊感情尺度，JEAS，中学生版キャリア意識尺度，抑うつ尺度 (CES-D) への回答を求めた。手続き

の詳細は，OSF 内 (osf.io/7c5sr) に記載している。 

JEAS (安藤他, 2014) については，尺度開発の現状を踏まえた時に，自律性尺度として使用可能だ

と判断したものの，原版 (Steinberg & Steinberg, 1986) では逆転項目となっていなかった質問項目「3」

が逆転項目となっていること，反対に，原版では逆転項目となっていた質問項目「4」「11」が逆転

項目となっていないことなどから，逆転項目を含む尺度の信頼性や妥当性が十分に担保されている

とは言い難いと考えられた。そのため，まず研究 2 のデータについて探索的因子分析を行ったうえ

で，研究 3 のデータでも同様の因子構造が認められるかについての確認的因子分析を行う。その際，

適合度の目安 (CFI が.90 以上，RMSEA，SRMR が.10 以下) を満たさなかった場合には，後述する

他の尺度とは異なり，研究 3 のデータについても探索的因子分析を行ったうえで，両データで同様

の因子構造が見られた因子のみを一定の頑健さが担保された因子として分析に使用することにする。 

 

構造方程式モデリングによる検討  

 研究 1 で得られたモデルや，参考情報として位置付けたモデルを予測モデルとした SEM による

検討を実施する。適合度の目安や適合度を満たさなかった場合の結果の解釈方法，p 値の調整方法

については研究 1 と同様とする。 

 

間接効果の検定 

 研究 1 と同様に，SEM において，両親の養育行動から子どもの心理的特性に至るまでのパスが全

て有意であったプロセスについて，間接効果の検定を実施する。 

 

結果と考察   

 

使用した尺度の信頼性と妥当性の検討 

 自律性尺度を除くすべての尺度について，事前に設定した α係数の基準を満たすことが確認され

たため，尺度得点として個人ごとに各下位尺度の平均得点を算出した。 

 日本版小児用自律性尺度（JEAS） まず，探索的因子分析を行い，因子構造を確認した。HAD の

スクリ―プロットにおいて，MAP では因子数「3」が，並行分析では因子数「4」が提案されていた

ため，先行研究で想定されていた 3 因子構造を想定した探索的因子分析 (最尤法) を行った。事前

に設定していた因子負荷量の基準 (.40 以下削除) に基づき，「5.忠告は，両親より親友に求めた方

が良い (3.55)」「1. 私と親はなんでも同じ考えだ(3.97)」「2. 自分で解決する前に，まず親に頼っ
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てしまう(.353)」「6.何か間違いがあった時には，親に任せている (-.360)」を削除したところ，すべ

ての質問項目で因子負荷量が基準を満たしていた (.409 - .706)。先行研究とは因子構造が異なって

いたものの，得られた因子構造が解釈可能であると判断したため，3因子構造を採用した。 

次に，研究 3 で使用するデータ (539組) について，研究 2 で認められた因子構造と同様の因子構

造を設定した確認的因子分析を行ったところ，適合度が目安を満たさなかった  (CFI=.584, 

RMSEA=.106, SRMR=.136)。そのため，分析計画に基づき，研究 3 のデータについても探索的因子

分析を実施し，共通して認められる因子を特定することとした。 

研究 3 のデータについても同様に，HAD のスクリープロットを表示させると，MAP では因子数

「2」が，並行分析では因子数「3」が提案されていたため，3 因子構造を想定した探索的因子分析

を行った。因子負荷量の基準に基づき，「19. 親に，本当の自分を理解してもらいたいと思う (.292)」，

「5. 忠告は，親よりも親友に求めた方が良い (.329)」を削除したところ，すべての質問項目で因子

負荷量が基準を満たしていた (.412-.613)。2 つのデータで認められた因子構造を比較すると，質問

項目の「3. 私がいない時，親がどんな振る舞いをしているか分からない」，「8. 祖父母の家にいる

時，親はいつもとは違う振る舞いをする」，「10. 宴会やパーティで親がどんな振る舞いをするか，

見たら私は驚くかもしれない」，「14. 親が見ていない時の自分の実体を知ったら，親は驚くだろ

う」，「16. 私の親は，私がいる時といない時では違うことを話すと思う」を含む「親子の大人認

知」因子のみ，同様の因子構造が認められた。そのため，研究 2，研究 3 では，「親子の大人認知」

の平均得点を尺度得点として分析に使用した。研究 2 で用いた尺度の記述統計量を Table 4 に示す。 

 

Table 4 

研究 2 で用いた尺度の記述統計量 
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構造方程式モデリングによる検討 

 研究 1 で得られたモデルや，参考情報として位置付けたモデルを予測モデルとした SEM による

検討を実施した。その結果，全てのモデルについて，適合度の目安を満たすモデルが得られた (Figure 

7-11) 。 

 

Figure 7 

研究 2 における意思の尊重に関するモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 8 

研究 2 における関与・見守りに関するモデル 
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Figure 9 

研究 2 における肯定的応答性に関するモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 10 

研究 2 における非一貫性に関するモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 11 

研究 2 における厳しい𠮟責・体罰に関するモデル 
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 両親の養育行動の認知と子どもの認知との関連 分析の結果，全てのモデルにおいて，両親の養

育行動の認知と，それに対する子どもの認知との間に正の関連が認められ，その関連の大きさは母

親の方が大きいことが示唆された。これは，研究 1 の結果と一致する結果である。 

 養育行動の子どもの認知と子どもの心理的特性との関連 分析の結果，両親の「意思の尊重」と

「関与・見守り」，「肯定的応答性」に対する子どもの認知と，子どもの自尊感情，キャリア意識に

は正の関連が， 親子の大人認知，抑うつには負の関連があることが示唆された。さらに，両親の「非

一貫性」と「厳しい叱責・体罰」と子どもの自尊感情，キャリア意識には負の関連が，親子の大人

認知，抑うつには正の関連があることが示唆された。養育行動と子どもの心理的特性との関連にお

いて，キャリア意識と抑うつについては，研究 1 と同様の結果が認められた。 

間接効果の検定 

分析計画に基づき，両親の養育行動から子どもの心理的特性に至るまでのパスがすべて有意であ

ったプロセス，つまりすべてのプロセスについて，間接効果の検定を行った。結果を Table 5 に示

す。研究 2 より，母親の意思の尊重，関与・見守り，肯定的応答性がそれに対する子どもの認知を

媒介し，子どもの自尊感情とキャリア意識に正の影響を，親子の大人認知に負の影響を与えるこ

と，母親の関与・見守り，肯定的応答性がそれに対する子どもの認知を媒介し，子どもの抑うつに

負の影響を与えること，母親の非一貫性，厳しい叱責・体罰がそれに対する子どもの認知を媒介

し，子どもの自尊感情とキャリア意識に負の影響を，親子の大人認知と抑うつに正の影響を与える

ことが示唆された。また，父親の意思の尊重，肯定的応答性がそれに対する子どもの認知を媒介

し，子どもの自尊感情とキャリア意識に正の影響を，親子の大人認知に負の影響を与えること，父

親の肯定的応答性がそれに対する子どもの認知を媒介し，子どもの抑うつに負の影響を与えるこ

と，父親の非一貫性と厳しい𠮟責・体罰がそれに対する子どもの認知を媒介し，子どもの自尊感情

に負の影響を，親子の大人認知と抑うつに正の影響を与えること，父親の厳しい𠮟責・体罰がそれ

に対する子どもの認知を媒介し，子どものキャリア意識に負の影響を与えることが示唆された。 

間接効果の検定において，研究 1 と 2 で共通して子どもの養育認知の間接効果が認められたの

は，母親の意思の尊重，関与・見守り，肯定的応答性と子どものキャリア意識との間の関連，母親

の関与・見守り，肯定的応答性，非一貫性と子どもの抑うつとの間の関連，そして父親の肯定的応

答性と子どものキャリア意識との間の関連，父親の非一貫性，厳しい叱責・体罰と子どもの抑うつ

との間の関連であった。また，子どもの自尊感情と各養育行動に対する子どもの認知との間の関連

は，父親の関与・見守り以外の全ての養育行動において認められた。さらに，JEAS の下位因子の

1 つである親子の大人認知と各養育行動に対する子どもの認知との間の関連は，肯定的養育行動と

は負の方向に，否定的養育行動とは正の方向に関連するなど，研究 1 や理論的に想定される関連の

方向とは逆の方向の関連が認められた。この点については，研究 3 の結果も踏まえたうえで考察を

加える必要がある。 
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Table 5 

研究 2 における間接効果の検定 
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研究 1・2 の方法上の課題 

 研究 1，研究 2 では，参加者の回答への負担の大きさを考慮し，子どもの養育行動の認知を測定

する際に，「ご両親へのあなたの接し方についておたずねします。」「お父さんとお母さんで違う

場合は，多いほうを選んでください。」といった教示文のもとで，養育行動の認知について父母の

区別をせずに回答してもらった。しかし，いくら女性の社会進出が進み，男性の育児時間が増加し

てきているとはいえ，子どもと接する時間は依然として父親よりも母親の方が長い (総務省統計

局, 2021)。そのため，多くの子どもが母親の養育行動を思い浮かべながら質問項目に回答していた

可能性がある。研究 1，研究 2 で得られた結果を踏まえても，両親の養育行動と子どもの養育行動

の関連の程度は，全てのモデルで父親よりも母親の方が大きいことが繰り返し示されている。たと

えば，研究 2 の関与・見守りに関するモデル (Figure 8) においては，母親の関与・見守りと子ど

もの関与・見守りの間の関連は β=.70 (p<.01) であるのに対し，父親の関与・見守りと子どもの関

与・見守りの間の関連は β=.13 (p<.01) となっており，父子間での関連の程度が母子間と比較する

と極めて小さいことが示唆されている。しかし，このことが，「父親の養育行動の認知とそれに対

する子どもの認知の間にずれが生じている」ことを表すのか，「父親よりも母親の方が子どもに対

して関与・見守りに含まれるような養育行動を頻繁に取っている」ことを表すのか，判断ができな

いという課題がある。つまり，研究 1，研究 2 には，子どもに直接「どちらの養育行動を思いうか

べながら回答したか」を尋ねていないために，養育行動の子どもの認知の得点が，父・母どちらの

養育行動を反映しているか判断できないという方法論上の問題がある。さらに，先に述べたよう

に，一般的に父親よりも母親の方が子どもと過ごす時間が長いことから，父親の養育行動が子ども

の養育行動得点に反映されにくく，父親の養育行動の影響を十分に検討することが出来ていない可

能性がある。以上の理由から，研究 3 では，「母親の養育行動に対する子どもの認知」と「父親の

養育行動に対する子どもの認知」を区別し，そのどちらもモデルに組み込んだうえで追試的検討を

行う。これにより，研究 1，研究 2 で得られた結果の頑健性を検討することが可能になるだけでな

く，養育行動の媒介効果における父母間での影響力の違いについても考察を加えることが可能にな

る (Figure 12)。 

 

Figure 12 

研究 3 で想定している媒介モデルの例 
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研究３ (539 組) 

 

 研究 3 の目的は，「母親の養育行動に対する子どもの認知」と「父親の養育行動に対する子どもの

認知」を区別し，そのどちらもモデルに組み込んだうえで研究 1 と 2 の追試的検討を行うことであ

る。Figure 12 や研究 1，2 を参考に，構造方程式モデリングによる検討や間接効果の検定によって

研究 1，2 と同様の結果が得られるかどうか検証する。研究 3 では特に，研究 1 や研究 2 と共通し

て認められた媒介効果に着目することで，父親を含めた両親を対象とした PT を開発するための，

より強い証拠を得ることを目指す。 

調査対象者と手続き 

研究 3 では西村他 (2024) のデータを使用した。分析対象者は，中学生とその両親 539組 (計 1617

名) であった。研究 2 と同様に，両親と子どもに肯定的・否定的養育行動尺度，子どもに自尊感情

尺度，JEAS，中学生版キャリア意識尺度，抑うつ尺度 (CES-D) への回答を求めた。手続きの詳細

は，OSF 内 (osf.io/w5hxc) に記載している。 

分析計画 

使用した尺度の妥当性と信頼性の検討  

 研究 2 と同様の手続きで尺度得点を作成する。なお，中学生版キャリア意識尺度と親子の大人認

知については，研究 2 と同様の項目を除外した上で尺度得点を作成する。 

構造方程式モデリングによる検討 

 研究 2 で得られたモデルと Figure 12 を参考に， SEM による検討を実施する。分析において十分

な適合度が認められなかった場合，モデルの修正指標を参考に，パスモデルの修正を試みる。具体

的には，標準化残差の観点からパスを追加すべき箇所を決定し，適合度を再度算出する。適合度が

基準を満たしている場合，修正モデルを採択する。そしてステップダウン・ボンフェローニ法に基

づく調整を行った上で，パス係数が有意かどうかを判断する。ただし，修正モデルについては今後

の研究や実践の方向性に関する示唆を得るために使用し，確定的な判断を行わないこととする。 

間接効果の検定 

 研究 1・2 と同様に，SEM において，両親の養育行動から子どもの心理的特性に至るまでのパス

が全て有意であったプロセスについて，間接効果の検定を実施する。 

 

結果と考察 

 

使用した尺度の信頼性と妥当性の検討 

 α係数を算出すると，すべての尺度について事前に設定した基準を満たすことが確認されたため，

尺度得点として個人ごとに各下位尺度の平均得点を算出した。研究 3 で用いたデータの記述統計量

を Table 6 に示す。 
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Table 6 

研究 3 で用いた尺度の基礎統計量 

 
 

 

構造方程式モデリングによる検討 

 分析計画に基づき，養育行動の各下位因子について SEM による検討を実施した。その結果，全

てのモデルについて，適合度の目安を満たすモデルは得られなかった。そのため，分析計画に基づ

き，モデル修正を行うと，全ての養育行動について適合度の目安を満たすモデルが得られた。結果

を Figure 13 から 17 に示す。 

 

Figure 13 

研究 3 における意思の尊重に関するモデル 
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Figure 14 

研究 3 における関与・見守りに関するモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 15 

研究 3 における肯定的応答性に関するモデル 
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Figure 16 

研究 3 における非一貫性に関するモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 17 

研究 3 における厳しい叱責・体罰に関するモデル 
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 両親の養育行動の認知と子どもの認知との関連 分析の結果，全てのモデルにおいて，両親の養

育行動の認知と，それに対する子どもの認知との間に正の関連が認められた。これは，研究 1・2 の

結果とも一致する結果であるが，その関連の大きさを比較すると，「厳しい叱責・体罰」以外の全て

のモデルにおいて，養育行動の認知に対する親子間の関連の強さは，父親の方が大きいことが示唆

された。さらに，全てのモデルにおいて，母親の養育行動に対する子どもの認知と父親の認知する

養育行動との間に弱い正の関連が，「非一貫性」以外の全てのモデルにおいて，父親の養育行動に対

する子どもの認知と母親の認知する養育行動との間に弱い正の関連が認められた。 

 母親の養育行動に対する子どもの認知と子どもの心理的特性との関連 分析の結果，母親の「意

思の尊重」と子どもの自尊感情，キャリア意識との間に正の関連が，親子の大人認知との間に負の

関連があること，「関与・見守り」「肯定的応答性」と子どもの自尊感情，キャリア意識との間に正

の関連が，親子の大人認知と抑うつとの間に負の関連があることが示唆された。さらに，母親の「非

一貫性」と子どもの自尊感情との間に負の関連が，親子の大人認知と抑うつとの間に正の関連があ

ること，「厳しい𠮟責・体罰」と子どもの自尊感情，キャリア意識との間に負の関連が，親子の大人

認知と抑うつとの間に正の関連があることが示唆された。 

 父親の養育行動に対する子どもの認知と子どもの心理的特性との関連 分析の結果，父親の「意

思の尊重」「関与・見守り」「肯定的応答性」との間に正の関連があることが示唆された。さらに，

父親の「非一貫性」「厳しい𠮟責・体罰」と子どもの自尊感情，キャリア意識との間に負の関連があ

ること，親子の大人認知と抑うつとの間に正の関連があることが示唆された。 

間接効果の検定 

分析計画に基づき，両親の自尊感情から子どもの心理的特性に至るまでのパスがすべて有意であ

ったプロセスについて，間接効果の検定を行った。その結果，全てのパスにおいて，養育行動に対

する子どもの認知の媒介効果が認められた。結果を Table 7 に示す。 

研究 3 より，母親の意思の尊重，関与・見守り，肯定的応答性がそれに対する子どもの認知を媒

介し，子どもの自尊感情とキャリア意識に正の影響を，親子の大人認知に負の影響を与えること，

母親の関与・見守り，肯定的応答性がそれに対する子どもの認知を媒介し，子どもの抑うつに負の

影響を与えること，母親の非一貫性と厳しい叱責・体罰がそれに対する子どもの認知を媒介し，子

どもの自尊感情とキャリア意識に負の影響を，親子の大人認知と抑うつに正の影響を与えることが

示唆された。また，父親の意思の尊重，関与・見守りがそれに対する子どもの認知を媒介し，子ど

ものキャリア意識に正の影響を与えること，父親の非一貫性，厳しい𠮟責・体罰がそれに対する子

どもの認知を媒介し，子どもの自尊感情に負の影響を，親子の大人認知と抑うつに正の影響を与え

ることが示唆された。 
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Table 7 

研究 3 における間接効果の検定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最後に，間接効果の検定について，研究 1 から 3 の全ての結果を表にまとめたものを Table 8 に

示す。 
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Table 8 

本研究における間接効果の検定結果のまとめ 
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総合考察 

 

本研究の目的に即して，Table 8 を参考に，以下では研究 1 から 3 において共通して認められた

間接効果に着目して考察する。また，研究 1 のパラメータ数は 27，サンプルサイズは 133 であっ

たが，これは Bentler & Chou (1987) が推奨する SEM における安定的な推定と適合度の適切な評価

のために必要なパラメータ数の 5 から 10倍を満たしていない。そのため，研究 1 と比較するとサ

ンプルサイズが少なくともパラメータ数の 5倍以上を満たす研究 2 や，10倍以上を満たす研究 3 

の方がより適切な推定が行えている可能性がある。以上より，研究 2 と研究 3 で共通して認められ

た結果についても考察を加える。 

 

研究 1 から 3 で共通して認められた結果 

 両親の養育行動に対する子どもの認知とキャリア意識との関連 母親の「意思の尊重」，「関与・

見守り」，「肯定的応答性」と子どものキャリア意識との間の関連を，母親の養育行動に対する子ど

もの認知が媒介することが示唆された。また，父親の「意思の尊重」，「肯定的応答性」と子どもの

キャリア意識との間の関連を，父親の養育行動に対する子どもの認知が媒介することも示唆された。

つまり，両親の肯定的な養育行動が，それに対する子どもの認知を媒介して，子どものキャリア意

識を高めることが示唆された。これは，研究 1 から 3 で共通して認められた結果であり，一定以上

の頑健性がある知見だと言える。 

 Ginevra et al., (2015) は，母親／父親の支援に対する認知 (例「娘／息子が将来何をすべきかを考

える時，自分の能力や長所を考慮するよう勧めている」) が 16歳から 19歳の子どもの両親の支援

に対する認知 (「人生における重要な決定について相談できる親がいる」) を介し，子どものキャリ

ア自己効力感を高め，さらにそれがキャリア意識に正の影響を与えることを指摘している。また，

Kenny & Medivede (2013) も，子どもが自分のキャリアについての選択を親から考慮され，尊重され，

支えられていると感じることが，子どものキャリア意識に関連した自己効力感やキャリアへの関心，

意図，目標の発達に影響を与えると述べている。このように，子どものキャリア発達において親の

重要性が指摘されることは少なくないものの，「関与・見守り」など，一見するとキャリア意識とは

直接的に関連が想定しにくい養育行動との関連について検討している研究は管見の限り見当たらず，

養育行動が子どもの発達に与える影響について，一定以上の頑健性のある新たな可能性を提示する

ことが出来た。 

 一方，父母の養育行動に対する子どもの認知をそれぞれ測定した研究 3 では，最も強い間接効果

を示したのが母親の「関与・見守り (β=.349, p<.001)」であり，次いで母親の「肯定的応答性 (β=.337, 

p<.001)」，母親の「意思の尊重 (β=.206, p<.001)」となっており，父母の影響力を比較すると，父親

よりも母親の養育行動に対する子どもの認知の方が子どものキャリア意識にとって重要である可能

性が示唆された。これは，先述した Ginevra et al., (2015) や McCabe & Barnett (2000) でも共通して

認められている結果であるが，この点についても，国内において直接的に示した研究は見当たらな

い。これまで国内で実施されてきた保健，福祉，心理分野における育児に関する研究の大半は，母
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親と子どもを対象としており，父親に関する知見は非常に限られているという主張 (加藤, 2022) を

踏まえると，父親の「意思の尊重」，「肯定的応答性」が子どものキャリア意識に肯定的な影響を与

える可能性が一貫して示唆されたこと，その影響力を比較すると父親よりも母親の方が大きいこと

が示唆されたことは，学術的・臨床的に意義があると言える。 

 両親の養育行動に対する子どもの認知と抑うつとの関連 母親の「関与・見守り」，「肯定的応答

性」，「非一貫性」と子どもの抑うつとの間の関連を，母親の養育行動に対する子どもの認知が媒介

することが示唆された。また，父親の「非一貫性」，「厳しい叱責・体罰」と子どもの抑うつとの間

の関連を，父親の養育行動に対する子どもの認知が媒介することも示唆された。これも研究 1 から

3 で共通して認められた結果であり，一定以上の頑健性がある知見だと言える。 

 両親の養育行動と子どもの抑うつとの関連について，父・母・子どものトライアド・データを用

いて検討している数少ない研究に菅原他 (2002) がある。菅原他 (2002) は，夫婦間の愛情と 9歳か

ら 11歳の子どもの抑うつ傾向との関連について，家庭の雰囲気や凝集性，父母の養育の暖かさ／過

干渉傾向の媒介効果に着目して検討を行った。その結果，家庭の雰囲気と家族の凝集性，母親の養

育の暖かさについては媒介効果が認められたものの，父親の養育から子どもの抑うつへの影響は認

められなかった。菅原他 (2002) における養育の暖かさ因子に，「この子と色々なことを話すのを楽

しんでいる」や「ほめてあげない(逆転項目)」などの項目が含まれていることを踏まえると，本研究

において母親の「関与・見守り」，「肯定的応答性」に対する子どもの認知の間接効果が一貫して認

められたことは，菅原他 (2002) で得られた知見を補完する結果であると解釈できる。ここで特筆

すべきは，父親の「非一貫性」，「厳しい叱責・体罰」に対する子どもの認知の間接効果も一貫して

認められたことである。本研究では，尺度の信頼性の観点から「過干渉」因子を分析に含めること

はかなわなかったが，父親の否定的な養育行動に対する子どもの認知が，子どもの抑うつを高める

可能性が新たに示唆されたことは，両親を PT の対象とする根拠となり得る知見が得られたという

点においても，臨床的に意義があると言える。 

 

研究 2 と 3 で共通して認められた結果 

 両親の養育行動に対する子どもの認知と自尊感情との関連 母親の「意思の尊重」，「関与・見守

り」，「肯定的応答性」，「非一貫性」，「厳しい叱責・体罰」子どもの自尊感情との間の関連を，母親

の養育行動に対する子どもの認知が媒介することが示唆された。また，父親の「非一貫性」，「厳し

い叱責・体罰」と子どもの自尊感情との間の関連を，父親の養育行動に対する子どもの認知が媒介

することも示唆された。これは研究 2 と 3 で共通して認められた結果であり，一定の頑健性が示さ

れたと言える。 

 両親の養育行動に対する子どもの認知と子どもの自尊感情との関連について，石川 (1981) は，

両親の養育行動と女子高生の自尊感情との間の関連を検討し，子どもが認知した母親の情緒的支持

と自律性尊重が，子どもの自尊感情の高さと関連するものの，父親については関連が認められない

ことを報告している。また，長谷川他 (1998) は，母親のケアな養育行動 (愛情や温かさを感じるよ

うなかかわり方) に対する子どもの認知と，子どもの養育行動との間に正の関連があることを示唆
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している。さらに欧米で実施された 2万人以上の子どもを対象とする大規模な検討においても，両

親の「関与の程度」と「親子関係の質」が，子どもの自尊感情にそれぞれ影響を与えることが示さ

れている (Bulanda & Majumdar, 2009)。これらの知見は，本研究において母親の「意思の尊重」，「関

与・見守り」，「肯定的応答性」に対する子どもの認知と子どもの自尊感情との間の関連が示された

こととも一部一致する結果である。一方，ここでも特筆すべきは，父親の否定的な養育行動に対す

る子どもの認知が，子どもの自尊感情を低める可能性が示唆されたことである。本研究では，伊藤

他 (2014) の尺度を用いて，養育行動の否定的な側面も含めて検討を行った。その結果，子どもの自

尊感情を高めるには，父親の「非一貫性」や「厳しい𠮟責・体罰」を低めることが有効である可能

性が新たに示されたと言えよう。  

 両親の養育行動に対する子どもの認知と親子の大人認知との関連 母親の「意思の尊重」，「関与・

見守り」，「肯定的応答性」，「非一貫性」，「厳しい叱責・体罰」と，自律性尺度の下位因子である親

子の大人認知との間の関連を，母親の養育行動に対する子どもの認知が媒介することが示唆された。

また，父親の「非一貫性」，「厳しい叱責・体罰」と親子の大人認知との間の関連を，父親の養育行

動に対する子どもの認知が媒介することも示唆された。これも研究 2 と 3 で共通して認められた結

果であるが，それぞれ肯定的な養育行動とは負の関連を，否定的な養育行動とは正の関連を示して

おり，自律性がアイデンティティ確立の基礎となる重要な概念である (服部・島田, 2004) という指

摘を踏まえると，理論的に想定される関連の方向性とは逆の方向の関連が認められている。 

 一方，本研究では，尺度の妥当性の観点から，JEAS (安藤他, 2004) の中でも，「親子の大人認知」

のみを抽出して分析に使用している。親子の大人認知には，「私の親は，私がいる時といない時では，

違うことを話すと思う」，「宴会やパーティで親がどんなふるまいをするか，見たら私は驚くかもし

れない」，「親が見ていない時の自分の実態を知ったら親は驚くだろう」，「祖父母の家にいる時，親

はいつもとは違うふるまいをする」，「私がいない時，親はどんなふるまいをしているか分からない」

といった質問項目が含まれており，この内容を踏まえると，確かに親からの「情緒的自律」とも言

えるが「親への信頼やコミュニケーションの欠如」とも取れる項目内容も多い。それゆえに，理論

的に想定される関連の方向性とは逆の方向の関連が認められた可能性がある。 

 実際，JEAS の原版である Steinberg & Silverberg (1986) を使用した奥田 (1996) や Steinberg & 

Silverberg (1986) を基にして作成された Beyer et al., (2005) を使用した平石 (2020) においても，母

親の受容的態度と幼児の情緒的自律との間に有意な関連が認められない，母親の主体性の尊重と中

学生の情緒的自律との間に有意な負の関連が認められるなど，理論的に想定される関連の方向性と

一致しない関連が認められていることが示されている。加えて，子どもが思春期を迎えると，子ど

も自身が自分で自分をコントロールする責任を持ち始めるため，親のコントロールの影響が小さく

なり自律性が高まること，このような自律性の高まりは，親への親近感や愛着の減少などの変化を

伴うことが多いこと (Steinberg & Silk, 2002) を踏まえると，思春期前期に当たる中学生にとっては，

自律性の変化に対して養育行動が与える影響は大きくないこと，むしろ「関与・見守り」といった

親のかかわりが自律性にネガティブな影響を与える可能性もあるだろう。この点については，平石 

(2020) も指摘するように，後続研究によって子どもの他の心理社会的発達や適応などの諸側面との
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関連について検討することで，情緒的自律性の発達的な意義を明らかにすることや，両親の養育行

動が与える因果的な影響について検討する必要があると考えられる。さらに，Steinberg & Silk (2002) 

が指摘するような親子関係の複雑な変化を捉えるには，質的データの収集や混合研究法に基づくア

プローチも有用であるといえる (廣瀬, 2018)。 

 

まとめと今後の展望 

 本研究では，3 つの異なる横断データを用いて，両親の養育行動が中学生の子どもの自尊感情，

自律性，キャリア意識，抑うつに与える影響について検討した。その結果，子どものキャリア意識

を高めるには，母親の「意思の尊重」，「関与・見守り」，「肯定的応答性」と，父親の「意思の尊重」，

「肯定的応答性」を増加させる介入が有効であること，子どもの抑うつを低めるには，母親の「関

与・見守り」，「肯定的応答性」を増加させ，父親の「非一貫性」，「厳しい叱責・体罰」を減少させ

る介入が有効であることが示唆された。また，母親の「非一貫性」を減少させることで，子どもの

キャリア意識を高め，抑うつを低める可能性も示唆された。 

 本研究では，Frank (2015) が推奨するように，3 つの異なる横断データを用いて，同一の研究プロ

ジェクト内で追試を行いつつ探索的に研究を進めたことで，一定以上の頑健性を持つ知見を提示す

ることが可能となり，父親を含めた両親を PT の対象とする証拠となる知見を提示することが出来

た。欧米では両親を PT の対象とすることの有効性が示されている一方で (e.g., Bargner, 2013)，国内

においては両親を PT の対象とすることの有効性を検証する以前に，父母の養育行動が子どもに与

える影響についての基礎的な知見が不足しているという現状を踏まえると(前原他, 2021)，本研究の

成果は，学術的・臨床的に意義があると言える。 

 最後に，本研究の限界と今後の展望について述べる。本研究では，3 つの異なる横断データを用

いたとはいえ，使用したデータは全て一時点の調査にとどまっており，両親の養育行動が子どもの

心理的特性に与える因果関係にまで言及できないという課題がある。また，保護者の精神的健康の

悪化や育児ストレスが児童虐待等の不適切な養育の重要なリスク要因となり得ることを考慮すれば 

(中村・高橋, 2013)，子どもの心理的特性だけではなく，保護者の精神的健康を組み込んだうえで変

数間の時系列的な変化を追うことも必要だろう。これにより，PT などの臨床的支援や介入の在り方

を検討するためにより有用な知見を提供できる (Krauss et al., 2020)。 
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デイリーハッスルと曖昧さへの態度が 

ストレス反応を引き起こす過程 

 

竹内 悦子1・石田 弓2 

 

Processes in which daily hassles and attitudes towards ambiguity cause stress responses 
 

Etsuko Takeuchi and Yumi Ishida 

      

This study examined how stress responses vary according to differences in attitudes 
towards ambiguity. In particular, the study focused on the daily hassles that university 
students routinely experience, and examined attitudes towards ambiguity and the 
process by which daily hassles elicit stress responses. The study also attempted to 
understand adaptive coping using the degree of mental health as an indicator. It would 
be a clinically useful finding to determine how adaptive coping, which helps to reduce 
stress responses, is related to differences in attitudes towards ambiguity. Structural 
Equation Modeling was conducted among the factors. The results indicated that the 
stressor factor “Self-related stressors,” the attitudes towards ambiguity factors 
“controlling ambiguity” and “fear of ambiguity,” and the coping factors “problem-
focused,” “cognitive evaluation rounded up,” and “cognitive evaluation devaluation” 
were significant factors. A chained structural model was then presented based on 
causal and correlative relationships among these factors. The results indicated that 
stressors have both a direct and an indirect effect on the degree of mental health 
through the mediation of attitudes towards ambiguity and coping. 

 

キーワード：attitudes towards ambiguity, daily hassles, degree of mental health, coping, 
chained structural model 
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問題と目的 

 

1. はじめに 

近年，これまで人類が経験したことがないような変化が起こっている。新型コロナウィルスの流

行によるパンデミック，IT 技術の目覚ましい進歩，地球温暖化に伴う気候変動や異常気象，台風や

地震といった災害，ロシアによるウクライナ軍事侵略，不安定な国際情勢など，予測が困難な事象

が次々と起こっている。このような現在の世の中は「VUCA の時代」と言われている。Volatile（不

安定），Uncertain（不確実），Complex（複雑），Ambiguous（曖昧）の頭文字をとった概念であり，現

在の我々を取り囲む状況であると述べている（山口，2019）。VUCA はもともと軍事用語であり，従

来の戦術では対応できないゲリラ戦やテロ等を指す言葉であったが，昨今では情勢や経営環境，ビ

ジネスパーソンのキャリアを取り巻く状況などを語る際に広く応用されている。移り変わりが激し

く，不安定で複雑，先が見通せないような曖昧な現代の事象が，今後の世界や日本社会，および個

人レベルでも望ましくない影響を及ぼすおそれがある。 

2. 曖昧さへの態度と心理的不適応の関連 

 日々の生活の中には多くの曖昧な場面が存在する。曖昧さを受け入れ楽しみを見出せることもあ

るが，曖昧な状況は多くの場合，判断や予測が難しいことから不安や恐れをもたらす。そのため，

人は曖昧さを避けたいと感じる。心理学では，曖昧さに対する個人の反応差を曖昧さ耐性（tolerance 

of ambiguity）という概念で捉えてきた。日本において曖昧さを扱ったこれまでの研究では，曖昧さ

耐性の低さと抑うつや不安，強迫傾向などの不適応との関連が明らかにされている。しかし，西村

(2007)は，これまでの流れとは異なった曖昧さへの態度に着目した。曖昧さへの態度とは“曖昧な

刺激処理において生じる，認知的・情緒的反応パターン”であると定義され(西村，2007）, 曖昧さ

に接したときにどのような評価や志向性が生じるのかという態度に注目した。そして，肯定的態度 

2 因子（受容・享受），否定的態度 3 因子（不安・統制・ 排除）からなる“曖昧さへの態度尺度”

を作成した。西村（2007）では，曖昧さへの態度と心理的不適応との関連では，概ね肯定的な態度

が適応的に，否定的な態度が不適応に作用することが示されている。しかし，中嶋・奥野(2020）が，

曖昧さへの態度が適応感とコーピングに及ぼす影響について検討した結果，曖昧さへの否定的態度

は適応感に影響を与えないことが示された。これまで曖昧さへの耐性の低さ（否定的な側面）が心

理的不適応に繋がるとされてきたが，曖昧さへの否定的態度は直接的に適応感を低下させるわけで

はないことが示唆された。曖昧さは多くの人が嫌うものであり，ストレスの源であることが増田

（1998）でも示されているが，曖昧さに直面した際の心理的反応についてはまだ十分な知見が得ら

れておらず，曖昧さへの態度が心理的不適応を引き起こすメカニズムについて検討することには意

義があると考えられる。 

3. ストレッサーとしてのデイリーハッスル 

 Lazarus & Folkman（1984）は，ストレッサーとその認知的評価，コーピング，ストレス反応を包

括的に含有した心理学的ストレスモデルを提唱し，広く普及している。心理学的ストレスモデルで

は一連のストレス過程において，ストレッサーに対する認知的評価とコーピング方略が，個人のス
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トレス反応を予測する媒介変数として重要な要因であると考えられている。さらに，Lazarus & 

Folkman（1984）は，ストレッサーを大災害や事故，戦争，虐待といった生命に影響を及ぼすような

体験である“カタストロフ”，個人の人生において大きな変化をもたらす出来事である“ライフイベ

ント”，日常の慢性的な煩わしい出来事である“デイリーハッスル”に分類し，持続的，慢性的，常

態的な性質をもつデイリーハッスルの方がライフイベントよりも心身の健康状態の予測変数として

適していると主張した。また，岡安（1992）は，ライフイベントに比べて日常的に誰もが頻繁に経

験する些細な出来事であるデイリーハッスルの積み重ねの方が，抑うつ感や無気力感などといった

心身の状態に対して高い説明力をもつことを報告している。したがって，メンタルヘルスの問題を

予防・改善するためには，デイリーハッスルに注目することの意義が大きいと考えられる。 

4. 本研究の目的 

そこで本研究では，曖昧な状況におけるパーソナリティ特性である曖昧さへの態度の違いによっ

てストレス反応がどのように異なるのかについて，大学生を対象にして調査を行うこととした。そ

して，大学生が日常的に体験するデイリーハッスルに注目し，精神的健康度を指標に適応的なコー

ピングを捉えることを目的とした。ストレス反応の低減に役立つ適応的なコーピングが，曖昧さへ

の態度のタイプとどのように関連しているのかを明らかにすることは，臨床場面における介入の可

能性を見いだすための知見として意義があると考えられる。 

 

方 法 

 

1. 調査対象 

中国地方の国立大学に通う大学生を対象に質問紙法による調査を実施した。2022 年 11月から 12

月にかけて Web調査を行い，280名から回答を得た。 

2. 質問紙の構成 

(1)フェイスシート 年齢，性別，所属学部 

(2)曖昧さへの態度尺度（西村，2007） 

曖昧さへの態度の違いについて 5因子で構成されている。曖昧さへの肯定的態度は，曖昧さを魅

力的なものとして評価し，関与していくことに楽しみを見いだす傾向である「曖昧さの享受」，曖昧

さをそのまま認めて受け入れられる曖昧さへの親和性や寛容性をもつ傾向である「曖昧さの受容」

の 2因子である。曖昧さへの否定的態度は，曖昧さへの不安などの情緒的混乱とそれに伴う対処の

難しさを感じる傾向である「曖昧さへの不安」，曖昧な状況を否定的に評価し，知的に把握・対処（統

制）しようとする傾向である「曖昧さの統制」，および曖昧さを認めず，排除して白黒つけたい傾向

である「曖昧さの排除」の 3因子である。全 26項目からなり「全くあてはまらない：1」から「非

常に当てはまる：6」までの 6件法で評定させた。 

(3)大学生活ストレッサー尺度短縮版（嶋，1999） 

大学生のストレッサーの中でも，デイリーハッスルを最近 3ヶ月にどの程度経験し，どの程度気

にしているかを測定する尺度である。「自己ストレッサー」，「対人ストレッサー」，「大学・学業スト
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レッサー」，「物理・身体的ストレッサー」の計 4因子 23 項目より構成されている。各ストレッサ

ーを経験しなかった場合は 0点とし，「とても気になった：4」から「ほとんど気にならなかった：

1」で評定させた。  

(4)コーピング尺度（岡安，1992） 

日頃のストレスへの対処行動について測定する尺度である。積極的対処行動である「計画」，「情

報収集」，「再検討」，「努力」，「問題価値の切上げ」と消極的対処行動である「問題価値の切下げ」，

「思考回避」，「諦め」，「開き 直り」，「静観」の計 10 因子 20 項目により構成されている。「全く

あてはまらない：1」から「非常にあてはまる：6」の 6件法で評定させた。 

(5) GHQ-12（仙波・清水，2011） 

GHQ（精神健康調査）は，Goldberg（1978）が開発した一般的疾患傾向，身体的症状，睡眠障害，

社会的活動障害，不安と気分変調，希死念慮と抑うつ傾向を測る総合的なストレス反応尺度であり，

神経症傾向を示す被験者の発見に有効なスクリーニングテストである。60項目の正規版のほか 30，

28，12項目の短縮版があるが，本研究では Web での調査実施を理由に仙波・清水（2011）が用いた

GHQ-12 を使用した。最近 2～3週間の健康状態に関する質問に 4段階で回答させ，調査協力者の回

答傾向をより詳細に把握するため 1～4点で採点し，合計点によって精神的健康度を求めた。得点が

高いほど精神的健康度が損なわれていることを意味する。 

 

結 果 

 

1. 調査対象 

回答者 280 名のうち，記入漏れがあった 1 名を除外した 279 名（男子学生 122 名，女子学生 152

名，その他 5名：平均年齢 20.7歳，標準偏差 2.69）を分析対象とした。 

2. 尺度の検討 

下位尺度間での関連を検討するため，準備段階として各尺度について，最尤法，プロマックス回転

による因子分析を行った。 

(1)曖昧さへの態度尺度の因子分析 

曖昧さへの態度尺度（西村，2007）の因子分析の結果，5 因子および分類された項目がすべて西

村（2007）と一致したため，「曖昧さの享受」，「曖昧さへの不安」，「曖昧さの受容」，「曖昧さの統制」，

「曖昧さの排除」の因子名をそのまま使用した。各因子のα係数は，曖昧さの享受α=.824，曖昧さ

への不安α=.665，曖昧さの受容α=.832，曖昧さの統制α=.793，曖昧さの排除α=.838 であった。 

(2)ストレッサー尺度の因子分析 

大学生用日常ストレッサー尺度短縮版（嶋，1999）23項目について，嶋（1999）と同様に 4因子

を仮定した因子分析を行った。因子負荷量の値が.30 に満たなかった 1項目“周囲の人の無理解”を

排除し，再度分析を行ったところ，第 1因子 7項目，第 2因子 5項目，第 3因子 5項目，第 4因子

5項目となった（Table 1）。各因子の内的一貫性は十分な値であったため（第 1因子α=.842, 第 2因

子α=.730，第 3因子α=.738，第 4因子α=.787），嶋（1999）と同じ因子名を用いた（第 1因子「人
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間関係に関するストレッサー」，第 2因子「身体に関するストレッサー」，第 3因子「学業に関する

ストレッサー」，第 4因子「自己に関するストレッサー」）。なお，“自分の容姿や外見に対する不満”

の項目は，嶋（1999）では第 2因子に属していたが，本研究では第 1因子に帰属した。 

Table 1 ストレッサーの因子分析結果 

 
 

(3)コーピング尺度の因子分析 

コーピング尺度（岡安，1992）20 項目の因子分析を行ったところ，4 因子に分かれた。2 因子に

同程度の負荷を示していた 1項目“先のことについてあまり考えないようにする”を排除し，再度

分析を行ったところ，第 1因子 8項目，第 2因子 7項目，第 3因子 2項目，第 4因子 2項目となっ

た（Table 2）。各因子の内的一貫性は十分な値であった（第 1因子α=.833，第 2因子α=.804，第 3

因子α=.735，第 4因子α=.652）。第 1因子は，問題そのものの解決を図ろうとする内容が多くみら

れたため「問題焦点型」と命名した。第 2因子は，問題となっている状況から逃避したり，ストレ

スフルな状況を回避したりする内容が多くみられたため「逃避回避型」と命名した。第 3因子は，

認知的評価を上げて問題となっていることの見方を変えようとする内容であったため「認知評価切

上げ」，第 4 因子は認知的評価を下げて問題となっていることの見方を変えようとする内容であっ
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たため「認知評価切下げ」と命名した。 

(4) GHQ-12 の因子分析 

GHQ-12 の因子分析の結果，2因子に分かれた（Table 3）。各因子の内的一貫性は十分な値であっ 

Table 2 コーピング因子分析結果 

 
 

た（第 1因子α=.799, 第 2因子α=.763）。第 1因子は，気分や意欲，幸福感に関するものであり，

一般的疾患傾向や社会的活動障害に該当する内容であったため「一般的疾患傾向」，第 2因子は，抑

うつ傾向に関する内容であったため「抑うつ的傾向」と命名した。 

3. 尺度の基本統計量と尺度間相関 

因子分析で得られた因子を用いて各尺度の基本統計量（Table 4）および尺度の相関関係（Table 5）

を算出した。相関分析の結果，GHQ は曖昧さの享受（r=-.227, p<.01）および不安（r=-.265, p<.01），

コーピング（r=-.328, p<.01）との間に有意な負の相関を示し，GHQ とストレッサーとの間には有意

な正の相関関係を示した（r=.422, p<.01）。ストレッサーとコーピングとの間には有意な弱い負の相

関がみられた（r=-.136, p<.05）。 

また，曖昧さへの態度とコーピングの関係では，享受（r=.483, p<.01），不安（r=.233, p<.01），受

容（r=.267, p<.01）との間には正の相関がみられ，統制との間には負の相関がみられた（r=-.222, p<.01）。

一方，排除とコーピングとの間には関連がみられなかった。 
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曖昧さへの態度とストレッサーとの関係では，不安（r=-.267, p<.01），排除（r=-.154, p<.01）との

間に負の相関がみられた。曖昧さの享受，受容，統制とストレッサーとの間には関連がみられなか

った。 

以上より，コーピングは GHQ，ストレッサー，曖昧さへの態度（排除を除く）すべての下位尺度

との間に関連があることが示された。また，GHQ はコーピング，ストレッサー，曖昧さの享受，曖

昧さへの不安との間に関連が，ストレッサーは GHQ，コーピング，曖昧さへの不安，曖昧さへの排

除との関連が示唆された。 

 

Table 3 GHQ因子分析結果 
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Table 4 尺度の基本統計量 

 
Table 5 尺度の相関関係 

 
 

4. 因子間の構造モデル 

Lazarus & Folkman（1984）は，「ストレッサー⇒認知的評価⇒コーピング⇒ストレス反応」という

一連の流れを想定した心理的ストレスモデルを提唱している。西村（2007）は，曖昧さへの態度に
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ついて「曖昧な刺激処理において生じる，認知的・情緒的反応パターン」と定義しており，曖昧さ

への態度は Lazarus & Folkman（1984）の認知的評価の側面をもつと考えられる。そこで，「ストレ

ッサー⇒曖昧さへの態度⇒コーピング⇒ストレス反応」のモデル，および「ストレッサー⇒GHQ12」

のパスを想定しパス解析を行った。モデルの評価・修正の際には因子間の係数が有意でない変数を

削除しながら適合度を比較し分析を行った。ストレッサー因子の中から対人関係・身体的・学業ス

トレッサーが排除され，曖昧さへの態度因子から享受，受容，排除が排除され，コーピング因子か

ら回避・逃避型因子が排除された。再度検定を行い，最終的に以下のようなモデルが採択された

（Figure 1）。モデルの適合度指標は，CFI=.981，GFI=.972，AFGI=.937，RMSEA=.060 であった。 

自己に関するストレッサーから曖昧さの統制（β=.14, p<.05），不安（β=.35, p<.01）へのパス係

数は共に有意な正の値を示し，曖昧さの統制と不安の間に有意な相関関係がみられた（r=.20, p<.01）。 

曖昧さの統制から問題焦点型（β=.48, p<.01），認知評価切上げ（β=.23, p<.01）へのパス係数は

有意な正の値を示した。また，曖昧さへの不安から問題焦点型（β=-.20, p<.01），認知評価切上げ（β

=-.29, p<.01），認知評価切下げ（β=-.20, p<.01）へのパス係数は有意な負の値を示した。問題焦点型

と認知評価切上げの間（r=.31, p<.01），認知評価切上げと認知評価切下げの間（r=.11, p<.05）に有意

な相関関係がみられた。 

問題焦点型（β=-.17, p<.01），認知評価切上げ（β=-.12, p<.05），認知評価切下げ（β=-.29, p<.01）

から一般的疾患傾向へのパス係数はいずれも有意な負の値を示した。認知評価切下げから抑うつ的

傾向へのパス係数は有意な負の値を示した（β=-.18, p<.01）。一般的疾患傾向と抑うつ的傾向との間

には有意な相関関係がみられた（r=.35, p<.01）。 

自己に関するストレッサーから一般的疾患傾向（β=.27, p<.01），抑うつ的傾向（β=.43, p<.01）

への直接効果パスの係数は共に有意な正の値が示された。 

以上の結果から，自己に関するストレッサーから，曖昧さへの態度の不安と統制，コーピングの

問題焦点型，認知評価切上げ，認知評価切下げを経由してストレス反応である一般的疾患傾向と抑

うつ的傾向へ影響を与える可能性のあるプロセス（媒介効果パス）が 6 パターン示された（Table 6）。 
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Figure 1 因子間のプロセスと構造モデル図 

 
 

 

Table 6 媒介効果パス別の因子間プロセス 

 
 

抑うつ的傾向

不安統制

認知評価切上げ 認知評価下げ問題焦点型
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ストレッサー

直接効果パス 媒介効果パス 有意な相関係数
※表記のパスは標準化係数，誤差は標準誤差
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Table 7 因子間の媒介効果表 

  

 

5. コーピング因子の間接効果 

(1)因子間の媒介効果 

パス分析によって得られた媒介効果パス 6 パターンについて，曖昧さへの態度である統制と不安

が，一般的疾患傾向，抑うつ的傾向に及ぼす影響について，コーピング因子が媒介するかどうかを

確かめるため媒介分析を行った（Table 7）。 

媒介効果パス No.2 を除くすべてのパスで媒介効果は有意であった。そのうち，No.1 および No.3

は完全媒介であり，媒介効果を主張する強力なモデルであることが示された。No.4，No.5 および No.6

は説明変数から目的変数への影響が減じられているものの有意のままである部分媒介であった

（Figure 2, 4, 5, 6, 7）。媒介効果パス No.2 は Figure 3 のとおり説明変数（不安）と媒介変数（問題焦

点型）の間が非有意となり、さらに間接効果の検定（Bootstrap法，2000回）の結果，95%信頼区間

（[-0.06, 0.01]）は 0 を含んでいたため，コーピング因子の有意な媒介効果は認められなかった。 

(2)曖昧さへの態度因子とコーピング因子の交互作用効果 

コーピング因⼦の媒介効果が認められた 5つの媒介効果パスについて，コーピング因⼦が⼀般的
疾患傾向，抑うつ的傾向にどの様な影響を及ぼすのかを探索するために階層的回帰分析を⾏った。 

 

Figure 2 媒介効果パス No.1 
（完全媒介） 

 

 

Figure 3 媒介効果パス No.2 

（媒介効果なし） 
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Figure 4 媒介効果パス No.3 
（完全媒介） 

 
 

Figure 4 媒介効果パス No.4 
（部分媒介） 

 
 

Figure 5 媒介効果パス No.5 
（部分媒介） 

 
 

Figure 6 媒介効果パス No.6 
（部分媒介） 

  
 

注）係数は標準化係数（** p<.01, * p<.05, + p<.10） 

 

コーピング因子は，曖昧さへの態度因子が低い場合（否定的傾向）と高い場合（肯定的傾向）の条

件の違いによって GHQ12 因子にどの様な効果を及ぼすのかを検討した。 

統制，問題焦点型，統制と問題焦点型の交互作用を説明変数，一般的疾患傾向を目的変数として

階層的重回帰分析を行った。まず，統制と問題焦点型を説明変数とした重回帰分析を行った結果，

統制の効果は有意であったが，問題焦点型の効果は非有意であった（R²=.07；問題焦点型：b=-0.12, 

SE=0.03, β=-.26, t(276)=-4.07, p<.001；統制：b=-0.01, SE=0.05, β=-.02, t(276)=-0.30, p=.766）。さらに，

交互作用項を投入して重回帰分析を行ったところ，交互作用は非有意であった（R²=.08, b=-0.01, 

SE=0.01, β=-.08, t(275)=-1.32, p=.240）。統制が低い群および高い群ともに問題焦点型のコーピング効

果により一般的疾患傾向を有意に低下させていた（低群：b=-0.08, SE=0.04, β=-.18, t(275)=-2.08, 

p<.005；高群：b=-0.14, SE=0.04, β=-.33, t(275)=-4.03, p<.001）（Table 8，Figure 8）。 

媒介効果パス No.3，No.4，No.5 および No.6 についても同様に，曖昧さへの態度因子，コーピン

グ因子，曖昧さへの態度因子とコーピング因子の交互作用を説明変数，GHQ12因子を目的変数とし

て階層的重回帰分析を行った。その結果，Table 9～12，Figure 9～12 のとおり，すべての媒介効果

パスにおける交互作用は非有意であった。つまり主効果のみであり，すべての媒介効果パスにおい

て曖昧さへの態度因子が低い群および高い群ともにコーピング因子の効果により GHQ12 因子を有

意に低下させていた。つまり，曖昧さの否定的態度は，一部の因子フローにおいてコーピングを媒

介して有意にストレス反応を抑制することが示された。 
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Table 8 媒介効果パス No.1 の階層的重回帰分析表 

 

 

Figure 7 媒介効果パス No.1 の Slice図 
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Table 4 パス No.3 の結果 

 
 

Figure 8 パス No.3 の Slice図  

 
 

Table 5 パス No.4 の結果 

 
 

Figure 9 パス No.4 の Slice図 

 
 

Table 6 パス No.5 の結果 

 

 

Figure 10 パス No.5 の Slice図 

 

Table7 パス No.6 の結果 

 

 

Figure 11 パス No.6 の Slice図 
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考 察 

 

 本研究では，大学生のデイリーハッスル（ストレッサー）と曖昧な状況に直面した際のパーソ

ナリティ特性である曖昧さへの態度に着目し，コーピングのパターンとストレス反応（精神的健

康度）の過程を探索的に検討することを目的とした。 

各尺度の因子間を縦断するパスを仮定し，パス解析を行った。その結果，ストレッサーのうち自

己に関する因子，曖昧さへの態度のうち統制と不安の因子，およびコーピング因子のうち問題焦点

型，認知評価切上げ，認知評価切下げが有意な因子として得られ，これらの因果関係および相関関

係で連鎖された構造モデルが示された。これにより，ストレッサーが精神的健康度に対して直接的

に影響していること，同時に曖昧さへの態度とコーピングを媒介して精神的健康度に間接的に影響

していることが示された。 

1． 因子間のパスと構造モデルについて 

パス解析から自己に関するストレッサーは，曖昧さに対する不安や混乱をもたらし，一方で正確

さや明確さ，一貫性を求めるような態度を生じさせる可能性が示唆された。調査対象であった大学

生は，アイデンティティの確立，親からの独立といった青年期の課題に直面する時期である。また，

磯和・南（2019）によると，青年期は発達的に自己への内省が高まることで，自己を強く意識した

り，自己への探求が盛んに行われたりする時期である。そのため“自分の将来についての不安”や

“現実の自分と理想の自分とのギャップ”といった自己に関するストレッサーを多くの者が感じて

いると推察される。また，“将来”や“自己”および“理想と現実のギャップ”については判断や予

測が難しく，Budner（1962）の言う曖昧な状況であり，こうした曖昧さに対して不快さや恐怖を感

じ，避けたい，あるいは何とか統制したいと否定的に捉える態度へ繋がりやすいと考えられる。 

曖昧さへの態度の統制は，コーピングの問題焦点型と認知評価切上げに正の影響を与えており, 

この態度が強い者は，問題焦点型と認知評価切上げの対処行動を積極的に行う可能性が示唆された。

曖昧さの統制は“出来るだけ情報を集めたい”や“確認して明らかにしたい”などのように曖昧さ

を知的に把握し，曖昧さを低減するために積極的に関わろうとする態度である。そのため，苦痛や

苦悩をもたらす問題そのものを解決しようとする問題焦点型のコーピング，および問題に対する見

方や受け取り方（認知）を変えることで前向きに捉え直し，対処しようとする認知評価切上げのコ

ーピングへ繋がりやすいと考えられる。 

曖昧さへの態度である不安は，コーピングの問題焦点型と認知評価切上げおよび認知評価切下げ

に負の影響を与えていることが示され，曖昧さへの不安が高い者は，上記 3つのコーピングを行う

ことに消極的な態度を有している可能性があり，適切な対処には繋がりにくいことが示唆された。 

一方，コーピングに関しては，問題焦点型と認知評価切上げおよび認知評価切下げが，一般的疾

患傾向を減少させることが示された。よって，これら 3つのコーピングを用いることは，精神的健

康度を高め，全般的な活動水準を改善する有効な手段となる可能性が示唆された。また，抑うつ的

傾向へは認知評価切下げのみ負の影響がみられた。不安やうつといった精神的な病理状態につなが

るようなストレス反応を緩和するためには，ものの見方や受け取り方といった認知にはたらきかけ，
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問題となっていることの意味づけや解釈を好ましい方向で捉え直し，現実的で適応的な視点をもつ

ことが有用であると考えられる。 

さらに，自己に関するストレッサーから一般的疾患傾向および抑うつ的傾向へ正の直接効果パス

が示された。ストレッサーはコーピングを介さない場合，ストレス反応に直接的に影響し，健康度

を下げることが示唆された。 

2． コーピング因子の間接効果について 

曖昧さへの態度が一般的疾患傾向や抑うつ的傾向に及ぼす影響について，パス分析で得られた間

接効果パス 6 パターンにおけるコーピングの媒介効果をさらに詳細に検討した。分析の結果，曖昧

さへの不安から一般的疾患傾向へ及ぼす影響に問題焦点型の有意な媒介効果は認められなかった。

問題焦点型のコーピングは，ストレッサー自体の解消を目指して行われるため，ストレス反応の軽

減に有効であると考えられる。しかし，問題の所在が自分以外にあり，自分の力で対処することが

困難な場合や対処方法が実行できない，または上手くいかない場合もあり，すべての問題を解決し，

ストレッサーを解消できるとは限らない。曖昧さによって不安や混乱が生じる者は，そもそもコー

ピングに対して消極的であることから，容易に解決できないストレッサーに対してはたらきかけ続

けることは困難であると推察される。また，問題自体に直接取り組むための様々なコーピング方略

をもっていない可能性も考えられる。そのため，曖昧さによって不安になる者にとって問題焦点型

のコーピングは，ストレス反応を軽減し，精神的な健康度を改善させる媒介要因にはならなかった

と考えられる。 

その他の間接効果パス 5 パターンにおけるコーピングの媒介効果は有意であった。よって，曖昧

さへの態度である統制あるいは不安のパターン別にストレス反応を低減させる適応的で効果的なコ

ーピングを捉えることができた。すなわち，曖昧さを統制しようとする者にとって，ストレスの原

因となっている問題そのものを解決しようと取り組んだり，問題に対する見方や受け取り方（認知）

を変化させ，積極的に前向きに捉えようとしたりすることがストレス反応を和らげ，精神的な健康

度を上げることができる好ましい対処行動であることが示された。 

逆に，曖昧さに対して不安を示す者にとっては，ものの見方や受け取り方といった認知にはたら

きかけ，現実的で適応的な視点をもつことが，精神的健康度を回復させ，抑うつ感や不安を緩和す

ることのできる好ましい対処行動であることが示唆された。曖昧さに対して不安を感じやすい者は，

コーピングに対して消極的な態度を有しているため，問題焦点型よりも情緒焦点型で認知にはたら

きかけるようなコーピングが精神健康を改善しやすいと考えられる。すなわち，問題そのものの解

決を目指さずとも，自分のもつ価値観や理念，考え方を適応的に変容できればストレス反応を軽減

することが可能であると考えられる。 

認知評価切上げおよび認知評価切下げのコーピングは，苦痛や苦悩をもたらしている問題そのも

のではなく，問題に対する見方を変え，問題によって引き起こされた感情的な反応を調整する方略

であり，情緒焦点型コーピングに分類される。牧野・山田（2001）は，情緒焦点型コーピングには

ストレス反応を緩和するものと，かえって増加させてしまうものがあると述べており，情緒焦点型

コーピングの機能は種類により様々であるとされている。本研究の結果から，認知評価切上げ，認
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知評価切下げといった認知を好ましい方向に変容させる対処行動が，ストレス反応の緩和に効果的

であることが示唆された。なお，認知評価切下げの効果については，否定的あるいは消極的な方向

への思考が精神的健康度を下げるのではなく，それによる適応的・現実的な視点の変化がストレス

反応の緩和には重要であるということである。 

 

本研究のまとめと今後の課題 

本研究の成果のひとつは，このストレス反応の過程が一体的な構造モデルとして把握され，その

プロセスの全体像を俯瞰することが可能となったことにある。そして，曖昧さへの態度である統制

と不安が一般的疾患傾向や抑うつ的傾向に及ぼす影響について，コーピング因子を媒介するかどう

かを検討した結果，媒介効果が認められ，曖昧さへの態度からコーピング因子である問題焦点型，

認知評価切上げ，認知評価切下げを経由してストレス反応を軽減する可能性が示唆された。以上は

個人がストレッサーをどのように認知評価し，どのように対処するかによって決定されるという

Lazarus & Folkman（1984）の心理学ストレスモデルと概ね一致する結果であった。 

コーピング因子の媒介効果が認められた 5つの媒介効果パスについて，コーピング因子が一般的

疾患傾向や抑うつ的傾向にどのような影響を及ぼすのかを探索するため，階層的回帰分析を行った

結果，交互作用は非有意であった。すなわち，曖昧さへの態度の因子が低い群および高い群ともに

コーピング因子の効果によりストレス反応を有意に低下させていた。したがって，曖昧さへの態度

の不安と統制について，傾向の高低に関わらずコーピングの効果は有効であり，ストレス反応を改

善することが可能であると示唆された。曖昧さに対して不安になったり，統制しようとしたりする

者は，好ましいコーピングと結びつくことでストレス反応を緩和させ，精神的な健康度を上げるこ

とが可能となる。これまで心理的不適応との関連が示されてきた曖昧さへの否定的態度である不安

と統制の肯定的な側面が明らかとなったのである。このように適応的なコーピングを選択し，活用

することの根拠やコーピング効果を高めるための認知への介入についての示唆が得られたが，臨床

現場ではより明示的で現実的な対処行動を提示することで，クライエントの問題解決に役立つこと

が期待できそうである。 

また，曖昧さに対する不安と統制は，西村（2007）により否定的態度に分類されている。西村（2007）

では，曖昧さへの不安は抑うつ傾向と強迫傾向と関連していることが示唆され，曖昧さの統制は強

迫傾向と関連がみられた。その他の研究（津田，2015；安田，2019）からも曖昧さへの否定的態度

である不安や統制と心理的不適応との関連が示されている。しかし，本研究では曖昧さに対して不

安になったり，統制しようとしたりする者は，好ましいコーピングと結びつくことでストレス反応

を緩和させ，精神的な健康度を上げることが示唆された。曖昧さへの否定的態度である不安と統制

の肯定的な側面が明らかとなった点は，本研究による新たな知見であると言える。 

物事の考え方や受け取り方といった認知にはたらきかけ，認知を変容させることで気持ちを楽に

したり，行動をコントロールしたりする治療方法には，認知療法や認知行動療法がある。これらは，

精神疾患の患者以外でも日常のストレス対処やメンタルトレーニングにも活用されている。セルフ

ケアの具体例として，認知行動療法に基づく方法がストレスチッェク制度の実施手順として推奨さ
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れている（厚生労働省，2021）。このようなメンタルヘルスについての予防的な介入が，労働者のみ

ならず大学生に対しても実施されることで，コーピングスキルが向上し，ストレス症状が低減され

ることでメンタル不調者を減少させることができると考えられる。 

本研究から，大学生の自己に関するデイリーハッスルから生じるストレス反応について，曖昧さ

への態度別に適応的なコーピングを選択し，活用することの根拠やコーピング効果を高めるための

認知への介入について示唆が得られた。しかし，本研究では年齢差や性差についての検討はできて

いない。中高生や社会人，高齢者といった幅広い年齢層に対する調査を実施し，異なる年齢層にお

けるストレス反応の過程についても検討していく必要があると思われる。世代間の差や性差により

高刺激となるストレッサーの種類にどのような違いがあるのか，またストレスを緩和し，健康度を

高める有効なコーピングにどのような違いがあるのかについて疑問が残るため着目すべき視点であ

る。 

また，本研究で明らかにならなかった曖昧さへの肯定的態度の心理的メカニズムの解明や，より

強いストレッサーにおけるストレス反応の過程についても検討していく必要がある。さらに，本研

究は質問紙調査による一時点での研究であった。今後は縦断的な研究やセルフケアやコーピングス

キルを強化するような介入による効果に着目した研究を行い，因果関係のさらなる追求が必要であ

る。 
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愛着傾向と親密な関係における脅威場面での感情および 

対処行動との関連 

―恋人関係と夫婦関係の違いに着目して― 

 

謝 新宇1・中島 健一郎 1 

 

Attachment orientations, emotions, and coping behaviors to threat in intimate relationships:  
Focusing on differences between dating and marital relationships 

 
Xinyu Xie and Ken’ichiro Nakashima 

 

This study examined the relationship between attachment orientations (anxiety and 

avoidance), emotions, and coping behaviors in response to threatening situations in intimate 

relationships, focusing on the differences between dating (523 participants) and marital 

relationships (606 participants). Using a hypothetical scenario, attachment orientations, 

negative emotions, and coping behavioral tendencies in response to third-party interventions in 

intimate relationships were measured. A multiple regression analysis revealed a positive 

relationship between attachment anxiety and negative emotions. Regarding coping behaviors, 

multiple group structural equation modeling showed that attachment anxiety was positively 

related to aggression-oriented, silence-oriented, breakup-oriented, and rival-oriented behaviors 

in both dating and marital relationships. However, attachment avoidance was positively 

associated with silence-oriented behaviors and negatively with conversation-oriented behaviors. 

Additionally, differences were observed between dating and marital relationships in the 

relationships between attachment anxiety and conversation-oriented behaviors, as well as 

between attachment avoidance and rival-oriented behaviors. These results suggest that 

attachment anxiety and attachment avoidance lead to different nonconstructive coping 

behaviors. 

 

キーワード：attachment orientation, threatening situation, emotion, coping behavior, intimate 

relationships 
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問 題 

 

人は基本的な帰属欲求を満たすために，人間関係を維持しようとする強い動機を持つ（Arriaga, 

2013; Rusbult & Van Lange, 2003）。特に，質の高い親密な関係（恋人関係または夫婦関係）を持つこ

とは，身体的および精神的な健康の向上に寄与することが多くの研究で示されている（Braithwaite 

& Holt-Lunstad, 2017; Slatcher & Selcuk, 2017）。さらに，こうした関係は個人の幸福感の増大や人生

満足度の向上とも関連している（Kawamichi et al., 2016; Gustavson et al., 2016）。 

多くの人が安定した親密な関係を築き維持することを望む一方で，関係内外のさまざまな状況や

出来事により，関係の質（例：満足度やコミットメント）が揺らぐことは避けられない（Arriaga, 2001）。

親密な関係は他の対人関係（友人関係など）と異なり，排他性という特徴を持つため，第三者がそ

の関係にある片方に対して親密性，もしくは親近性を求めて関係内へと入り込んでくること（第三

者の介入）が関係の安定性を脅かす可能性がある（金政，2006）。特に恋人関係では，パートナーと

の身体的・精神的な結びつきが比較的弱く，関係の形成や解消に伴うコストが結婚関係に比べて低

いため，外部からの脅威への対応が常に求められる（Shorey et al., 2008）。一方，夫婦関係では外部

の脅威に加え，夫婦で一緒に過ごす時間が比較的長くなるため，日常生活の中で生じる相互作用も

関係に影響を与える要因となる。これらの相互作用は，ポジティブな行動（例：思いやりや感謝）

から，日常的な行動（例：家事の分担），さらにはネガティブな行動（例：不十分なサポートや対立）

まで多岐にわたる。パートナーとの話し合いなど適切な対応は個人の幸福感を高め，関係の質を向

上させるが，攻撃，回避など不適切な対応は関係の質を損なうことが示されている（周・深田，2017）。

しかし，誰もがこれらの脅威に適切に対応できるわけではない。 

親密な関係への脅威に対する個人差を説明する要因に，成人期の愛着があげられる（Gillath et al., 

2016; Crowell et al., 2016）。愛着理論は，個人の対人的な態度，感情，行動戦略など，幅広い心理的

要素を包括的に説明するための枠組みを提供する（Mikulincer & Shaver, 2007）。成人期の愛着は，自

己観および他者観に関する作業モデルに基づき，不安と回避という二つの次元（愛着傾向）で特徴

づけられる（Griffin & Bartholomew, 1994）。愛着不安は，他者からの受容を通じて自己を肯定的に捉

えようとする傾向を反映する。不安が高い個人は，親密さを求める一方で拒絶や見捨てられること

への不安を抱え，脅威関連の手がかりに対して過敏に反応する傾向がある。一方，愛着回避は親密

さへの不快感を反映しており，愛着回避の高い人は，パートナーを信頼できないと感じるため，親

密さを避け，脅威関連の手がかりから距離を置くことが多い（Mikulincer & Shaver, 2007）。 

愛着理論によれば，第三者の介入などの脅威を知覚すると愛着システムが自動的に活性化される。

愛着不安の高い人は過活性化方略（hyperactivating strategy）を使用する傾向がある（古村・戸田，

2020）。具体的に，脅威に直面すると，彼らはネガティブな思考や感情へのより注意を向け，より強

いネガティブな感情（例：悲しみ，恐れ，怒り）を経験し，それを強く表現する（Winterheld, 2016）。

これにより，愛着対象（パートナー）の注意を引き，愛着対象からの保護やサポートを求めようと

する（Mikulincer & Shaver, 2016）。脅威への対処行動として，愛着不安の高い人は，パートナーとの

話し合いといった建設的な行動を取らず（Fournier et al., 2011），敵対的あるいは攻撃など非建設的
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な行動を取る傾向がある（Babcock et al., 2000）。一方，愛着回避の高い人は不活性化方略（deactivating 

strategy）を使用する傾向がある。彼らは脅威関連のネガティブな感情から注意を逸らす，感情を抑

制する（Monti & Rudolph, 2014）。脅威への対処行動については，愛着回避の高い人は，パートナー

との対立を最小限にとどめようとし，脅威を避ける傾向がある（Collins et al., 2006）。その結果，関

係を維持するための建設的な対処行動（例：問題を解決するために対話を行う）を示す傾向が低い

（Guerrero, 1998）。 

しかし，愛着傾向が脅威時の感情経験および対処行動との関連を検討した先行研究では，一貫し

た結果が得られていない。例えば，愛着不安とネガティブな感情の高さや非建設的な行動との間に

正の関連を示すものがある一方（Mikulincer & Nachshon, 1991; Tan, Overall, & Taylor, 2012），ネガテ
ィブな感情の低さや建設的な行動と正の関連を示すものもある（Feeney, 1995; Guerrero, 1998; Remen, 

Chambless, & Rodebaugh, 2002）。この不一致は，先行研究が特定の行動（例：安心探し，攻撃，対立

の最小化など）に焦点をあてており（Mikulincer & Shaver, 2005; Collins et al., 2006），愛着傾向によ

って感情と行動が過活性化または不活性化されることについて包括的に検討していなかったゆえに，

結論の相違が生じた可能性がある（Brandão, 2019）。したがって，Mikulincer & Shaver（2019）が論

じたように，特定の状況における愛着不安および愛着回避型の高い個人が具体的にどのような反応

を示すのかについて，さらなる知見が必要である。 

一方，日本において，愛着傾向と脅威へのネガティブな感情及び対処行動との関連を検討した研

究は限られている。田中他（2007），永井他（2010），および石毛（2012）の研究は，愛着回避とネ

ガティブな的感情の抑制との関連を明らかにしているが，これらの研究は人々の普段の感情制御に

着目しており，親密な関係における脅威場面を直接検討したものではない。また，金政（2006）は，

愛着傾向と第三者の介入による脅威に対する感情経験および対処行動との関連を検討した結果，愛

着回避が脅威に対するネガティブ感情の経験と負の関連を示し，さらに「話し合い行動」という建

設的行動とも負の関連のあることを明らかにした。この結果は愛着理論と一致しているが，対象者

が恋人関係にある参加者に限定され，恋人関係における排他性の視点から議論されていたため，夫

婦関係まで議論できなかったという限界点がある。 

Xie et al.（2022）は親密な関係における暴力（Intimate Partner Violence, IPV）が当事者間の相互作

用の中にエスカレートするプロセス（相馬, 2018）に着目し，恋人関係における愛着不安の影響を検

討した。その結果，愛着不安が脅威に対するネガティブな感情の高さと非建設的な対処行動（別れ

匂わし傾向）を介して，心理的暴力から身体的暴力へと至るという因果プロセスを示唆する結果が

得られた。さらに，Xie et al.（2023）は夫婦関係にある参加者を対象に同じプロセスが再現されるこ

とを確認した。しかし，これらの研究では暴力のエスカレートを検討対象とするために，Straus（1979）

の葛藤対処尺度と神野（2017）の浮気場面への予測行動尺度項目を組み合わせて使用したが，その

尺度の信頼性と妥当性に関する証拠の報告が不十分である。加えて，両研究では愛着回避が統制変

数としてモデルに含まれてるにとどまり，その影響のあり方を直接検討対象としていなかった。さ

らに，Xie et al.（2023）で同じプロセスが再現されたとはいえ，恋人関係と夫婦関係において一部の

得点間の関連の仕方に違いが認められている。しかし，この違いについて統計的に比較しているわ
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けではない。実際，冒頭で述べたように，夫婦関係では同居生活を通じた相互作用への対応が関係

維持の重要な課題であると同時に，恋人関係のように第三者介入など外部からの脅威に晒される可

能性もある。一方で，夫婦関係は恋人関係よりも関係の形成や解消に伴うコストも相対的に高く，

パートナーとの身体的および精神的な絆が強いため（Shorey et al., 2008），関係の安定性が高いとも

考えられる。また，長時間の同居生活を経ることでパートナーへの理解が深まり，愛着傾向の影響

が弱まる可能性も示唆される（Kuncewicz et al., 2020）。これらの点を踏まえると，同じように親密

な関係に位置づくとはいえ，恋人関係と夫婦関係の間で愛着傾向と脅威に対する感情及び対処行動

に与える影響に違いが見られる可能性が考えられる。 

以上より，本研究は， Xie et al.（2023）の使用尺度よりも妥当化が進んでいる尺度を用い，愛着

不安と愛着回避が親密な関係における脅威場面での感情や対処行動との関連を検証するとともに，

この関連のあり方を恋愛関係と夫婦関係で比較することを目的に，Xie et al.（2022）の恋愛関係デ

ータ，および Xie et al.（2023）の夫婦関係データを再分析する。 

両データの概要を以下に述べる。 Xie et al.（2022）では，金政（2006）と神野（2017）に基づき，

親密な関係への脅威として第三者の介入場面と設定した。そして，脅威に対するネガティブな感情

は，神野（2016）の多次元恋人関係嫉妬尺度を用い，脅威時に典型的に生じる感情である嫉妬（White 

& Mullen, 1989）が測定された。この尺度は嫉妬を認知・情動・行動の 3側面から捉えている。本研

究では，第三者の介入に対するネガティブな感情の強さを示す「排他的感情」に着目する。脅威へ

の対処行動については，尺度の信頼性と妥当性を考慮し，Xie et al.（2022）および Xie et al.（2023）

で用いられた合成尺度で測定されたデータではなく，その構成元である神野（2017）の浮気場面で

の予測行動尺度で測定されたデータを用いる。この尺度は以下の 5つの下位因子で構成される：パ

ートナーに対する攻撃的態度を示す「攻撃志向」，浮気場面について特に触れようとせず，また解決

に出ようともしない「沈黙志向」，パートナーとの別れを積極的に考える「別れ志向」，：パートナー

と真摯に向き合って，話し合おうとする「対話志向」，関係に介入してきたライバルと接触する方向

での解決を目指す「ライバル志向」である。 

本研究の予測を以下に述べる。まず，金政（2006）や（Winterheld, 2016）の知見より，愛着不安

の高い人は親密な関係への脅威に対してより強いネガティブな感情を経験する一方で，愛着回避の

高い人はネガティブな感情を抑制する傾向が高いことが想定される。これより，①愛着不安は「排

他的感情」との正の関連を示す，②愛着回避は「排他的感情」と負の関連を示すと予測した。次に，

（Babcock et al., 2000）や（Fournier et al., 2011）の知見より，愛着不安の高い人は，パートナーに見

捨てられることへの不安が高いため，関係解消にかかわる行動をとる意欲が低いこと，そして彼ら

はパートナーとの会話を避け，攻撃的な態度を示すことが想定される。これより，愛着不安は「攻

撃志向」との正の関連を示し，「沈黙志向」，「別れ志向」，「会話志向」，「ライバル志向」と負の関連

を示すと予測した。一方，愛着回避の高い人は，親密さへの不快感を持ち，脅威への対処よりもそ

れを避ける傾向が高いことから（Collins et al., 2006），④愛着回避は「沈黙志向」と正の関連を示し，

「会話志向」と「ライバル志向」と負の関連を示すと予測した。さらに本研究では，ここで挙げた

関連について恋人関係と夫婦関係により違いが生じるか比較する。その詳細は分析計画で後述する。 
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方 法 

 

上で述べたように，本研究で使用するデータは Xie et al.（2022）の恋愛関係データおよび Xie et 

al.（2023）の夫婦関係データである。以下では，これらの研究手続きを紹介する。 

 

参加者と手続き 

参加者は，いずれもクラウドソーシングサービスを通じて募集した。そのうち，恋人関係をもっ

ているまた持っていた者は 523名（男性 308名，女性 212名，性別不明者 3名，Mage =38.67±9.00

歳）と（Xie et al., 2022），夫婦関係をもっており，配偶者と同居している 606名（男性 395名，女

性 209名，性別不明者 2名，Mage = 48.05±8.92 歳）であった（Xie et al., 2023）。 

手続きは両研究で同一であった。参加者から調査参加同意を得た後，PCまたはスマートフォンを

通してオンライン調査（Google フォーム）に参加するよう求めた。調査では参加者の愛着傾向，日

常における嫉妬経験，および性別，年齢などの人口統計変数を測定した。その後，親密な関係が脅

かされている仮想場面（「あなたはとある土曜日の夜，あなたの恋人（夫婦関係の場合はパートナー）

「Xさん」が，あなたの知らない人物「Yさん」とデートしているように見える姿をたまたま目撃

してしまいました。」を呈示し，この脅威場面に対する対処行動傾向を測定した。この方法は神野

（2017）を参考にした。 

 

使用尺度 

 性別，年齢以外，以下の尺度を用いた。いずれの尺度も 7 件法で測定した（1:全くあてはまらな

い－7:非常によくあてはまる）。2つのサンプルは同じ尺度を用いて測定した。 

愛着傾向 一般他者版愛着スタイル尺度（中尾・加藤，2004）を用いた。この尺度は「見捨てら

れ不安」（例：私は，人と親密になることがとてもここちよい）と「親密性の回避」（例：私は人と

あまり親密にならないようにしている）の 2つの下位因子から構成されている。 

嫉妬 多次元恋人関係嫉妬尺度（神野，2016）を用いた。この尺度は認知・情動・行動の 3つの

側面から嫉妬を捉え，「排他的感情」（例：Xさんが誰かといちゃいちゃしていたら，不機嫌になる），

「猜疑的認知」（例：誰かに X さん（パートナー）をとられるかもしれないと考えることがある）

と「警戒行動」（例：Xさんに，誰と何をしていたのか，何を話していたのかを聞くことが多い）に

構成される。本研究ではそのうち「排他的感情」を分析に使用した。 

脅威への対処行動傾向 架空の浮気場面への予測行動尺度（神野，2017）を用いた。この尺度は，

「攻撃志向」（例：Xさんに意地悪なことを言う），「沈黙志向」（例：Xさんが何も言わない限り，

普段通りに接する），「別れ志向」（例：Xさんに別れ話をする），「会話志向」（例：「落ち着いてパー

トナーに尋ねる」），および「ライバル志向」（例：「ライバルと会う機会を作ろうとする」）の 5つの

因子で構成されている。 
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分析計画 

まず，脅威への対処行動尺度に対し，確認的因子分析を実施する。この尺度は神野（2017）で妥

当性が検討されていたが，Xie et al.（2022）と Xie et al.（2023）で合成尺度の使用により，この尺度

の妥当性の報告が十分でなかったため，その確認を目的とする。因子構造の適合度が基準（CFI ≥ .90，

RMSEAおよび SRMR ≤ .10以下）を満たさなかった場合，構造的側面の証拠が得られなかったと判

断したうえで，最低限として信頼性が担保されているかを確認するために項目分析を行う。その後，

各因子の項目群ごとに個人内平均値を算出し，尺度得点として相関分析を実施する。 

続いて，愛着傾向と脅威に対する感情の関連を検討するため，排他的感情を目的変数，愛着不安

および愛着回避を説明変数として重回帰分析を実施する。最後に，愛着傾向と対処行動の関連を検

討するため，多母集団同時分析を実施する。その際のモデルは，予測で想定される関連に基づいて

愛着不安と愛着回避から，各対処行動に対してパスを引く。愛着不安と愛着回避の間，および各対

処行動の誤差項の間に共分散を仮定する。恋人関係と夫婦関係による違いを検討するため，弱測定

不変モデル（パスおよび共分散を等値制約を設定）と，配置不変モデル（等値制約を設定しない）

の両方を実施する（久保・2022）。2つのモデルついて，情報量規準（AICと BIC）を参考に適切な

モデルを選択する。 
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結 果 

 

まず，架空の浮気場面への予測行動尺度に対す確認的因子分析の結果，いずれのモデルも適合度

が基準を満たさなかった（恋人関係：CFI = .890, RMSEA = .075, SRMR = .072; 夫婦関係：CFI = .890，

RMSEA = .082，SRMR = .082）。尺度の構造的側面の証拠が得られなかったものの，各下位尺度の信

頼性が高ければ，尺度得点の算出は許容できると考え，各因子に対して項目分析を行った。その結

果，信頼性係数（Cronbachの α係数）は.68から.89であり，許容範囲内と判断できる水準にあるこ

とが確認された。そこで各因子の項目群ごとに個人内平均値を算出し，尺度得点とした。恋愛関係

のデータと夫婦関係のデータによる各尺度の下位尺度の記述統計量および相関係数を Table 1 に示

す。いずれも先行研究（Xie et al., 2022; Xie et al., 2023）では報告されていない結果である。 
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次に，HAD18（清水，2016）で線形回帰分析を行い，愛着傾向と排他的感情との関連について検

討した（Table 2）。その結果，恋人関係および夫婦関係の両方で，愛着不安と排他的感情との正の関

連が見られた（恋人関係：β = .34, p < .01；夫婦関係：β = .24, p < .01）。一方，愛着回避と排他的感

情との間には有意な関連が見られなかった（恋人関係：β = .04, ns；夫婦関係：β = −.00, ns）。したが

って，予測①は支持，予測②は不支持であった。 

次いで構造方程式モデリング（SEM）用いて愛着傾向と脅威への対処行動傾向との関連を検討し

た。恋人データと夫婦データに対して，Mplus8.8（Muthén & Muthén, 2017）を用いて多母集団同時

分析を実施した結果，弱測定不変モデル（AIC = 25013.567; BIC = 25100.649）よりも，配置不変モデ

ル（AIC = 24963.624; BIC = 25085.909）の情報量規準が低かったことから，後者を選択した。この結

果は，恋人関係と夫婦関係において異なる関連を持つことを意味する。そして，モデルの適合度指

標は CFI＝1.000, RMSEA＝.000, SRMR＝.002であり，基準を満たしていると判断した。 
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分析の結果，恋愛関係および夫婦関係の両方で，愛着不安は攻撃志向（恋人関係：β = .38, p < .01；

夫婦関係：β = .32, p < .001），沈黙志向（恋人関係：β = .12, p < .01；夫婦関係：β = .10, p < .05），別

れ志向（恋人関係：β = .21, p < .001；夫婦関係：β = .24, p < .001）およびライバル志向（恋人関係：

β = .20, p < .001；夫婦関係：β = .24, p < .001）と有意な正の関連を示した。これらの結果は予測③を

一部支持した。 

一方，恋愛関係および夫婦関係の両方で，愛着回避は沈黙志向（恋人関係：β = .13, p < .01；夫婦

関係：β = .08, p < .05）と有意な正の関連を示し，対話志向（恋人関係：β = −.13, p < .01；夫婦関係：

β = −.16, p < .001）と有意な負の関連を示した。これらの結果は予測④を一部支持した。 

恋人関係と夫婦関係による違いに関して，まず愛着不安と対話志向との関連については恋愛関係

で有意な負の関連（β = −.11, p < .05）が示されたのに対して，夫婦関係では有意ではなかった（β = .03, 

ns）。また，愛着回避とライバル志向との関連について，夫婦関係では有意な負の関連（β = −.09, p 

< .01）が示されたものの，恋愛関係では有意ではなかった（β = −.07, ns）。 

 

考 察 

 

本研究は，個人の愛着傾向と外部からの脅威に対するネガティブ感情および対処行動との関連に

関する予測を検証するとともに，恋愛関係と夫婦関係における関連の違いについて検討した。 

まず，愛着傾向と脅威に対するネガティブ感情に関して，恋人関係と結婚関係の両方で，愛着不

安は排他的感情との正の関連が見られた。これらの結果は予測①を支持し，愛着不安の高い人は過

活性化方略を使用する傾向が示唆された。愛着不安の高い人は，常に自分がパートナーに愛されて

いるかどうかについて疑念を抱きやすく，その結果として，パートナーに捨てられることを心配し

続ける（Hazan & Shaver, 1987）。このような不安感は，親密な関係内外の出来事に対して過剰に警戒

心を持たせ，特に第三者の介入のような明確な脅威に対して，強いネガティブな感情を引き起こす

ことが多いと考えられる。一方で，愛着回避に関しては，排他的感情との有意な関連は見られなか

った。つまり，予測②に基づく愛着回避に関連する不活性化方略は支持されなかった。先行研究（e.g., 

Mikulincer & Shaver, 2005）に基づくと，愛着回避の高い人が愛着回避の低い人のようにネガティブ

な感情を経験する可能性は低いと。その理由について現状では考察するのが難しいため，今後も関

連研究を渉猟しながら，どのような理由が想定されるか考察していく必要があると考えられる。 

次に，脅威場面への対処行動に関して，恋愛関係と夫婦関係の両方で，愛着不安は攻撃志向と正

の関連が見られた。この結果は先行研究と一致しており（Babcock et al., 2000），脅威に応じてパー

トナーへの攻撃的な行動を取る傾向が示唆された。Buss（2000）は，パートナーがほかの人に興味

を示した際に相手を責め，罪悪感を抱かせるような行動には，パートナーを関係内部に引き留める

機能がある可能性を指摘している。愛着不安が高い人は，見捨てられることへの不安や焦燥感が生

じる状況，あるいは親密さへの希求が満たされない状況で，パートナーへの監視や束縛など間接的

暴力を引き起こす傾向がある（金政他，2017）。これらの行動は親密な関係における暴力の先行要因

となる可能性が示唆される（金政他，2021）。したがって，愛着不安を抱える人々の攻撃的な行動を
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予防し，親密な関係をより健全に維持するためには，早期介入の重要性が考えられる。 

しかし，予測③に反して，愛着不安は別れ志向，ライバル志向または沈黙志向と有意な正の関連

が見られた。別れる行動は葛藤そのものやそれまでの関係への不満足を理由に，関係の終了を目指

す行動であり，一見愛着不安の高い人が親密さを求める目的と反している。しかし，一方で，パー

トナーに別れ話をするなどの行動は，パートナーへの警告及び攻撃の意図も含まれる場合もある（神

野，2017）。Rusbult et al.（1996）は別れる行動を「精神的・物理的にパートナーを攻撃する」行動

として捉えている。したがって，愛着不安の高い人の別れ志向は，単なる関係の終了を目指すもの

ではなく，パートナーとの関係において不満を表明する行動の一環として理解される可能性がある。

さらに，因子間共分散に着目すると，別れ志向と攻撃志向との正の相関は他の相関よりも強い。こ

の結果は，別れ志向の攻撃的な側面，言い換えれば両者が同時に生じる傾向にあることを示唆する

と考えられる。 

次に，愛着不安とライバル志向との正の関連について，ライバルを調べ，接触することは，親密

な関係にとって必ずしも建設的な対処行動であるとは限らない点が指摘できる（神野，2017）。実際，

愛着不安が高い人は，積極的にライバルの情報を収集したり，潜在的なライバルを特定してパート

ナーと遠ざけようとする敵意を示す行動をとる傾向があり，これは脅威関連の手がかりに対する過

敏さの表れであると考えられる。さらに，愛着不安と沈黙志向との正の関連は，愛着不安が高い人

が一時的に自分の感情を抑え込み，その感情が蓄積されることで，最終的には攻撃的な態度や行動

にエスカレートする可能性を示唆している（相馬，2018）。これらの結果は，愛着不安の高い人が脅

威に対して多様な対処行動を示す傾向があることを示している。それぞれの行動は，一見異なるよ

うに見えるものの，いずれも親密な関係にとって非建設的な対処として機能している可能性がある。 

愛着回避については，恋人関係と夫婦関係の両方で，沈黙志向と正の関連，対話志向と負の関連

が見られた。この結果は先行研究と一致しており，愛着回避が強い人は脅威への関与意欲が低く

（Collins et al., 2006），脅威を最小限に抑えるために沈黙し，パートナーとの建設的な議論を避ける

不活性化方略が示唆される。これらの行動は攻撃的な行動とは異なり，関係を直接的に傷つけるわ

けではない。しかし，建設的な対処行動を抑えることで問題を解決しないままとなり，間接的に関

係の質を低下させる（古村・戸田，2008）。 

最後に，恋愛関係と夫婦関係による違いについて，先行研究の知見を踏まえて考察可能な部分に

ついて述べる。夫婦関係において愛着不安と対話志向との負の関連が見られなかった点について，

関係の安定性や継続時間の長さから見ると，夫婦関係は恋人関係よりも安定しており，同居生活を

通じて互いの理解がより深まる（Shorey et al., 2008）。このような安定した関係の中では愛着不安の

高い人の欲求に応じて，パートナーから適切な対応が与えられることで，見捨てられ不安が緩和さ

れる（Kuncewicz et al., 2020）。つまり，愛着不安の高い人であっても脅威に対してパートナーと真

摯に向き合い，話し合いを行おうと改善することが考えられる。 

愛着傾向と脅威場面への対処行動との関連を検討した結果，愛着不安と愛着回避が外部の脅威に

対して異なる非建設的な対処行動を取ることを示されている。また，関係を維持するためには，愛

着傾向および関係の種類に応じた適切な支援が必要であることを示唆されている。さらに，親密な



 

 - 128 - 

関係であっても，恋人関係と夫婦関係によって愛着傾向の影響の強さが変わる可能性が示された。

愛着傾向の影響をより明確に理解するためには，この要素を考慮に入れた検討の必要性が示唆され

た。 

しかし，愛着傾向による過活性化方略および不活性化方略の影響を明らかにするためには，以下

の限界点を踏まえてさらなる検討が必要である。一つ目は，本研究では脅威として設定した場面が

第三者の介入に限定されている点が挙げられる。第三者の介入は日常生活におけるさまざまな出来

事のうち，関係の外部に起因する一側面を反映するに過ぎない。したがって，本研究で得られた結

果は特定の場面のみ適用できるかもしれない。また，この限定された場面は，先行研究と一致して

おらず，現状では解釈できない結果が得られたことにつながった可能性がある。本研究の結果の外

的妥当性に関する証拠を得るために，脅威場面の内容を増やして追加検討する必要がある。二つ目

は，本研究では場面想定法を用いた方法論上の限界が挙げられる。この方法では，仮想場面での感

情と行動傾向が測定されており，参加者の日常生活における脅威，または脅威に直面する際に生じ

た感情と行動を十分に反映しているとは言えない。実際，参加者が想像や過去の記憶に基づいて回

答することにより，想起バイアスが生じる可能性が指摘されている（Huelsnitz et al., 2018）。実際の

脅威場面における感情や対処行動を明らかにするためには，生態学的妥当性の高いデータを収集す

る必要がある（Sheinbaum et al., 2015）。その一つの方法は経験サンプリング法（experience sampling 

method; SEM）である。 

例えば，謝他（2023）は経験サンプリング法を使用して，愛着傾向が日常生活におけるパートナ

ーとの相互作用に対する個人の感情的反応と行動的反応に与える影響を調べ，その結果，女性の愛

着傾向が自分のポジティブな感情反応を調整することが示された。しかし，経験サンプリング調査

においては，適切なサンプルサイズの設定が重要な課題となる（Bolger & Laurenceau, 2013）。謝他

（2023）のサンプルサイズが小さく，統計検定力が十分とはいえないため，より大規模サンプルで

の追加検討が必要である。 

以上を踏まえて，愛着傾向が親密な関係の日常生活における様々な脅威に対する感情と対処行動

との関連を明らかにするために，統計検定力に基づいてサンプルサイズを決定し，生態学的妥当性

の高い経験サンプリングデータから知見を得る必要がある。これにより，成人期の愛着傾向に対す

る，より包括的な理解が得られるだろう。 
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大規模災害の「中間被災者」の心理的反応に関する探索的検討 

―西日本豪雨災害と令和 2年 7月豪雨に着目して― 
 

木村優貴子1，上手由香2 
 

Psychological reactions of “ambiguous disaster victims” in the 2018 and 2020 Japan  
floods 

 
Yukiko Kimura and Yuka Kamite 

 
The concept "ambiguous disaster victims" refers to individuals who perceive 
themselves as having experienced only minor physical or psychological impacts 
from a disaster. They feel “neither fully a victim nor entirely an outsider,” resulting 
in identity uncertainty. This study examined whether psychological reactions 
associated with "ambiguous disaster victims" emerged during the Western Japan 
Heavy Rain Disaster and explored the characteristics of this state. Study 1 used a 
questionnaire to examine the relationship between the level of damage, 
self-perception as a victim, and awareness of being an "ambiguous disaster victim." 
The results showed that individuals who experienced more significant damage 
identified more as victims while perceiving themselves as "ambiguous disaster 
victims." This dual perception reflected instability in self-perception, feelings of 
displacement, and a tendency to undervalue their experiences. Study 2 conducted 
qualitative interviews, revealing that "ambiguous disaster victims" alternated 
between identifying with victims through shared experiences and non-victims 
owing to lesser impacts. This shift led to emotional conflict. Attempts to act as 
supporters sometimes led to guilt when unsuccessful. However, sharing 
experiences with peers who had similar exposure provided relief by avoiding 
hierarchical comparisons. These findings suggest that "ambiguous disaster 
victims" is relevant to large-scale disasters, highlighting the need for recognition 
and support for this overlooked group in disaster relief efforts. 
 
Keywords： ambiguous disaster victims, floods, post-traumatic stress responses 

 
1 医療法人仁康会 小泉病院 
2 広島大学大学院人間社会科学研究科 



 

      
 

- 134 - 

問 題 

 

平成 30 年 7 月豪雨，一般に言う西日本豪雨とは，2018 年 6 月 28 日～7 月 8 日に発生した西日本

を中心とした記録的な大雨のことである。河川の氾濫や土砂災害などに伴う被害は甚大であり，人

的被害としては死者 224 名，住宅被害としては全壊 6,758 棟，半壊 10,878 棟などと膨大な数にわた

った。加えて，地域によっては孤立集落やライフライン寸断などが発生し，住民生活に大きな支障

をきたした (消防庁，2019)。 

西日本豪雨災害をはじめとした被災地域が非常に広範囲である大規模災害では，被災者の被害状

況や災害に伴う体験も様々であると考えられ，それに伴う心理的反応も一様でないことが予想され

る。災害による被害の大きさの差異と心理的反応の関連に関しては，東日本大震災を対象とした研

究が主に進められている。東北大学東北メディカル・メガバンク機構・岩手医科大学いわて東北メ

ディカル・メガバンク機構 (2017) が東日本大震災の被災者に対して健康状況のコホート研究を行

ったところ，内陸部に対して被害が大きかった沿岸部では，心理的苦痛，抑うつ症状，不眠，およ

び心的外傷後ストレス反応 (PTSR) のオッズ比が高かったという結果が報告されている。また，こ

れらの心理的健康の差異については，家屋損壊・近親者喪失という被害の有無が影響したものとさ

れている。 

一方で，被害が比較的軽微であった被災者の心理的苦痛についても，東日本大震災を対象とした

研究がなされている。塩谷 (2014) は，東日本大震災で居住家屋が津波の被害を受けた，メディア

で取り上げられる典型的な「被災者」 像と一致する「重度被災者」と，津波の被害は受けなかった

が日常生活における被害を被った，実態の報道が乏しい「軽度被災者」に対するソーシャル・サポ

ートの効果の差異を検討した。その結果，情緒的サポートの一種である精神的な励ましを繰り返し

受領することによって，「軽度被災者」のみ抑うつ傾向が高まった可能性があるとした。こうした差

が生じたメカニズムとして，塩谷 (2014) は，「震災をめぐるアイデンティティ仮説」を掲げた。こ

れは，「軽度被災者」は「重度被災者」に比べて被害が軽微であったため，「被災者」という社会的

カテゴリにうまくコミットできず，また「非被災者」にも該当しないことから，震災に関して両義

的かつ不安定なアイデンティティを持つことになり，その両義性が非被災者からの精神的な励まし

が顕在化されたとする仮説である。被災者が他の被災者と自分の被害を比べるという点に関して，

宮地 (2011) は，東日本大震災では被災者同士で被災の程度や支援・気遣いを受ける権利の「重さ比

べ」が生じたとしている。他にも宮地 (2011) は，東日本大震災の際に被災地にいなくても被災した

人もいるとして，首都圏の人々は結果的に「無事」「無傷」ではあったが，安全感や安心感，日常感

覚を奪われる体験をすることで，心理的に傷を負い被災したと述べている。加えて，被災地とのつ

ながりがある人は，その心理的距離の近さによりメディア被災や目撃トラウマの影響が大きくなり，

被災地との物理的距離が遠いままであること，自分だけ「安全地帯」にいることに罪悪感を覚えた

という。また，被災地から離れた人たちは，直接の被害は受けていないものの心の負担を抱え，被

災地を支援できずに自分が傍観者だと感じて罪悪感を覚えたり，傍観者でありたくないからと義援

金をささげ，自分を支援者として位置付けたりすると述べている。 
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以上のように，他の被災者に比べて軽微な被災をしたと感じている人や，心理的にのみ被災した

人には，いわゆる重篤な被害を受けた「被災者」とは異なる心理的反応が生じるということが先行

研究によって示されている。こうした人々に特有の心理状態として，「中間被災者」と呼ばれる状態

があると言われている。笹山 (2017) によれば，「中間被災者」とは，災害に対して「完全な当事者

にも，第三者にもなれないような気がして，自分が何者か分からなくなってしまった状態」のこと

を指す。こういった「中間被災者」は，被災地内外どちらにも居場所がないような気がして孤独を

感じたり，周囲から被災状況を尋ねられても，自分より被害が大きかった人のことを考えて「被災

者」と名乗れず，自分自身の体験を語る資格がないと感じたりするとされている。こうした「中間

被災者」像は，塩谷 (2014) の「震災をめぐるアイデンティティ仮説」における，「軽度被災者」の

震災に関する両義的で不安定なアイデンティティ像や，宮地 (2011) における被災の重さ比べと合

致する。また，雁部 (2020) は，3 日間の避難所生活まで経験したにもかかわらず，家族や家財がほ

ぼ無事だったことから同様に被災地に住む周囲の人から「被災しなくてよかった」と言われ，家庭

という被災地内の居場所を維持するために当時の記憶と感情を封じ込めた結果思い出せなくなった，

「記憶と感情の行方不明」状態について述べている。 

以上の通り，「中間被災者」の概念については，インターネット上や社会学の論文ではいくらか記

述がなされているが，心理学的観点からは未だ十分に研究がなされているわけではなく，さらなる

研究が必要であると考えられる。これまでに得られている知見は東日本大震災によるものが主であ

るため，性質の異なる大規模災害である西日本豪雨災害において同様の検討を行うことにより，よ

り災害一般に適用できる概念となると考えられる。 

また，2020 年 7 月には，西日本から東日本の広範囲にわたり長期間大雨が降り続き，令和 2 年 7

月豪雨災害が発生した (気象庁，2020)。西日本豪雨災害における「中間被災者」を対象として，令

和 2 年 7 月豪雨時の「中間被災者」意識を調査することで，繰り返される災害の中で「中間被災者」

としての意識が及ぼす後の影響についても検討が可能と考えられる。 

本研究では，他の被災者と自分の被災状況を比べることで，自分を被災者とも完全な非被災者と

も位置付けられず，自分自身の災害時の体験や心理的苦痛を過小評価したり，それによって孤独感

や罪悪感を覚えたりする状態，すなわち「中間被災者」と呼ばれる状態に着目する。本研究の目的

は，西日本豪雨災害において比較的重篤な被災をしていないことが予想される大学生を対象とし，

実際に「中間被災者」様の心理的反応が生じたか，またそれが生じる契機やその後の行動について

も探索的に検討することである。これを明らかにすることにより，災害時において見過ごされるこ

との多い，軽微な被災をした人々や心理的にのみ被災した人々を対象とした心理教育や，今後求め

られる心理支援への示唆となりうると考えられる。 

 
研究 1 

 

目的 

研究 1 は研究 2 の事前調査として，西日本豪雨災害での被災の程度，西日本豪雨災害・令和 2 年
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7 月豪雨災害における被災者意識，「中間被災者」意識の関連について探索的に検討する。予測とし

ては，被災の程度が大きいほど被災者意識が高く，被災者意識が高いと「中間被災者」意識は低く

なると考えられる。これは，「中間被災者」が自分自身の被害を比較的軽微と捉えることにより，被

災者意識が低くなると予想されるからである。また，「中間被災者」だと感じたエピソードについて

の自由記述の回答を参加者に求め，カテゴリーの生成を行う。 

 

方法 

参加者 中国地方の大学に通う大学生，大学院生 80 名 (女性 51 名，男子 29 名) から有効回答を

得た。参加者の平均年齢は，21.6歳 (SD=2.1) であった。 

調査時期 2018 年 11 月と 12 月に実施した。 

質問紙 Google Form を用いて質問紙調査を行った。始めに，笹山 (2017) の記述に従い，「中間

被災者」について以下の通り定義づけを行った。 

「『中間被災者」とは，以下のような状況から苦しくなったり，孤立感や被災地・他の被災者に

対する罪悪感などを覚えてしまう状態を指します。 

・実際に自分も災害によって被害を受けたが，自分よりも深刻な被災をした人のことを考え

て自分の被災状況や心の苦しみを語れなかったり，軽いものとして扱わざるを得なくなる。 

・周囲が「被災地」「被災者」のイメージを持って自分に接してくることで，そのイメージに

比べると自分は大丈夫，と言わざるを得なくなる。 

・身近な場所や人が「被災地」「被災者」となってしまい辛い気持ちを抱えているが，自分は

災害による被害を受けておらず「無事」であるがゆえに，自分の心の苦しみを周囲に十分

に語ることができない 

災害に対して「完全な当事者にも、第三者にもなれないような気がして、自分が何者か分か

らなく」なる状態とも説明されています。」 

また，以下の 9項目について尋ねた。 

1) 現在の居住都道府県，広島への居住年数，西日本豪雨災害当時の居住都道府県について尋

ねた。これは，西日本豪雨災害における被災地との心理的距離の近さについて面接調査で

検討するための，事前調査としての項目である。 

2) 西日本豪雨災害・令和 2 年 7 月豪雨災害における実際の被害の程度を尋ねた。(a) 瀧井他  

(2013) を参考に，DSM-IV-TR (American Psychiatric Association, 2000) における PTSD の

診断基準 A基準に準ずる質問 4項目(出来事の外傷性に関する質問「豪雨災害はあなた（も

しくは近しい他者）に大けがを負わせましたか？」「豪雨災害はあなた（もしくは近しい他

者）が大けがをする恐れがあるものでしたか？」「豪雨災害はあなた（もしくは近しい他者）

の命を脅かすものでしたか？」，情動喚起に関する質問「その最中や直後に、強い恐怖感、

無力感、恐れを感じるものでしたか？」) を，それぞれ「はい」「いいえ」で回答を求めた。

(b) 東北大学東北メディカル・メガバンク機構・岩手医科大学いわて東北メディカル・メ

ガバンク機構 (2017) を参考に，近親者で亡くなった者，行方不明の者がいるかを「はい」
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「いいえ」で回答を求めた。(c) 塩谷 (2014) を参考に，居住家屋損壊の程度を「全く被害

はなかった」，「軽度の被害を受けた」，「中度の被害を受けた」，「深刻な被害を受けた」の

4値で測定を行った。 

3) 塩谷 (2014) を参考に，西日本豪雨災害が原因で生じたストレスフル・イベントについて，

経験の有無を測定した。(a) 避難所での宿泊，(b) 転居，(c) 失業，(d) 転職，(e) 収入の低

下，(f) 多額の出費，(g) 借金，(h) 家族や親戚との仲たがい，(i)友人や知人のケガや病気，

(j) 断水，(k) 電気・ガスが止まる，(l) 物流が途絶えたことによる日用品などの入手困難，

(m) 学校に行けなくなる，(n) 交通規制に巻きこまれる，(o) アルバイトへの影響，(p)住宅

への浸水，(q) 物を失う，である。 

4) 被災者意識に関して，西日本豪雨災害・令和 2 年 7 月豪雨災害における「被災者」「被災者

でない」の数直線上での自分の立ち位置を，10件法  (0:被災者でない～10:被災者) で回答

を求めた。 

5) 「中間被災者」意識に関して，西日本豪雨災害・令和 2 年 7 月豪雨災害において自分を「中

間被災者」だと思う程度を 7件法 (1:全くそう思わない~7:非常にそう思う) で回答を求め

た。 

6) これまで自分が「中間被災者」だと感じたエピソードについて自由記述で回答を求めた。 

倫理的配慮 回答は任意であり, その結果については統計的に処理をし, 個人が特定されないこ

とを質問紙の紙面で説明した。また, 調査用紙への回答をもって調査協力への同意とみなした。本

調査は広島大学大学院人間社会科学研究科倫理審査委員会の許可を得て実施した。 

 

結果 

分析は全て，清水 (2016) の統計ソフト HAD を用いて行った。分析にあたり，被災の程度を便宜

上分類した。近親者喪失または避難所宿泊を経験している場合，あるいは PTSD診断基準 A に関す

る質問のうち，出来事の外傷性項目 1 つ以上と情動喚起の項目の両方に該当していた場合を，「重度

被災者」とした。また，「重度被災者」に当てはまらず避難所宿泊以外のストレスフル・イベントを

1 つ以上経験した場合を「軽度被災者」，どちらにも当てはまらないものを「非被災者」とした。参

加者のうち，23 名が重度被災者，37 名が軽度被災者，20 名が非被災者に分類された。重度被災者

のうち，近親者喪失をしていた者が 1 名，避難所宿泊を経験していた者が 1 名，PTSD診断基準 A

に関する質問に当てはまる者が 22 名であった。 

豪雨災害に関するストレスフル・イベント 豪雨災害に関するストレスフル・イベントの経験率

を Table 1 に示す。最も経験率が高かったのは「物流が途絶えたことによる日用品などの入手困難」

であり，次いで「学校に行けなくなる」「交通規制に巻き込まれる」という出来事の経験率が高かっ

た。被害の程度 (軽度被災者 / 重度被災者) と豪雨災害に関するストレスフル・イベントの各項目

のクロス表に対してカイ 2乗検定を行った結果，有意な関連は見られなかった。 
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Table 1 

豪雨災害に関するストレスフル・イベントの経験率 

 

被災者意識，「中間被災者」意識 相関分析の結果，西日本豪雨災害，令和 2 年 7 月豪雨災害の

いずれにおいても，被災者意識と「中間被災者」意識に有意な正の相関がみられた (r (78) = .420,  

p = < .001; r (78) = .631, p < .001)。また，西日本豪雨災害における被災者意識と令和 2 年 7 月豪

雨における被災者意識，西日本豪雨災害における「中間被災者」意識と令和 2 年 7 月豪雨における

「中間被災者」意識に有意な正の相関がみられた (r (78) = .226, p = .044; r (78) = .243, p < .030)。 

西日本豪雨災害での被災の程度と，両災害での被災者意識，「中間被災者」意識の関連を検討する

べく，一要因分散分析を行った。その結果，西日本豪雨災害における被災者意識に対する，被災の

程度 (重度被災者/軽度被災者/非被災者) の主効果が有意であった (F (2, 77) = 28.39, p < .001,  

ηp
2 = .424, 95%CI [.248, .543])。多重比較 (Holm 法) の結果，重度被災者の被災者意識が，軽度被

災者と非被災者の被災者意識よりも有意に高く (t (77) = 5.149, padj < .001, d = 1.349, 95%CI  

[-3.893, -1.722]; t (77) = 7.404, padj < .001, d = 2.233, 95%CI [-5.898, -3.398])，軽度被災者の被災

者意識よりも非被災者の被災者意識の方が有意に高かった (t (77) = 3.230, padj = .002, d = .884,  

95%CI [0.706, 2.975])。Figure 1 に西日本豪雨災害における被災者意識についての結果を示す。 

また，西日本豪雨災害における「中間被災者」意識に対する，被災の程度 (重度被災者/軽度被災

者/非被災者) の主効果が有意であった (F (2, 77) = 7.71, p = .001, ηp
2 = .167, 95%CI [.033, .301])。

多重比較 (Holm 法) の結果，重度被災者の「中間被災者」意識が，軽度被災者と非被災者の「中間

被災者」意識よりも有意に高かった (t (77) = 2.815, padj = .012, d = .737, 95%CI [-1.896, -0.325];  

t (77) = 3.819, padj = .001, d = 1.152, 95%CI [-2.639, -0.830])。軽度被災者と非被災者の間には有意

な差は見られなかった (t (77) = 1.514, n.s., d = .414, 95%CI [-0.197, 1.445])。Figure 2 に西日本豪

雨災害における「中間被災者」意識についての結果を示す。 

 

 

! ! ! !

"#$%&'()*+,-./01234567!"#$!%&'(&) $$ *+',- .* -*'$$

89+:;1<1-!"#$!%&'&/) $$ *+',- .$ *$'.0

=>?@+ABCDE-!"#$!%&'&$) .+ *.'(* .( *-'*$

FGHIJK3LM!"#$!%&'./) / $.'-$ 0 (&',(

NO!"#$!%&'(.) $ *',. ( .('&,

PQRST$UD-!"#$!%&'./) $ *',. . ,'(*

VWRXW3;$YZQ!"#$!%.'*.) . $'0& ( .('&,

[\]!"#$!%&'./) . $'0& $ /'0&

^_Y`a*3b($c!"#$!%&'.-) . $'0& . ,'(*

de3fg!"#$!%.'0$) & & ( .('&,

hijkl!"!%(0) mijkl!"!%$0)



 

      
 

- 139 - 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

非被災者 軽度被災者 重度被災者

西
日
本
豪
雨
災
害
(
中
間
被
災
者
-
意
識

Figure 1 

西日本豪雨災害における被災者意識 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) エラーバーは標準誤差を示す。 

 

Figure 2 

西日本豪雨災害における「中間被災者」意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) エラーバーは標準誤差を示す。 

 

自由記述 「中間被災者」だと感じたエピソードについて，25件の回答が得られた。分析のため，

修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチを参考に，回答内容の分類を行った (木下，2016；

木下，2007)。その結果，5個のコア・カテゴリー，9個のカテゴリー，17個の概念が生成された。

分類の結果を Table 3 に示す。 
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Table 3 

自由記述の分類結果とその回答例 
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R�[;ÊUFV©ËH�£TÊ @FFG¡ZÌp;S?DEFV

��7>Op;H

Í¦OT@

ÎÏ$ÐÑ?1

¿
ÒÓ1

53C?@4H��7>Op;H
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以下，コア・カテゴリーを『』, カテゴリーを【】，概念を＜＞として示す。『被災感・被害の実

感の無さ』に含まれるのは，「中間被災者」が被災した実感があまり無いと感じていることに関する

もので，【「被災者」と名乗れない】【自分の体験の過小評価】【被害感の無さ】が含まれる。『心配さ

れることに対する思い』には，周囲から被害を心配されることに対する＜違和感＞＜罪悪感＞とい

った【ネガティブな感情】と【中立的な感情】が含まれる。『非被災者に対する思い』には，自分が

体感している災害の雰囲気と非被災者の言動に溝を感じることによる【災害の雰囲気を共有できな

い】が含まれる。『同程度の被災体験をした人に対する思い』には，身近な場所で災害の被害が大き

かったことによる【身近な場所と周囲の被災状況のギャップ】が含まれる。『実害があった被災者・

被災地に対する思い』は，自分の災害体験との比較，すなわち重さ比べによって生じた思いによっ

て構成され，【自分自身の体験や苦痛を語れない】【心理的距離の近い被災地と離れていることへの

思い】が含まれる。 

 

考察 

研究 1 の目的は，西日本豪雨災害での被災の程度，西日本豪雨災害・令和 2 年 7 月豪雨災害にお

ける被災者意識，「中間被災者」意識の関連について検討することであった。 

調査の結果，西日本豪雨災害においては被災の程度と被災者意識の高さ，被災の程度と「中間被

災者」意識の高さに関連が見られた。また，両災害における被災者意識と「中間被災者」意識に関

連が見られた。すなわち，被災者意識が高いと「中間被災者」意識は低くなるという予測を支持し

ない結果となった。これについては，被災の程度が大きかった者は自らを非被災者に近いとは位置

付けず，むしろ被災者に近いと位置付けたにもかかわらず，自分は「完全な被災者」の基準を満た

す存在ではないと考えてしまったことで，被災者・非被災者間の自分の位置づけの不安定さ，言い

換えれば災害に関する「両義的かつ不安定なアイデンティティ」(塩谷，2014) をよりはっきりと自

覚した可能性がある。そしてその結果として，身の置き場の無さに強い苦痛を感じたり，自らの災

害に関する体験をさらに過小評価しようとしたりした，すなわち「中間被災者」に当てはまると感

じた可能性が考えられる。 

自由記述では，【「被災者」と名乗れない】【自分の体験の過小評価】【自分自身の体験や苦痛を語

れない】，【心配されることに対する思い】における＜罪悪感＞など，笹山 (2017) が述べた「中間

被災者」像に一致する記述が実際に得られた。すなわち，「中間被災者」は，一定数の人が実際に体

感する状態であるということが示唆された。また，＜周囲との比較＞などに見られるように，「中間

被災者」特有の苦痛が周囲との災害体験や苦痛の重さ比べによって生じている可能性も示された。

それに加え，＜実害の無さ＞の定義に見られるように，重さ比べだけでなく「被災者」イメージと

自分自身の状況の比較によっても同様の心情に至る可能性が示唆された。一方，塩谷 (2014) では

「軽度被災者」のアイデンティティの両義性を顕在化させたのは精神的な励ましであったが，今回

は直接的な励ましの言葉やそれに対する反応については見られず，代わりに周囲の心配の言葉に対

する＜違和感＞が生じていた。また，【心理的距離の近い被災地と離れていることへの思い】につい

ては，宮地 (2011) における東日本大震災の首都圏の人々と類似しているが，今回は実際に軽微な被
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害や生活への影響を受けた層においても同様の心情が生じることが明らかとなった。 

一方，先行研究やこれまでになされてきた記述とは異なり，今回は【非被災者に対する思い】と

して＜状況を軽視された憤り＞＜災害の形容のしがたさ＞に関する記述がみられた。これは，「中間

被災者」は非被災者としても扱われたくないと感じていること，一方で，「被災者」の一員として災

害を語ることに戸惑いを覚えていることを示しており，まさしく「中間被災者」が「被災者」「被災

者ではない」の狭間にいることを示している記述である。また，『同程度の被災体験をした人に対す

る思い』として，【身近な場所と周囲の被災状況のギャップ】，特に＜心理的苦痛の語りにくさ＞が

見られ，相手と自分の間で重さ比べが生じない場合であっても，心理的距離が近い場所の被災状況

と自分や相手のいる状況に差があると感じた場合は，心理的距離の近い場所に関連する心配や不安

などの心理的苦痛について，相手に語れなくなることが示唆された。 

 
研究 2 

 

目的 

研究 1 の結果より，これまで「中間被災者」と呼ばれてきた状態は西日本豪雨災害においても実

際に見られ，その後の避難行動にも影響を与えた可能性が示唆された。研究 2 では面接調査を通じ

て，「中間被災者」の心理的体験とその契機，その後の支援活動に与える影響などについて，探索的

に検討する。 

 

方法 

参加者 研究 1 で質問紙に回答した参加者のうち，大学生，大学院生 13 名 (女性 10 名，男性 3

名) が面接調査に協力した。平均年齢は 21.6歳 (SD = 1.69) であった。参加者の基本情報を Table 

4 に示す。 

調査時期 2020 年 12 月に調査を行った。 

面接内容 半構造化面接法を用い，西日本豪雨災害当時の体験に加え，「周囲の被害状況」「生活

の変化やストレスフル・イベント」「被害を受けた実感の有無」「被災者意識」「『中間被災者』意識

と，『中間被災者』と言う言葉に対して思うこと」「周囲に対する災害時の体験の語りの有無，その

時思ったこと」「周囲との被災状況の比較の有無，その時思ったこと」「周囲からの心配に対する思

い」「支援活動への参加」「価値観・人生観の変化，学びになったこと」を 1時間程度で尋ねた。 

倫理的配慮 面接では話せる範囲で十分であり，回答を拒否する権利があるということ，面接の

中止を求めることができること，IC レコーダーによる録音の中止をもとめることができること，逐

語データは匿名化すること，地名の公表を希望によっては差し止めることができることを説明し，

同意書へのサインを求めた。また，参加者全員に対して，面接調査終了後に気分を害した場合や精

神的苦痛を覚えた場合は必ず連絡するように伝え，専門機関についても紹介を行った。 

分析方法 修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチを採用した。また，分析の際に研究 1 の

自由記述の分類結果を参考とした。 
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Table 4 

参加者の基本情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果 

10個のコア・カテゴリー，25個のカテゴリー，72個の概念が生成された。生成された各コア・

カテゴリーにおけるカテゴリー，概念，定義を Table 5，Table6，Table7，Table8，Table9 Table10，

Table11，Table12，Table13，Table14 に示す。 
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Table 5 

コア・カテゴリー『発災直後の思い』における概念一覧 

 

 

 

 

 

 

 

Table 6 

コア・カテゴリー『災害に関する心理的負担』における概念一覧 
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Table 7 

コア・カテゴリー『これまで抱いてきた被災者に関する認識』における概念一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 8 

コア・カテゴリー『被災者意識・被害の実感』における概念一覧 
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Table 9 

コア・カテゴリー『非被災者からの心配に対する思い』における概念一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 10 

コア・カテゴリー『同程度の被災体験をした人に対する思い』における概念一覧 
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Table 11 

コア・カテゴリー『大きな被害があった被災者に対する重さ比べで生じた思い』における概念一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 12 

コア・カテゴリー『支援の動機』における概念一覧 
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?78/tR¬­®V/c8O4C.;hì ª5WM@5hitXW8/teAB4C.¥
¯QET5SRC.¥¯nJM@5C.tT5WQ5S!"%#R�/c8O4f°±\M7EW@
/>AB4²6�@/X³´µW\¶7E?7Ee�/c8O:mn9:>M7EHnHn·¸
\78:?@M@>5VHQ8!"!!#!²/¹WT5DºS%»¼·¸\78½7E?7EHQ8R
¾¿XABX·¸iP5W6�5U6mÀWEuQW:6eÁ6:ÂÃ>ÄpQ8W:6?7
EJb�e�U5>Å;SÆJÇÈ5WtQ�e·¸5U\6�7EW@�>�7Ex7EEeA
B/¾¿>Q8W9::ÉÊtËÌ4tgEW8UtnMq!")#R

AB/+z{|}
4ÍÎ Ì5W9
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Table 13 

コア・カテゴリー『支援しない・できないことに関するネガティブな感情』における概念一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 14 

コア・カテゴリー『学びとなったこと』における概念一覧 
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SY³ ćTU@RXFG

,0-XAqUSUÅ3R.@t/o0hÅ3R.@1UqY¿rSc�ªYgtSnR]¿r
2\Rc�ªRXASUqYNÔ2cTU@R]̂ EFG3NÒ ĥR�g4T\ÊnAnFÕ�t
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次に，カテゴリー相互の関連から全体の関係を構造化し，結果図とストーリーラインを生成した。

以下，コア・カテゴリーを『』, カテゴリーを【】，概念を＜＞として示す。「中間被災者」像に関

する結果図を Figure 3 に示す。 

 

Figure 3 

「中間被災者」像に関する結果図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず，災害が発生してから生活への影響 (ストレスフル・イベント) が発生するまでにあたって，

＜深刻に捉えていない＞状態から＜全体的な被害を間接的に実感する＞ようになり，最終的に＜重

大さの自覚＞にたどり着く。また，生活への影響から，＜災害を身近な現実だと感じる＞ようにな

る。それとほぼ同時進行で，【災害そのものに伴うネガティブな感情】【生活への影響に伴うネガテ

ィブな感情】【身近な人・場所への心配】といった『災害に関する心理的負担』が生じる。 

災害による大きな実害はないが生活には影響が出ている「中間被災者」は，＜被災者・被災地イ

メージ＞と自らの生活への影響や『災害に関する心理的負担』を比べたり，被災の程度が大きい被

災者との間で【実害の有無の比較】【被災者への共感】を行い体験の重さ比べをしたりすることで，

【自分は被災者と名乗れない】【被災者・非被災者の間で戸惑う】という心情や，【体験や苦痛の語

りにくさ】に至る。一方で，同程度の体験をした者に対しては＜自分の体験を気軽に語れる＞に至

る。また，自分自身の体験について十分に周囲に語ることができた場合や，＜被災体験を認めても

らう＞ことが起きた場合は，＜被災体験を自分で認める＞に至る可能性も示唆された。非被災者の

心配の言葉に対しては，【自分は被災者と名乗れない】という思いから，＜心配されることへの違和
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感・戸惑い＞＜他の被災者への申し訳なさ＞が生じる。一方で災害の状況を軽視する言葉に対して

は，＜状況を軽視された憤り＞＜心配や共感が得られない憤り＞が生じる。災害支援活動について

も，被災者・非被災者間の位置づけにおける「中間被災者」の立場の不安定さから，『支援の動機』

として＜支援者側に立ちたい＞などの【災害に対する自分の位置づけを定める】思いが生じていた

り，支援しなかったりできなかったりした場合には【支援者にもなれない苦しみ】が生じうること

が示唆された。 

 

考察 

導き出されたストーリーラインから，自分自身を被災者・非被災者のどちらかに位置づけようと

する中で，災害に関する体験の重さ比べを行い自分の体験や苦痛を封じ込めるという，笹山 (2017)

 などで述べられてきた「中間被災者」像が，西日本豪雨災害においても改めて確認できた。また，

支援活動への影響として，「中間被災者」となることで災害支援への動機が高まることや，反対に支

援をしなかった場合やできなかった場合に苦痛が生じることも示唆された。 

研究 1 の自由記述と同様，今回も精神的な励ましの言葉は語りの中に現れず，代わりに非被災者

による心配の言葉が「中間被災者」に違和感や罪悪感を抱かせていた。そのため，塩谷 (2014) の

「震災に関するアイデンティティ仮説」とは，非被災者の情緒的サポートが災害に関する両義的で

不安定なアイデンティティを顕在化させるという一部の点において一致する結果となった。また，

今回においても非被災者から状況を軽視された場合は憤りが生じており，「中間被災者」の立場の不

安定とは，被災者と比べると「被災者にはあてはまらない」が，被災していないかのように扱われ

ると「非被災者であるわけではない」という，2 つの立場を周囲との関係に呼応して揺れ動くこと

によるものであると考えられる。また一方で，「中間被災者」は他の被害の大きい被災者と共通した

部分や，報道などでこれまでに知識として得てきた部分に関して，心境の推察や共感ができてしま

うため「被災者」に近い存在となることもあれば，やはり実害の無さや被害の大きさの及ばなさか

ら自らを「非被災者」「第三者」に近い存在だと位置付けることもできるため，狭間で戸惑うことと

なる。そうした不安定さから抜け出すためか，支援活動においては「支援者」という新たな立場で

災害の当事者であろうとする動きが示された。さらに支援をしなかった，あるいはできなかった場

合には，自責感や罪悪感にさいなまれることが明らかとなった。これによってさらに災害における

自分の立ち位置が分からなくなる恐れも考えられる。これは，宮地 (2011) における，傍観者であり

たくないからと支援者となろうとしたり，支援できず傍観者になってしまったと罪悪感を抱えたり

した東日本大震災の首都圏の人々の姿に類似している。 

研究 1 の自由記述では，同程度の災害体験を持つ相手に対する心理的苦痛の語りにくさが示唆さ

れた一方で，面接調査では＜自分の体験を気軽に語れる＞といった語りが得られた。自由記述の回

答者が語ろうとした苦痛は，心理的距離の近い場所が大きな被害を受けたことによる心配や不安で

あり，自分や相手が実際に受けた災害による影響や実感との間にはギャップがあったことから共感

が得られにくく，語りにくさを感じたものと推察される。一方で面接調査で得られた語りからは，

自分自身の体験や苦痛に焦点を当てた場合には，同程度の体験をした相手とは重さ比べが生じず，
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気軽に語ることができたことが示唆された。また、災害後の安否確認や近況報告として共有する場

が用意されていたことも，体験の語りやすさを高める要因となった可能性が考えられる。 

さらに今回，【被災者ではないわけではない】内の概念より，周囲から被災者と認めてもらう，あ

るいは体験を振り返り，自分で語り直すことによって，いわゆる「被災者」ではなくとも当事者で

はあったのだという思いにたどり着いたり，自分自身の体験や苦痛を封じ込めたり過小評価したり

することなくありのままに認めることができる可能性が示唆された。ただし，過剰な苦痛を避ける

ために「自分が被災者ではない」と考えるようにしたという語りもあることから，周囲から被災を

認めるという点に関しては慎重を期さねばならないとも考えられる。また，自らの体験そのものや

当事者性を受容するためには，多様な被災者・被災地のあり方を認識し，被災者・非被災者に二分

されるという考えから脱却することが基盤として重要であるという可能性が考えられる。 

 
総合考察 

 

本研究の目的は，西日本豪雨災害において，実際に「中間被災者」様の心理的反応が生じたか，

その実態はいかようなものか，またそれが生じる契機やその後の避難行動，支援活動への影響につ

いて，量的データと質的データの両側面から探索的に検討することであった。研究全体を通して，

西日本豪雨災害における「中間被災者」像が明らかとなり，またその像が東日本大震災における知

見と一致するところが多いところから，「中間被災者」が大規模災害全般に適用可能な概念である可

能性が示された。 

研究 1 から，被災の程度が大きいにもかかわらず「完全な被災者」ではないと感じることが原因

となり，体験や苦痛の過小評価，語れなさなどがより強く生じる可能性が見出された。さらに研究

1 の自由記述と研究 2 からは，被災者・被災地イメージと自分の状況の比較によっても自分は被災

者として名乗れないと感じたり，体験や苦痛の過小評価につながったりする可能性が示唆された。

被害のイメージと被害認識について，性暴力被害の分野では，齋藤他 (2019) は自分自身が持つイ

メージに適合しない性暴力被害は被害認識が形成されにくく，援助行動にも繋がりにくいため苦し

みが複雑化する恐れがあるとしている。また，それを防ぐために，より実態に近い性暴力のイメー

ジをもとに啓発を行うことを提案している。大規模災害においても，本来であれば被災者の被害状

況や災害に伴う体験も様々であるというのが実態であるが，現状では住宅被害や人的被害など深刻

な被災した者のみが「被災者」というイメージがあり，それ以外は「非被災者」として分断が生じ

てしまっている。また，その分断が元で，「被災者」「非被災者」の狭間で揺れ動く「中間被災者」

は災害時常に対人関係の中で重さ比べを行い様々な苦痛やもやもやとした思いを抱くことになる。

本研究で得られた知見をもとに，今後，多様な被災の形があることが認知されるとともに，災害支

援で見過ごされてきた比較的軽微な災害体験をした者や実害は無いが災害によって心理的苦痛のみ

を覚えている層に対する心理学的理解・支援がなされることが期待される。 

本研究の限界点として，西日本豪雨災害の発災から 2 年以上が経過していたため，西日本豪雨災

害に関する PTSD 症状や抑うつなどの客観的指標を用いて「中間被災者」の心理的苦痛について検
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討することができなかったことが挙げられる。また，本研究では，あくまでも「中間被災者」の実

態を把握するにとどまった。今後「中間被災者」に関する尺度の開発や，それを用いた量的研究が

進められることにより，大規模災害が人々の心に及ぼす影響についてより精緻な検討が可能である

と考えられる。 
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批判的思考能力が高いほど他者の感情推測が正確な理由を探る 

―インタビュー調査を通した検討― 

 

小桝真呼1・清水陽香2・山崎茜 1・中島健一郎 1 

 

Why are critical thinking skills related to accuracy in inferring others’ emotional state? 
An interview study. 

 

Mako Komasu, Haruka Shimizu, Akane Yamasaki and Ken’ichiro Nakashima 

 

Few studies have examined the interpersonal utility of critical thinking. Therefore, Yazawa 

et al. (2020) and Komasu et al. (2024) examined the interpersonal utility of critical thinking and 

found a positive correlation between critical thinking skills and accuracy in inferring others’ 

emotions. Yazawa et al. (2021) proposed that people with high critical thinking skills suppress 

heuristics and accurately guess the emotions of others through conscious reflection in the 

reasoning process. The present study involved interviews with six people in a high critical 

thinking skills group (hereafter referred to as the high CT skills group) and five people in a low 

critical thinking skills group (hereafter referred to as the low CT skills group), inquiring about 

their thinking processes when inferring the feelings of others. The two groups did not differ in 

their responses when asked whether they had consciously reflected on the situation. Our 

findings suggest that accuracy in inferring others’ emotions is not enhanced by conscious 

reflection in the reasoning process for those with high critical thinking skills. In contrast, 

compared with the low CT skills group, the high CT skills group spontaneously stated that they 

used more specific characteristics of the person to make their inferences, suggesting that 

evidence-based, logical, and unbiased thinking may increase the accuracy of inferring others’ 

emotions.  

 

キーワード：critical thinking skills, empathic accuracy, interview 
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問 題 

 

 はじめに，批判的思考を学術的に定義する。批判的思考には，様々な定義があるが (道田，2003)，

これまでの研究における共通点を取り出していることや，後続の研究で問題点が指摘されていない

ことを踏まえ，本研究では批判的思考を楠見 (2018) に基づいて以下の 4 つの観点から定義する。

第一に，「証拠に基づく論理的で偏りのない思考」であること，第二に，「意識的な省察 (reflection) 

をともなう熟慮的な思考」であること，第三に，「よりよい思考を行うために，目標や文脈に応じて

実行される目標志向的思考」であること，第四に，「複数のプロセスと方略，知識に支えられた統合

的思考」であることである。 

私たちは，日常生活において，根拠に基づいた文章を書いたり，インターネットで情報を入手す

るときに本当にその情報は正しいのか吟味したりしている。これらの能力を根底で支えているのは

批判的思考であり，批判的思考は幅広い場面で活用できる汎用的 (ジェネリック) スキルだとされ

ている (楠見，2013)。批判的思考を身に付けることで，人生で直面する様々な問題に対してより良

い決定を行い，幸せな人生を送ることができると考えられているからこそ (楠見，2013)，現代社会

において，私たちは批判的思考を身に付ける必要があるとされている (e.g., 楠見，2022)。 

しかし，日本の教育では批判的思考能力の獲得はなかなか推進されていない。その理由として以

下の点が挙げられる。日本では批判的思考をする人に対して親しみにくいイメージを抱いているこ

と (廣岡他，2000)，相互協調的自己観が優勢な日本では関係的・文脈的思考が重視されるため，西

洋で高く評価される論理的・抽象的思考は他者に対する配慮に欠けた不適切な思考と解釈される可

能性があること (抱井，2004)，「批判」が否定的評価を意味する「非難」のイメージがあること (楠

見，2018) などである。 

こうした状況に対して，日本での批判的思考能力の獲得を推進するためには，社会的・対人的な

側面を強調することが必要だと主張されている (元吉，2011，2013)。なぜならば，日本は他者との

関係を大切にする相互協調的自己観が主流の国であり (Markus & Kitayama，1991)，思考を行う人と

社会的文脈の関係を重視した関係的・文脈的な思考が重要視される傾向があるためである (元吉，

2013)。しかし，多くの先行研究 (e.g., Macpherson & Stanovich，2007) では，批判的思考の認知的側

面として課題や問題解決に及ぼす影響に着目しており，批判的思考の社会的・対人的な有用性につ

いては実証的な検討を行っていない。このままでは日本において批判的思考能力の獲得を促すこと

は難しい。 

これを踏まえて，矢澤他 (2020) は，批判的思考の対人関係における有用性を検討した。具体的に

は，良好な対人関係を築くために重要な能力とされている他者の感情推測の正確さ (Schmid Mast & 

Hall，2018)，および複雑な心理状態を推測する際に非言語的情報の中で特に有効な手掛かりとなる

目 (Baron-Cohen et al., 1997) に着目した。そして，アジア版まなざしから心を読むテスト (アジア

版 RMET; 野村他，2006) を用いて，批判的思考能力およびクリティカルシンキング志向性3とまな

 
3 クリティカルシンキング志向性とは，物事を批判的に考えることの重要性を理解し，常にそのように考えたい
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ざしから読み取れる他者の感情推測の正確さの関係を検討し，クリティカルシンキング志向性を統

制してもなお，批判的思考能力と他者の感情推測の正確さに正の相関があることを明らかにした。

この知見は批判的思考の新しい利点を示唆する点で意義がある。 

これを受け，Komasu et al. (2024) は，坂田 (2020) の知見 (方法部分で詳述) にしたがってアジア

版 RMET の画像刺激を感情価で分け (ネガティブ刺激，中立刺激，ポジティブ刺激)，矢澤他 (2020) 

とその直接的追試の位置づけで収集したデータを用いて再分析を行った。特にネガティブに受け取

られる表情 (ネガティブ表情) を推測対象とした場合に，批判的思考能力と他者の感情推測の正確

さに関連が認められるかどうかに着目して検討した。ネガティブ表情に着目する理由は，例えば，

教育現場において，児童生徒の心持ちに教師等が気づき，早期援助を行えるようにするためである。

特に，心理教育的援助サービスのうち，二次的・三次的援助サービスでは，援助者が子どもにあわ

せて個別介入を実施するとされている (本田，2020)。二次的援助サービスでは，問題が大きくなり

始め，危機に陥る可能性が高い一部の子ども (登校渋り，学習意欲の低下等) を対象とし，三次的援

助サービスでは，すでに深刻な問題に直面している特定の子ども (いじめ被害，不登校等) を対象

に介入を行う(石隈，1999)。しかし，その対象となる子どもが自ら援助要請するとは限らない。その

ため，教師等が児童生徒の状態を正確に捉え，特に望ましくない状態にあるかどうかを判断し，適

切な介入を行うことが求められる。この点でネガティブ表情の読み取りの正確さは重要な検討対象

となる4。一連の研究の結果，両データにおいて，クリティカルシンキング志向性を統制してもなお，

批判的思考能力と他者のネガティブ表情の推測の正確さに正の相関が認められた。 

この理由として，矢澤他 (2021) は，ヒューリスティックスの有無，言い換えると熟考するかどう

かを操作したオンライン実験を行い，批判的思考能力が高い人はヒューリスティックスを抑制し，

推論過程で意識的な省察を行うために，他者の感情推測を正確に行うことができるという説明可能

 
という意識のことである (矢澤・中島，2021)。廣岡他 (2001) では，社会的クリティカルシンキング志向性と論

理的クリティカルシンキング志向性という 2 種類の志向性があるとされている。社会的クリティカルシンキン

グ志向性とは，人間の多様性を認め，他者や多様な価値観に対する寛容さを重視し，そのように考えたいという

姿勢を指す (平山，2015; 元吉，2011)。論理的クリティカルシンキング志向性とは，常に客観的で冷静な判断を

心がけ，探究的・追究的な思考をしたいという姿勢を指す (元吉，2011)。 

4 Komasu et al. (2024) の発表後，その内容をある学会誌に投稿したところ，査読者からネガティブ表情のみに着

目する理由が恣意的であるとコメントをいただいた。恣意的と感じられるのは，Komasu et al. (2024) では教育

場面に特化してその着目意義を説明しているが，そうした文脈を設けて検討しているわけではないこと，ネガ

ティブ表情の推測が重要となるのは他のあらゆる対人関係においても一般的に言えること，またネガティブ表

情のみならずポジティブ表情に着目することも重要であることからだと説明されている。さらに，ネガティブ

表情に着目する理論的背景や意義についての議論をすることも必須だとご指摘いただいた。著者としてもこの

ご指摘はもっともだと感じているところである。査読者からいただいたコメントに沿ってネガティブ表情に着

目する意義や批判的思考との関連性について検討する予定であるが，ここでは Komasu et al. (2024) の発表時点

の内容に即して本文のように記載している。 
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性を提案している。Komasu et al. (2024) では，対象や手続きの異なるデータを通じて矢澤他 (2020) 

と類似の関連が認められていることに加え，クリティカルシンキング志向性がその代替説明になら

ないことを示している。さらに，他者の感情推測の正確さが批判的思考能力に影響を及ぼすという

本研究とは逆の想定を置くための理論的根拠も管見の限り見当たらない。以上を踏まえると，矢澤

他 (2021) の説明可能性は確からしいと考えられるが，根拠不足であり，まだ検証の段階に至って

いない。そこで，本研究では，批判的思考能力が高い人物が他者の感情を正確に推測できることの

理由として，推論過程で意識的な省察を行っているためではないかという仮説導出を支える知見を

得ることを目的として，インタビュー調査を実施した。 

 

方 法 

 

参加者 第 1著者が実施した，批判的思考能力の高い人物は日常場面においても他者の感情を正

確に推測しているのかに関する検討 (未発表データ) で日本語版ワトソングレーザー批判的思考能

力テスト5 (日本語版 WGCTA; 久原他，1983) に回答していた保育者養成校の 2 年生 50 名のうち，

日本語版WGCTA の正答数が多かった上位 7名 (以下，CT 能力高群とする) と少なかった下位 8名 

(以下，CT 能力低群とする) に対して研究参加を依頼した。その結果，参加可能と回答が得られた

CT 能力高群 6名，CT 能力低群 5名を対象にインタビュー調査を行った。CT 能力高群は男性 1名，

女性 5名，年齢の範囲は 19歳から 35歳，日本語版WGCTA の得点の範囲は 10 点から 13 点，CT 能

力低群は女性 5名，年齢の範囲は 19歳から 27歳，日本語版WGCTA の得点の範囲は 2 点から 4 点

であった。 

手続き インタビュー調査は Teams によりオンラインで行い，インフォームドコンセントを行っ

た後に開始した。調査は，大きく分けるとアジア版 RMET に回答してもらうパートとその回答内容

について問うパートの 2部に分かれていた。 

はじめにアジア版 RMET に回答してもらうパートでは，実施方法について説明後，練習問題 1 問

を行い，参加者が回答方法を理解していることを確認した上で，予め選定した 9 題に回答してもら

った (刺激の選定方法は後述)。各参加者には無作為な順序で刺激を呈示した。 

 
5 WGCTAには 5つの下位テスト (推論課題・仮説の同定・演繹的推論課題・短文理解課題・議論評価課題) が

あり，そのうちの「推論課題」を久原他 (1983) が改訂を加えて日本語に翻訳したものである。批判的思考の主

な 4つのプロセスは，情報の明確化，推論の土台の検討，推論，行動決定と進む (楠見，2022)。日本語版 WGCTA

は推論を行う能力を測定するため (久原他，1983)，その他の批判的思考のプロセスに関連する能力は測定され

ないと考えられる。また，日本語版 WGCTAは平行テストとして TM (2) と SM (2) の 2種類があり，問題の難

易度に差はないとされている (久原他, 1983)。未発表データで使用されたのは SM (2) である。SM (2) は，4題

あり，合計 20個の推論文で構成される。それぞれの課題に関する推論文の確からしさについて 5段階 (「真」，

「たぶん真」，「材料不足」，「たぶん偽」，「偽」) で回答を求め，正答した場合を 1点とし，20点満点で数値化し

た。 
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次にその回答内容について問うパートでは，各刺激を再度提示し，それぞれについて以下の項目

を尋ねた。①どのように考えて回答したのか，②過去の経験を参照したか (例: 過去に写真のよう

な表情をした人に遭遇したことがあり，その当時の人はどのような感情状態でいたのかを想起した)，

③一度回答を決めてからその答えが本当に正しいか考え直すことをしたか，④感情を推測する際に

特に参照した情報は何か，である。すべての刺激についてこれらのインタビューをした後，⑤他に

どのような情報があれば，早く正しく回答できると思うか，⑥日常生活で人の感情を推測する際に

⑤で述べた情報を参照しているか，他に参照している情報があるか，⑦日常生活で人の感情を推測

する際に，その状況を客観的に捉えて推測しているか，あるいはその人の立場になりきって推測し

ているかを尋ねた。 

インタビューが終わった後，使用した刺激の正答を提示し，正答を聞いて思ったことを尋ねた。

その後，インタビュー調査全体を通しての感想を聞き，最後に確認または質問したいことはないか

尋ねた。参加者から確認や質問があれば実施者が回答し，調査を終了した。一連のインタビュー調

査に要した時間は参加者によって異なり，20分から 70分であった。 

使用した刺激 アジア版 RMET 全 36 題のうち，参加者の負担を考慮し，9 題を使用した。この

テストでは，写真の人物の目やその周辺の情報からその人物の心理状態を正確に推測する能力を測

定する。坂田 (2020) より，アジア版 RMET で呈示される写真はネガティブ刺激 20枚 (項目番号 2，

3，4，7，8，10，11，12，14，15，16，18，19，23，24，27，29，33，35，36)，中立刺激 5枚 (項

目番号 5，17，22，26，32)，ポジティブ刺激 11 枚 (項目番号 1，6，9，13，20，21，25，28，30，

31 ，34) に分けられることが明らかになっている。本研究では，それぞれの感情価に分けられた刺

激から 3枚ずつ無作為に抽出し，合計 9 題を選定した。アジア版 RMET では，画面中央に写真刺激

が呈示され，右上，右下，左上，左下の 4 か所に感情語が呈示される。参加者には，これらの感情

語すべてに目を通した後，写真の人物が考えていること，あるいは感じていると思われることとし

てもっともよく表している言葉を選んで回答するように求めた。 

 

結 果 

 

アジア版 RMET の正答数 参加者のアジア版 RMET の正答数を Figure 1，2 に示した。Figure 1，

2 から読み取れるように CT 能力高群と低群で顕著な違いは認められず，個人差が大きいことが明

らかとなった。 
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Figure 1 

CT 能力高群のアジア版 RMET の正答数 (個) 

 

 

Figure 2 

CT 能力低群のアジア版 RMET の正答数 (個) 

 

回答内容について問うパート 「①どのように考えて回答したのか」という質問に対しての回答

結果を Table 1 に示した。Table 1 からわかるように， CT 能力高群は，「目が細めになっていて」や

「顔が正面を向いていなくて」など，自発的に画像の具体的な特徴を挙げる人が多い傾向にあった。
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さらに，CT 能力高群，低群ともに各回答者で回答パターンがある程度一貫していた (例えば，個人

の経験・知識を挙げる人は 9 問すべてで挙げる)。 

 

Table 1 

「①どのように考えて回答したのか」に対しての回答内容 

 

 

「②過去の経験を参照したか」については，CT 能力高群と低群で大きな差は認められなかった 

(Table 2)。 

 

Table 2 

「②過去の経験を参照したか」に対しての回答内容 

 

 

 「③一度回答を決めてからその答えが本当に正しいか考え直すことをしたか」については CT 能

力高群と低群で大きな差は認められず，個人差が大きいことが明らかとなった (Figure 3，4)。 
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Figure 3 

「③一度回答を決めてからその答えが本当に正しいか考え直すことをしたか」に対しての高群の回

答内容 

 

 
 

Figure 4 

「③一度回答を決めてからその答えが本当に正しいか考え直すことをしたか」に対しての低群の回

答内容 

 

「④感情を推測する際に特に参照した情報は何か」については，CT 能力高群は顔のパーツだけで

はなく，「顔の角度」や「眉に動きがない (ように見える)」など，パーツの動きも感情を推測する手

がかりとしたと回答した人が多い傾向にあった (Table 3)。 
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Table 3 

「④感情を推測する際に特に参照した情報は何か」に対しての回答内容 

 
 

「⑤他にどのような情報があれば，早く正しく回答できると思うか」については，CT 能力高群で

は，立ち方や座り方などの体全体を知りたいといった回答を含め，身振りやしぐさに言及する人が

多い傾向にあった (Table 4)。 

 

Table 4 

「⑤他にどのような情報があれば，早く正しく回答できると思うか」に対しての回答内容 

 

 

「⑥日常生活で人の感情を推測する際に⑤で述べた情報を参照しているか，他に参照している情

報があるか」については，参加者全員が⑤で述べた情報を参照し，加えて他にも参照している情報

があると回答した。他に参照している情報を示したのが Table 5 である。Table 5 より，CT 能力高群

と低群で大きな差は認められなかった。 
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Table 5 

「⑥日常生活で人の感情を推測する際に⑤で述べた情報を参照しているか，他に参照している情報

があるか」のうち，他に参照している情報についての回答内容 

 
 

最後に「⑦日常生活で人の感情を推測する際に，その状況を客観的に捉えて推測しているか，あ

るいはその人の立場になりきって推測しているか」については，CT 能力高群と低群で大きな差は認

められなかった (Table 6)。 

 

Table 6 

「⑦日常生活で人の感情を推測する際に，その状況を客観的に捉えて推測しているか，あるいはそ

の人の立場になりきって推測しているか」に対しての回答内容 
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本研究の目的は，批判的思考能力が高い人物が他者の感情を正確に推測できる理由として，推論

過程で意識的な省察を行っているのではないかという仮説導出を支える知見を得ることであった。 

インタビュー調査の結果，CT 能力高群と低群の回答内容に違いが認められたのは，「①どのよう

に考えて回答したのか」，「④感情を推測する際に特に参照した情報は何か」，「⑤他にどのような情

報があれば，早く正しく回答できると思うか」という質問に対する回答のみであった。①と④の回

答内容から，CT 能力高群はまなざしから他者の感情を推測する際に，パーツの動きも含めた画像の

具体的な特徴を自発的に挙げる人が多い傾向にあると推察される。すなわち，批判的思考能力が高

い人物は，他者の感情を推測する際に与えられた情報を具体的かつ詳細に捉え，推測を裏付ける根

拠を明確にしている可能性が考えられる。また，今回のインタビュー調査では「③一度回答を決め

てからその答えが本当に正しいか考え直すことをしたか」という意識的な省察を行ったのかを問う
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項目に関して，①，④，⑤と異なり，CT 能力高群と低群に顕著な違いは認められなかった。このこ

とから，問題部分で述べたように，批判的思考能力が高い人物は推論過程で意識的な省察を行うこ

とにより，他者の感情推測の正確さを高めているとは言い難い。むしろ，①と④の回答内容を踏ま

えると，批判的思考能力が高い人物は証拠に基づく論理的で偏りのない思考を行うことで他者の感

情推測を正確に行っている可能性がある。 

さらに，⑤について CT 能力高群は，より早く正確に推測するためには体全体を含めた身振りや

しぐさの情報も必要だと回答する人が多い傾向にあった。この際に挙げられた身振りやしぐさは具

体的かつ詳細な情報として考えられ，推論過程における意識的な省察を示す直接的な情報とは考え

難い。そのため，⑤の回答内容も批判的思考能力が高い人物は証拠に基づく論理的で偏りのない思

考を行うことで他者の感情推測の正確さを高めていることを示唆する 1 つの証拠となり得ると考え

られる。 

本研究より，批判的思考能力が高い人物が他者の感情を正確に推測できる理由として，推論過程

で意識的な省察を行うより，むしろ証拠に基づく論理的で偏りのない思考を行うことで他者の感情

推測の正確さを高めている可能性が示唆された。矢澤他 (2021) の説明可能性について探索的な検

討を行った点で本研究には一定以上の意義があると考えられる。しかし，本研究には以下のような

限界点もある。 

第 1 に，今回のインタビュー調査で認められた CT 能力高群と低群の違いが知的能力や認知能力 

(語彙や自分の考えを言語化する力なども含む) ではなく，批判的思考能力の違いによるものである

ということを担保できるかという点である。先行研究 (e.g., 矢澤他，2020；Komasu et al., 2024) を

踏まえると，他者の感情推測の正確さと批判的思考能力には正の相関があることが明らかになって

いる。先行研究では志向性を統制しているとはいえ，本研究では批判的思考能力以外の条件を統制

できていないため，本当に批判的思考能力の高低によりインタビュー調査の結果が得られたのか疑

問の余地が残る。今後の検討点として，知的能力や認知能力などの批判的思考能力と関連すると予

想される変数も含めて測定し，どのような回答が得られるか検討する必要がある。 

第 2 に，今回のインタビュー調査の手続きには改善の余地がある。例えば，本研究の方法に従う

と，アジア版 RMET に回答した時点では直感的に判断して回答したにもかかわらず，その後の回答

内容について問うパートで質問をした際に，アジア版 RMET に回答した時点でどう考えていたのか

を振り返らず，質問に誘導されて後付けで回答した可能性もある。こうした事態を防ぐために，今

後は思考を発話しながらアジア版 RMET に回答してもらう，あるいはアイトラッキングを用いて回

答時点での視線の動きを測定するといった方法を取ることが有用であると考えられる。さらに，本

研究では少数の参加者を対象として大まかな傾向を把握するに留まっているため，得られた結果の

解釈には慎重を期す必要がある。今後は，より妥当性・信頼性の高い知見を得るために，面接法に

詳しい研究者との議論を重ね，より適切な研究手法を再考することが求められる。 

第 3 に，外的妥当性の問題である。本研究の参加者は保育者養成校の学生であり，彼らは保育者

養成プログラムの中で，子どもの行動や表情を観察したり，実際に関わったりすることによって，

子どもの気持ちを読み取る訓練を受けていると考えられる。そのため，この特性が本研究の結果に
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影響を与えた可能性がある。今後はこうした訓練を受けていない人を対象とすることで，本研究の

知見の一般化可能性を探る必要がある。 
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